
43-R007 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際経済情報に対する企業の認識と需要 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 44 年 6 月 

 

財団法人 日本情報処理開発センター 



「

.

「

'

「

.







序 に 代 え て

椋」

ノ

コ ン ピ ュ一 夕 による情 報 処理 は,社 会 経済 の発 展 に と もない各 種 情報 の蓄 積 加 工 ,供 給 を

最 も有 機 的,効 果 的 に進 め る担 い手 と して,最 近 と くに その役 割 の重 要性 が認 識 され て きてお り

ます 。

また,情 報 処 理 そ の もの も第3世 代 コン ピュー タ の登場 以 来,そ の利 用 分 野 の拡 大 と ともに経

営 の意思 決 定 シス テ ム,コ ンピ ュー タの不特 定 多数 に よる共同利 用 とい つ た高 度化 の方 向が検 討

されつ つ あ り,従 来 の事後 処理 的 な利 用 か ら見 る と,現 在 の情 報 処 理は,大 きな発 展期 を迎 え て

い る と もい え ます。

この ような,情 勢 におい て,情 報処 理 お よび情報 処理 産 業の 前 途 には,解 決 を要 す る幾 多 の 課

題 が あ りま す。 す な わち,情 報 処 理 産 業発 展 の 要件 お よび そ れ が他 産 業 に与 え る影 響 とい茨 ・わ

が 国経済 社 会 の動 向 に 関連 す る諸問 題 を は じめ,情 報 処理 方式,ハ ー ドウエ ア および ソ フ トウ エ

ア業 の 技 術開発,各 種 の標 準化,情 報 処理 技 術 者 の養 成 な どで あ りま す。

当 財 団 は,情 報 処理 に関す る これ らの諸問 題 解決 の た め各種 の 事業 を実 施 してお りますが,こ

の調 査報 告 書 は,日 本 自転 車 振 興会 の 機械 工業 振 興資 金 に よる 「昭和43年 度 情報 処 理 に関 す る

調査 研 究補 助 事業 」 の うち,「 情 報 処理 お よび情 報 処理 産 業 の動 向 と影 響調i査」 の 一環 と して,

わが国 に おけ る国際 経済 情 報 に対 す る認 識 と需要 に つ い て.国 際 経 済 情報小 委 員 会 がア ンケ ー ト

調査 を行 な い)そ の結 果 を分 析 しと りま とめた もの であ りま す。

こ こに本 調査 実施 に ご尽 力 下 さつた ・」委 員 会 委員 各 位 お よび 調 査 に貴重 な ご意見 を賜 わっ た 関

係各 位 に心 よ'り感謝 の意 を表 しま す と と もに,本 報 告 が各 方面 に利用 さ 九 わが国 情報 処理 産 業

発展 の一 助 と して 寄・与で きます よ う念 願 いた す次 第 で あ ります 。

昭 和44年6月

財団法人
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1.1調 査 の概 要

Ll1調 査目的

本調査は,「 国際経済情報に関するアンケート」と題 已 海外企業活動を行なっている企

業を対象として,昭 和44年4月,当 財団が行なったものである。

本調査の目的は,海 外において業務を行なっている企業が海外情報に対 して如何なる認識

をもつているか,情 報供給機関に対 して如何 なる期待 と態度を示 しているか,ま た如何なる

情報を求めているかをさぐろうとするものである。

最近に於ける各種情報の爆発的増大を背景として取引や企業活動における情報処理の重要

性はますますたかまつてきているが,国 際経済情報 もその例外ではなく,供 給側,需 要側の

双方から迅速,的 確な情報伝達の体制確立が現在ほどつよく希求されている時はない。 こう

した状況に鑑み,国 際経済情報に対する各企業の基本的な姿勢(需 要)を 把握Lこ の種の

情報の供給体制に関する可能性とあり方を検討する資料を作成 しようとするのが本調査の目

的で,と くに調査項目別にみた需要の強さと企業(業 種別,規 模別)の 関係を充分に把握 し∀

サービスの総合性,企 業性を解明することを主眼としている。近い将来に,さ らに広い対象

に対 して堀 り下げた調査が行なわれることが期待 されるが,本 調査に拾いてもかなり明確な

示唆が得 られたものと考えられる。

ZL2調 査 対 象

本 調 査 の対 象 は,海 外 にお いて営 業活 動 を行 なっ て い るか,ま たは,海 外 の活 動 に対 して,

多大 の関 心(ト レー ド ・マ イン ド)を もつ てい る と考 え られ る企 業 を対 象 と し 業 種 は,貿

易商 祐 製造 業,建 設業 コンサル タン トに限定 した。

ア ン ケ ー ト送 付総 数 は1,102通,そ の うち,329通 の回答 を得 たの で,回 収率 は ほぼ

30%と なつ て い る。 な お,業 種別 にみ た送付数,回 答 数,回 収 率 は 表1,1の とteり で あ

る。
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表1.1国 際 経 済情 報 ア ンケ ー ト回収状 況

送 付 先 送付数 回答数(回 答率%) 備 考

団 体 510※ 19 i誤1;鵠 答}・94団 体

商 社 148 50(35%)

製 造 業 366 234(64%)

建 設 業 55 10(18%)

コン サ ル タ ン ト 28 16(16%)

計 1102 329(30%)

※:194団 体 の う ち158団 体 に対 し団体k－ よび会員2社 の意見 を求 め る こ と と して 各

3部 送 付 したた め510通 となつ て い る。 しか し回答19は,団 体 数 を表 わ し,会 員 か

らの回 答 は製造 業 に含 まれ て い る。

1.L3調 査内容 ・

具体的な質問はつぎの3つ の項目に大別される。

オ1部 に企業の実態(資 本,人 員,輸 出入 ウエイト,商 品,市 場の構成,将 来の方向)を

調査 し,

才 五部に企業の海外情報に対する認識度(情 報入手ルート,専 門部課 対外依存方針 など)

と,専 門機関の利用に関する態度(利 用の判断基準を含む)を さぐり,

オ皿部に,具 体的な調査事項(情 報内容)を58項 目かかげ,A,B,Cの 重要区分を付

せしめるという構成をとった。

なら 回答の末尾には,情 報に関する一般的意見 と回答者(内 容確認の必要のため)を 記

載する項目を設けた。なお,具 体的な設問の内容は,後 掲の 「アンケート回答集計結果表」

を参照されたい。 一

1.Z4調 査 の付 記事 項

以 上 のほ か この調査 につ いて 付記 す べ き点 は っ ぎの とお りであ る。

① 海外情 報 を利 用 す る企 業 と して,金 融機 関,報 道 機関,研 究 ・教 育 機 関,宣 伝 ・通 信 機

関 な どが あげ られ るが,今 回の対 象 よ り除外 した こ とはす でに並 べ た とお りで,こ の 点 は,
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今後 の同種 調 査 に おい て,'と くに考慮 され るべ きで あろ う。

② 大 企 業 の把 握は,余b問 題 は ない坊 中 ・1・企業 に つ いては,海 外 情 報 に対 す る要求 も強

く,今 後 ユ ーザ ー と しての存 在 は大 きい。 しか し少 数 の調査 対 象 では そ の実 態把 握は 仲 々

困難 な ので,必 要 業 種 毎 に組 合 を抽 出 し,こ れ らを通 じて,対 象 を選択 ら 回収 す る とい

う配慮 を払 っ た結 果,資 本金1億 円以 下 の もの につ い ては77社(300人 以 下 の ものは

94社)よbの 回答 が得 られ た 。

③ 対 象企業 の リス ト作成 に あたつ ては,輸 出貢 献 企業 リス ト,貿 易業 態統 計 調 査 対象 名簿

中ノ」・企業貿易連盟 リス ト,会 社年鑑 等 を資料 と した。 回収 率 は製 造 業 が と くに高 く64%に の

ぼ つ てい る。

④ 過 度 に複 雑 な調 査 を行 な うと,回 収 率 の低下 結 果 の集計 困 難 回答 の不徹 底 を招 くお

そ れが あ るの で,で き る限 り,内 容 を簡 素 化 し 記入 を容 易 にす る と と もに,計 量 的集計

分 析を 可能 にす る よ うマル チ プル ・チ ョイス に よる回答 方 式 を とつ た。そ の結果 コン ピュ

ータ処理 を フルに利 用 して分 析す る ことが で きた
。

表1,2に そ の集 計結 果 表 を示 す 。

表1.2ア ン ケ ー ト回答 集 計結 果表

1.先 ず最 初 に 貴社 の業 務 営 業 活動 につ い て うか が い ます 。

1.貴 社 の業 種 は 次 の どの項 目に属 して お りますか?
、

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 50 貿易商社

B 234 製造業者

C 10 建設業者

D 16 ・ン抄 タント1

無回答 19

2.貴 社の資本金は次のどの規模に属 しますか(公 称)?

コ ー ド 回答欄
ノ

回 答 項 目

A 224 1億 円以上

B 43 1千 万～1億 円

O 34 1千 万円以下 卜

無回答 28
、 」1
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3. 貴社の常傭人員は次のどの規模に属 していますか?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 225 300入 以 上

B 51 50～300人

G 43 50人以下1

無回答 10

4.貴 社の海外関係事業は,次 のどの項に属 しますか?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 272 常 時継 続 して行 なっ てい る。

B 30 常時継続 して行なっているわけでない。

G 15 全 然行 なつ てい ない 。

無回答 12

5.貴 社の海外関係の業務(輸 入を含む)は 当社の全営業中どのような地位を占めています

か?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 47 最 大 の ウエ イ トを もつて い る

B 119 きわ め て重 要 で あ る ・

G 106
'

重要である

D 17 それほど重要ではない

E 25 わず か な ウエ イ トしか ない

F 3 判 らない

無回答 12

6.貴 社 は海 外 にお い て,次 の どの施設 を有 して い ます か?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 39 支 店

B 158 駐 在 員

C 108 現地法人

D 139 提携会社

E
.

59 その他()
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7.貴 社 は将 来,海 外 の施 設 を どの よ うに した い とお 考え ですか?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 196 もつと増加拡大したい

B 0 縮 少,減 少 したい

c 32 現在維持

D 14 判 らない

E 70 新規に設けたい(支 店,現 地法人,駐 在員)

8,貴 社 の海外 関 係事 業 は,次 の どの取 引 きに属 して います か?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 265 商品取引き(輸 出入)

B 18 資本取引き

C 139

一

技術関係取引き

D 76 プラン ト関係 取引 き

E 36 サ ー ビス取 引 き

F 26 その他()

9.貴 社の海外関係事業が商品に関係があるならば,次 のどの商品群を主体 としていますか?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 66 食料,農 産 品,石 油燃 料,原 材 料,半 製品

B 132 化学品,繊 維品,建 材,窯 業製品,金 属品(鉄 鋼非金属)

○ 143 機械類(輸 送機械,産 業機械,電 気機械,精 密機械)

D 91
雑貨類(玩 具レ光学機械,紙 製品,プ ラスチック製品,木 竹製亀

ゴム製品 金属製品,そ の他)

E 19 その他

10 ,貴 社の海外関係事業は次のどの地域を主体としていますか?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 264 ア メ リカ,カ ナ ダ,オ セ ア ニ ア

B 179 西 欧
`

0 144 アジア(共 産国を除)

D 192 ソ連,中 共 東欧共産圏(除 ソ連)ア ジア共産国(除 中共)

E 88 中 南米,中 近Xア フ リカ
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11.貴 社 は今 後 海外 関 係事 業 に対 して,ど の よ うにか 考 えで す か?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 228 海 外 の ウエ イ ト,ま たは事 業 量 をさ らに伸 ば したい

B 87 商品をひろげたい

C
'
92 地域をひろげたい

D 2 この ままで よい

E 48 内外の状勢に応 じて対処 したい

F 1 判 ら な い ・≠

12,貴 社 は,業 務 用 または情報処 理 のた め,コ ン ピュ ータに対 して,ど の よ うなお考 え をts

も ちです か?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 168 既に設置利用 している

B 57 今後導入 したいと思っている

G 46 必要と思う

D 1 不必要 と思 う

E 36 考えていない

F 10 判 らない

無回答 11

∬ 次に国際経済情報に対する貴社のお考えをうかがいます。

1.貴 社の海外活動において,海 外の情報をどのようにお考えですか?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 199 不可欠だ

l

B

▼「

73 沢山もつていたい

O 44 あつた方が よい

D 0 な くて もよい

E 3

■

判 らない

無回答 10
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2.貴 社の海外情報は主として次のどの手段 ルートで入手されますか

コ ー ド 回答欄 回答項目 コ ー ド

1

回答欄 回答項 目 コ ー ド 回答欄 回答項目

A 44 海外支店 E 226 取引相手

I

I 144
内外調査
機 関

B 154 駐 在 員
I

F 229 海外出版物(新 聞,雑 誌 その他)

0 94 現地法人 G
.

143 国内報道機関(ラジオ四 新聞1雑誌 その他)

D 12.5 提携会社 H 17 海外通信特約

3.貴 社 は,主 と して海外 情報 を とbま とめて取 り扱 う貴 社内 の部課 に っ いて,

考 え です か。

どの よ うに お

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目 コ ニ ド 回答欄 回 答 項 目

A 161 既に設置 しているD 18 不必要 と思う

B 65 将来設置したいE 45 現在検討中である

G 7 将来増設 したいF1 20 判 らない

4.特 殊な,ま たは極秘の情報は別 として,一 般的 基礎的,普 遍的な公開情報属 社外の情

報供給機関(公,私)に 依存した方が,低 廉かつ便利であるという考え方があるようですが

貴社ではいかがですか?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 159 既にそ うした方針をとつている

B 65 将来はそうした方向で行きたい

G 70 現在検討中である

D 16 すべ ての情報 は,自 力 ま たは 自社内 で ととのえ るぺ き と考 え て い る。

E 12 判 らない

5.必 要 な情 報 の処 理 は,す べ て 自力,ま たは 自社内 で ととのえ て い る企 業 も少 な くない の で

すが,全 体 と して将 来,こ うした 方法 は ど うなつ てい くとお考 えで すか?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 129 将夫 次才に減少 してゆくであろ う

B 87. 余り変化しないであろう

G 68 む しろ増 加 して ゆ くで あろ う

D 32 判ら触1
`
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6、 現在 の よ うに,情 報 が 急速 に増 大 してゆ くの に対処 して,貴 社 で は情報 処理 のた めの何

らか の特 別 な対策 をお と りに な つて い ますか?'

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 65 既に対策をたてて実行 している

B 199 現在その問題を検討中である

G 24 情報処理について全 く考えていない

D 21 判 らない

無回答 20

7.次 項(質 問)に あるような「般的な海外経済情報,ま たはデータが常に低廉かつ迅速・

的確に供給されるような供給機関が現在検討,準 備されつつありますが,こ れに対し,貴

社はどうお考えですか?

コ ー ド 回答欄 回 答 項 目

A 75 大い に利用 しよ うと思 って い る

B, 90 できるだけ利用したい

G 75 できてから検討する

D 77 ケ ー ス ・パ イ ・ケ ース で 考 え る

E 5 便利と思 うが,利 用する考えはない

F 1 判らない

無回答 6

8.外 部 情 報 の利 用 につ いて判 断 を下 す場 合,次 の どの項 目が 貴 社の決 定要 素 に な る とお考

え です か?

(順 位1,2,3・ … ・・をっ け て下 さい)

1

コ ー ト● 回答欄 回 答 項 目

A 228 情報の値段だと思う

B 312 情報の内容だと思う

G 166 入手方法,手 続の簡便さだと思う

D 1819 入手までの所要時間だと思う

E 115 入手 の形 態(コ ピー,写 真 出版物)だ と思 う

F 0 判 らない

G 1 その他()
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皿 次に,国 際経済情報の供給機関に期待する項目(調 査事項)に っいてうかがいます。

1,前 項で述べられたような国際経済情報の供給機関が設立さち 貴社がそれを利用する場合,

次表に掲げる項目について,貴 社の需要度をお答え下さい。

(備考)調 査項目は,す べて,国 別に,か つ少なくとも四半 期毎に,(最 新の ものを迅

速に)供 給される建て前で,判 断して下さい。

(回答の方法)

次表の項 目について,貴 社の需要するもの,A,B,Cの 場合(説 明下記)に 応 じて項自

の前陥 それぞれ記入 して下さい。

A:非 常 に重 要で1常 時手 元 に準 備 して お きたい ので,定 期 的,自 動 的 に供 給 して欲 しい

もので あ る。 したが つ て あ る程 度 の出費 となつ て もや むを得 ない とい う情 報 で あ る と思

う。

B:取b引 きや業務 上,大 きな影 警 力が あ る ので,供 給 機関 が早 く,安 く供 給 して くれ る

な らば 常時 入手 してお きた い情報 だ と思 う。

.O:業 務 上 参 考 に な るの で,妥 当 な料 金 で あれ ば,必 要 の都 度入 手 したい情 報 だ と思 う。

注1'回 答 が上 記A,B,G,の 区別 を つけず に○ 印 を付 した ものが あつ た た め,こ

れ を 「D」 と した。

注2,無 回答 数 は米欄 に表 わす。

'
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調 査 項 目(国 別情報)(カ ソコ内は例示事項) A B 0 D *

(1-1)人 口(総 人 日 就 業 人 口,所 得 階 層別 人 口)
5 23 137 1 163

1 (1-2)国 民総生産(総 支出の内調 産業部門別内訳)
9 38 125 1 156

(1-3)経 済成長率(過 去の成長宅 今後1年 間の成長
22 64 97 1 145

一
見通 し)

般 (1-4)工 業生産高(業 種別付加価値構成比) 22 48 117 1 141

経 (1-5)国 民所 得(1人 当 り国民 所得)
11 42 114 2 160

済 (1-6)貿 易額(輸 出入額,主 要商品輸出入額)
30 64 106 3 126

事 (1-7)生 産(鉱 工業生産指数,農 業生産指数) 19 41 116 1 152

情
(1-8)国 家予算(予 算額,財 政方針)

11 42 114 0 162

(1-9)国 際 収支(収 支 内訳3外 貨準 備,為 替 レ ー ト)
32 53 110 4 130

(1-10)景 気状況(過 去の動向と現況 将来の見通 し)
50 79 91 3 106

(2-1)主 要 輸 出商 品お よびそ の対 象国 36 65 95 3 130

(2-2)対 日主要 輸 出入商 品
33 60 102 3 131

2 (2-3)主 要貿易関係団体,会 社(主 要商工会議所 主
18 58 105 1 147

要生産諸団偽 主要大手商社)

一 (2-4)主 要 対 日取 引 き企業
16 62 100 2 149

(2-5)当 該 国 との取 引 きで主 要 な矛3国 企 業 17 53 107 1 151

般
(2-6)輸 出 入手 続 41 59 89 5 135

貿 (2-7)入 札制度ならびに最新の主要入札結果 38 38 95 1 157

易 (2-8)貿 易金融 22 60 89 2 156

事
(2- 、9)輸 入 制 限(措 置 の内容 と運 動 の実 態)

60 69 85 3 112

(2-10)輸 出入 見通 し' 41 68 84 5 131

情 (2-11)取 引きに関連する生活慣習(祝 祭日,営 業時間) 8 38 131 2 150

(2-12)商 事 慣習 と関連法 規 28 53 117 2 129

(3-1)住 宅事情(住 宅の需給事情,家 賃) 5 20 131 0 173

3 (3-2)主 要耐久消費財普及状況 11 28 126 1 163

(3-3)福 祉厚生(公 共サービスの普及事情 医療事情) 3 10 138 0 178

国 (3-4)主 要 サ ー ビス料金(電 気 水道,ガ ス,交 通
4 25 124 0 176

民
通信)

(3-5)主 要 商 品小 売 価格
18 54 116 4 137

生
(3-6)家 計

4 16 130 0 179

活 (3-7)教 育(教 育制度 学校数,教 師数,生 徒数

文盲率)
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調 査 項 目(国 別 情報)(カ ッ コ内は 例示事 項) A B ○ D *

4 (4-1)元 首,閣 僚 名 とそ の党派 5 25 107 0 192

(4-2)議 会(議 長,副 議長省 議員数 とその党派別
行 3 21 110 0 195

政 内訳)

機 (4-3)政 党(支 持率,主 要役員) 2 18 115 0 194

関

そ
(4-4)経 済 官 庁(所 在,主 要 役職 名) 11 31 114 0 173

の (4-5)経 済 団体(所 在,特 色,役 員 名) 9 36 115 1 168

他
(4-6)労 働組合(所 右 特色,役 員 組合員数) 6 15 119 0 189

関

係 (4-7)重 要 人 物 の経歴 2 20 121 0 186

機 (4-8)ヨ 三要 新 聞,雑 誌 8 35 115 2 169

関
(4-9)研 究所 経済学者,経 済研究者 3 20 125 1 180

(5-1)外 資導入制度' 37 57 98 2 135

5

(5-2)資 金 調 達事 情 32 53 94 1 149

企
業

(5一3)主 要企業平均財務比率 18 45 109 0 157

経 (5-4)税 制 37 51 105 2 134

営 (5-5)労 働 彗靖 28 51 109 1 140

環
境 (5-6)物 価水 準 24 59 114 2 130

事 (5-7)主 要 金 融 機 翼 11 44 104 1 169

情
(5-8)交 通,港 湾 事 情 23 39 116 1 150

(5-9)建 設 の電 力 事情 、 13 31 114 0 171

6
(6-1)企 業 数,,労 働 者数 23 49 114 1 142

堂
(6-2)生 産 現 況 と見通 し 41 72 97 1 118

霧 (6-3)設 備投資(投 資硯 主要新規投資) 34 54 89 1 151

別
事

(6-4)輸 出額(主 要相手国別) 37 60 90 3 139

情 (6-5)輸 入 額(〃) 42 72 86 3 126

(

鉱 (6-6)主 要 業 界 団体(所 在,特 色,役 員) 18 50 120 1 140

工
業 (6-7)主 要 企 業(社 長 名,資 本金,売 上高,主 要 製品) 36 61 100 2 130

な

ら (6-8)主 要企業平均財務比率 26 46 94 0 163

び
に
卸
し

(6-9)外 国企業進出状況(関 係外資角 外資比率,主

要製品)
42 68 87 1 125

坐 (6-10)企 業 の 新設』 合 併,倒 産 の実態 26 61 87 1 154

塁 (6-11)新 製 品,新 技 術
71 69 85 3 101

(注)D.Xに つ い て はP.9の 注1.2参 照 の こ と。

一
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1.2回 答 結 果 の 概 況

329社 よbの 回答 は,前 掲 したが,こ の うち主 た る問題 につ い て説 明 を加 え る とつ ぎの と

お りであ る。

L2.1回 答者 の業務,営 業 活動

① 業種 別

製 造業が 最 も多 く234社 と全 体 の71%を 占め,次 い で商 社の15%,コ ンサル タン

トの5%,建 設業 の3%と い う順 に なつて い る。

② 資本 金別

1億 円以 上 が224社 で69%,1千 万 ～1億 円が13%,1千 万 円以 下は10%強 と

なつて い る。

③ 人員別,

300入 以 上 は225社 で前項 同様 全 体 の7割 近 い(69%)。50～300人 は,16

%,50人 以 下は13%と なつ てい る。

④ 海外事 業 の継 続性

常 時行 なつて い る もの は,272社 で,全 体 の82%,時 々行 な う もの が9%℃ 全然

行 なつて い な い もの も,僅 か(5%)な が ら存 在 してい る。

⑤ 全 営業 中 の海外 業務 の ウ エ イ ト

「最 大 の ウエ イ ト」 と してい る ものが47社(14%)あ るが,「 きわめ て重要 」 とす

る ものが,最 も多 く・169社(36%)と 全 体 の3分 の1を こえ て お り,つ い で 「重要 」

とす る106社(32%)を あわせ る と,両 者 で全体 の7割 近 い もの とな る。 な 為 「そ

れ ほ ど重 要 で ない」 とす る もの(17社)と,「 わず か な ウエ イ ト」 とす る もの(25社)

を あわ せ て も全体 の13%と,1割 余 に す ぎな い。

⑥ 海外 施 設

駐在 員 を有 してい る企 業が 最 も多 く,158社,48%と 半 ば近 い。現 地 法人 は,108

社,33%で あ り,支 店 は39社 で12%に す ぎな い。

もっ と も この質 問 は,重 複回 答 を許 して い るの で,海 外 に提 携会 社 を持 つ もの も多 く,

139社 と全 体 の42%に 達 して い る。 上記 の数は,い ずれ も重複 が あ るが,こ れ らを総

合 して,海 外 に一 切 の手 が か り(提 携会 社 も含 め)の ない ものが77社C23%)あ る事

実 は見 逃 せ な い。

⑦ 将 来 の海 外施 設

増 加 ・拡大 した い と答 え た もの が圧倒 的 に 多 く,196社 と全 体 の60%に 達 して い る。

現 状 維持 は30社 あ り,判 らない とい う答 も14社 あるが,縮 少 したい と答 え た ものは皆
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無 て この点,海 外 に 対 す る意 欲が盛 ん な点 が注 目 され る。 なお70社 属 現在 皆無 だ

が 新規 に設 けた い と答 え てい る。

現 地法人 ・支 店 ・駐 在員 の いず れ も海外 に有 しない 企業 が140社 あ るが,こ の 内,半

ばが,海 外 手足 の不 足 を解 決 す るた めに努 力 して い る とい う形 で ある。

⑧ 海外 関 係 事業 の取 引分 野

商 社 と製 造業 が 回答 者 の主体 で あるた め,商 品 輸 出入 に大 きな ウエ イ トが か かつ てい る

ことは 当然 で,他 の取 引 との兼 業 を含め,全 回答 者 の80%が 商 品取 引 を行 なっ てい る。

建 議 、コ ンサ ル タ ン トが26社 しかな いの に技術 関係 取引 で は139祐 プ ラン ト関係

取 引で は76社 が 回 答 してk・b,今 や技術,プ ラン ト類 な どカ～ 商 社 ・製造 業 の主 た る取

引対 象 と して も取 扱 わ れ て い る事実 を裏書 き してい る。 従 来,技 術 取 引 につ い ては,導 入

面 に のみ ウエ イ トが お かれ,専 ら,海 外 の技術 レベル へ のア プ ローチ に努 力 が注 がれ て い

たが,ク ロス ・ライ セン ス 方式 の進 展 わが 国 にお け る技術 水準 の 向上 に よ り,提 携,交

換 が 相互 に行 な われ るに至 っ てい る 。

この点,サ ー ビス や資本 取引 につ い ては,増 加 の 方向 を示 しつ つ も,未 だ しの段 階 で,

本 回答 で も,そ れぞ れ36件,13件 の低 水準 に止 っ て い る。 しか し,資 本 取 引 は,最 近

増加 の兆 しが み え て お り,今 後 は国 際 取 引 にお いて 重要 な地位 を 占め る ことが 予想 さ れ る。

⑨ 取 引(商 品)の 主体 と なる商品 群

最 近 の わが 国 の貿 易 構造 と くに 輸 出商 品 の構 成が,益 々重化学工 業化 しっ つ ある こ とは

云 う まで もない カ～ と くに機 械類 の ウエ イ ト上 昇 は め ざ ましい。

1968年 にteけ る年 間 のわが 国 の 輸出 に 占め る機 械類 の比 重 は,西 ドイ ツのそ れ に きわ

めて接 近 した形 とな つ て いるが,こ の回答 にお いて も機 械 類へ の集 中が 最 も強 く示 され て

い る。 す な わ ち,143社 が,機 械 を中心 と した取 引 を主 と して行 なって い ると回答 して

い るが,こ れは,全 回 答数 の4割 に達 す る もの で ある。

これ にっ いで ウエ イ トの 高い のが,「 化学,金 属 綴 織 窯 業,建 材 」 を あわせ たグル

ープで
,132社 と機 械 に迫 っ てい るが,従 来 の輸 出 の大宗 品 目を,あ わせた だ けに当 然 と

い う こ とが で き る。

雑 貨 類,食 品,農 産 品(原 ・燃 料 を含 む)カ ～ これ らに つ ぐが,回 答 数 は遥 か に小 さ く,

それぞれ91祐66社 と,全 体の半ばには至 らなかった。

⑩ 海外取引の主体 となつている地域

本項 目も重複記入をさまたげない回答方式をとつているため,回 答総数は800余 に及

び,対 象数の2倍 をこえている。主たる市場が2地 域以上にわたることは往々にしてある

こと略 とくに総合商社は,全 地域を市場にしているものが圧倒的に多 く,全 回答者の8
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割 が主要 市 場 と回答 して い る北米 市場 はわが 国 の輸 出入 に お いて共 に3割 を こえ る比 重 を

もつて い るので,集 中 す るの は 当然 で あ るが,そ れ に して も,こ の比率 は一 驚 に値 しよ う。

ソ連,中 共 を含 む共産 圏が192社 と,北 米 を追 っ てい る の も特筆 すべ きで,西 欧 の

179社 を しの いで い る。 ア ジアが144社 で全体 の半 ば以下 に止 まって い る点 も注 目さ

れ る。 これ は,今 回の 回答 者 の3分 の2が 製造 業 者 で,ア ジア 諸国 へ の直 貿が 少 な い こ と

が原 因 となつ てい る ので は な いか と思 われ る。

⑪ 海外事 業 に 対す る将来 の抱負

経 済 の国際 化 の進 展 を背 景 と して,海 外事 業 の比 重 や事 業量 を 伸ば した い とい う回答 が,

ほぼ,全 体 の3分 の2を 占 めた.ことは,当 然 で,予 想 され た帰結 と云 える。 これ につ いで,

地域 拡大 が92祐 商 品 拡張 が87社 と,ほ ぼ同数 で ある こ とは,両 者 の方 向が 一致 して

い る こ とを意 味 して い る。す なわ ち,地 域 の拡 大は 商品 の 拡張 を伴 っ て達成 す る こ とがで

き,ま た,そ の逆 もあbう る とい うこ とで ある。現 に,上 記 の 回答 数 の うち,約60社 は,

双 方に マ ーク してお り,こ の事 実 を裏 書 き してい る。

なお,内 外 の状 勢 に応 じて対 処 した い とい う回答 が48社 にの ぼ つて い るが,海 外事 業

の性格 の項 目vatsい て,「 常 時,継 続 して海外事 業 を行 なっ てい るわ けでは ない」(30

社)と 「全然 海外 事 業 を 行 なって い ない」(15社)と を あわせ る と,ほ ぼ,こ の数 値 に

一致 して い る。

⑫ ㌫ ㌶ ㌘ 籔

で_U用 、てい_　 ンe,一－pt利用

の浸 透 を示 して い るカ～ これ につ い で,57社(17%)が 今 後 の導 入 を希 望 して お り,

さ らに46社(14%)が,必 要 と思 うと答 えて お り,上 記3回 答 を あわせ る と83%に

達 してい る。

従 って,コ ン ピュ ータ の効果 を肯定 して いる傾 向 は 明 らか で,「 考 え てい ない」(36

社)「 判 らない」(10社)を 除 き,は っ き りと 「不 必要 」 と答 えた のは僅 か1社 に止 ま

っ てい るo

L2.2国 際経 済情 報 こ対 す る考 え方

① 情 報 に対す る認 識

海外 活 動 にお け る情 報 の価 値(重 要 性)は 絶対 的 な もの で,こ うした情 報 は 「な くて も

よい」 と答 え た ものは1社 もなか つた 。 しか 」 認 識 度 のニ ュ アン スは微 妙 で,「 不可 欠」

と答 え た もの が,199社(61%)と 過 半 数を 占め るが,「 沢 山 ほ し い」 と・した もの が,

73社(22%)「 あつ た 方が よい」 とい うもの が44社(13%)あ る点 は注 目され る。
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製 造 業 の64%が 「不 可欠 」 と答 えた の に対L商 社 で 「不 可欠」とした ものは50%π 止

ま り,認 識 度 に おい て商社 の方 が低 く,あ ら われ て い る点 も見 逃 せ なし～

② 情 報 の入 手ル ー ト

重複 を さ またげ ぬ記 入方 式 のた め,全 回答 に対 す る構成 比 と して あげ られ ない カ～ 入手

経路 の うち,も つ と も一般 化 してい るのが 海外 出版 物(新 聞,雑 誌 その 他)(229社)

と取 引相 手(226社)て 他 に ぬ きん でて,双 壁 となつ てい る。 前者 は入手が もつ と も

容 易 な点 で,ま た後 者 は,取 引 に必 然 的に伴 うル ー トで ある点 で,そ れぞ れ,圧 倒 的 な ウ

エ イ トを もつてい るの で あろ う。

内外 調査 機関(144社)駐 在 員(154社)国 内報 道機 関(ラ ジオ,テ レ ビ等)

(143社)提 携会 社(125社)が,3～4割 の ウエ イ トで競 合 してい るカ～ 現地 法 人,

海外 支 店 か らの入 手が 少 い点 は 注 目され る。 もつ とも この原 因 は,現 地法 人,海 外 支店 の

実 数が そ もそ も少 い こ とに よる もの℃ 現 地 法 人 を持 つ ものの数 は 全体 で108社,こ

の うち入手 ル ー トと なつ てい る もの は94社 で,現 地 法 人 を持 っ てい るに もか 〉わ らず,

入 手 ル ー トと して使 用 して い ない のは,14社 に す ぎない。

③ 情報 を圭 と して取 扱 う部課

全 回 答 のほ ぼ半 数,161社 が,こ う した 部課 を 「社 内に有 して い る」 と答 え てfO・b,

これ に 「新 設 を希 望 してい る」 もの65社 を加 え る と,7割 近 い もの とな る。

明 らか に,こ うした部課 を不必 要 とす るものが18社 存 在 してい るカ～ 検 討 中(45社)

と答 え た もの を否定 回 答 に含 め て も,な お大宗 は,か か る部課 の存 在 意 義 を充分 に認 識 し

て い る とみて よい で あ ろ う。

④ 一般 的情 報 の外 部機 関 への 依存

全 回答 の うち半 ば近 い159社 が 「す でに対 外依 存 方針 を とつ て いる」 と答 え 「将 来 そ

うした方 向 で行 きたい 」 と答え た もの65社 を加 え る と,全 体 の68%に 達 し,大 勢 は,

こ うした方 向 に ある ことを示 してい る。

さ らに 「検 討 中」 が70社(21%)あ り,こ れ らもい ずれ は,同 じ方向 をた どる もの

と思 われ る。 「自力調 達」 が16社 存 在す るカ～ 全体 か らみ る と微 々た る もの で あ る。

⑤ 自力で全 情 報 を処 理 す る方法

将 来,「 漸 減す る」 と答 え た もの は,129社(39%)て 前 聞 の状 況 と比べ る と矛

盾 が感 じられ るが,設 問の 冒頭 に 「必要 な情 報 を 自力 です べ て… ・・」 とあ るの を,「 一般
　 　

情 報以 外 の必 要 な情 報 を 」 と解釈 した もの が あつ て,こ れ カ～ 「変化 な し」 また

は,「 増 加 」 「判 らない」 の方 に 回答 した ため に起 つ た ことで は あ る まい か。

とい うのは 「判 らない」 と答 え た ものが32社 あ るカ～ これ が他 の 質問 の場 合 に比N

」
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と くに 多 いか らで ある。

「変 化 な し」 が87社 「増加 し よう」 が68社 と,2～3割 の ウエ イ トで,票 が 割 れ て

い るのは こ うした質 問の 不 備に よつて起 つ た とみ られ るふ しも ある。

⑥ 情 報処 理 対 策

情 報 の認 識が か な り浸透,徹 底 して い る点 はす で にみ た通 りで あるが,情 報 処 理 の対 策

となる と うつて変 って逡 巡 ぶ りが み られ る の も注 目 され る。 す な わ ち,「 対 策 をた て,実

行 してい る」 もの は2割 にす ぎず,大 半(199社)は,「 検討 中」 と答 え てい る。 これ

は認 識 が か な り浸透 して いる割 には,対 策 の 目途 が立 って ない ことを意 味す る もの で,情

報処 理 の 困難 性 と,将 来 の 方向が 不 明 確 で ある ことに よる もの と考え られ る。 さ らに情報

処 理 につ い て 「全 く考え て い ない」 と回答 した ものが,少 い なが ら24社 あつ た こ と も一

考 に値 しよ う。

⑦ 情報 供給 機 関 の利 用 態度

この設 問は,本 ア ン ケ ー ト調 査 中 に おけ るポ イン トで あ るが,結 果 か らみ る と,利 用態

度 には,か な りきび しい判 断が加 え られ て い る こ とが判 る。 す な わ ち 「大い に利 用 す る」

は75社 で23%に す ぎず,「 で きるだけ 利 用 す る」 が90社 で最 高(27%),「 ケ ー

ス ・バ イ ・ケ ースで 考 え る」 が77社 で才2位(23%)さ らに 「将 来 検討」 が75社

(23%)と,4つ の回答 に大 き く割 れ た 感が あ る。 わず か なが ら,前2者 の積極 的 利 用

態 度 の もの 」b:)後2老 を しの いで い るカ～ 「全 く否定 」 す る もの(5社)を 除 き,両 者 は

まず 互角 とみ て よい。

⑧ 外 部情 報利 用 に つ いて の判 断基 準

前 の質 問 に おい ては利 用 態度 を把 握 した が,こ こでは,利 用の場 合 の判 断基 準 をた だ し

た もので ある。 この質 問 は,順 位 ,を付せ しめた の で,全 回 答老 が ほ とん ど全項 に何 らか の

順 位 を 付 した た め,集 計 が きわ めて複 雑 と なったが,オ1位 を付 した もの のみ に つ いてみ

る と,「 情 報の 内容 」 と した ものが,圧 倒 的 に多 く,予 想 され た とお りの結 果 となつ てい

る。

「値 段 」 「時間 」 「簡 便 さ」 とい う基 準 もすべ て 「内容 」 を前提 と した もの で あ り・ 逆

に云 え ば 「内容」 な く して,情 報 価値 は あ りえ ない とい うことに なる。回答 者 の 中 には,

そ の点 を特記 した もの もあ るが,設 問 の趣 旨 は,ど ん なに内 容が 良 くて も値 段 が 高す ぎた

り,時 間 が か か りす ぎた り した な らば やは り役 に立 た ない の では なか ろ うか とい う考 え方

に立 脚 して い る。
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1.2.3国 際経済 情 報 の供 給 機関 に期 待 す る調査 項 目

～二の調査 事 項 は,本 ア ンケ ー トにお いて,ミ ク ロ的 把 握 の焦 点 となつ てい るが,そ れは 情

報 需要 老が 如 何 なる回 答(選 択)を 行 な うか に よつ て,今 後設 置 され る供給機 関 の準 備 すべ

き提供 情報 の種類 が大 き く左 右 され る ことにな るか らで あ る。 海外 情 報 のか な り広 い範囲 に

つ いて収集 ・提 供 を行 なっ て きた 日本 貿易 振興 会 に お い て も,従 来 幾 度 かの情報 需 要調 査

を行 なって きたパ 具体 的 な例時 を伴 わ なか つ たた め,需 要 の把握 に隔靴 掻痒 の感 をま ぬか

れ なか つ た。 そ こで,本 調査 で は,海 外経 済情 報 を① 一般経 済,② 一 般 貿 易,③ 国 民生 活,

④ 行 政機 関 等,⑤ 企業 経営環境,⑥ 業種別 の6項 目に大別 し,そ れぞ れ をさ らに,7な い し

12項 目に区分 した。

国 の経 済関係 情 報 を 定型 的 に組 合 わせ,そ の全 体 を概 観 しうる よ う設 計 した モデル で あ り,

一市 場 の基 本 的 デ ータ を普遍 的
,網 羅 的 に配分 す る こ とを主 眼 と して い る。 勿論 これ らの デー

タか ら派 生 した もの や,加 工 ・分 析を加 え た ものは無数 に存 在 す る わけで あるが,こ れ らの 情

報 を刻 々に と らえ て お けば,一 応,1カ 国 の動 向 と実情 を把 握 で きる仕 組 みに な って いる。

さ らに,と れ ら調査 項 目(総 数58項 目)の 選択 に あた つ て は,平 板的 な選択 に止 まら尤

提 供 サ ービス の予 想 さ れ る3っ の形態,す なわ ち,

④ 非 常 に重要 な情 報 は,定 期的,自 動的 に,需 要 者 に供 給す る。

⑪ 取 引 に影響 力 ある情 報 は,安 く,迅 速 に か つ常時 需要 者 に流 す 。

◎ 参 考 情報 は,妥 当 な料金 で,必 要 の都度 提供 す る。

とい う3つ の区 分 に応 じて,き め こまか い把 握 が で きる よ う,A,B,Gの 記 号 に よつて選択,

記 入 を行 なわ せ る方法 を とっ た。 この方式 に よる と,記 入 の 記号 総数 は,あ く まで記入=者の 自

由意 志 に まか され てお り,い くつ,Aを 付そ うと,Bを 記入 しよ う と,か まわ ないの ℃ 事 後

の集計結 果 分 析 の ウエdト に関 す る面 に やや難 色が あるが,需 要 老 の指 向,重 要 視の焦点 は 一

応 しぼ られ,か つ,必 要(重 要)度 が さ らに加味 され る こ とと な り,か な りの示唆 が与 え られ

た。回答 結果 を概 観 す る とつ ぎの とお りで あ る。

① す なわ ち,全58項 目 に対 し,A印 を記入 した数 は1,284,B印 を記入 した数 は2・658

さらにC印 は,6277を 記 録 し3者 の総数 は,10,219に 及 ん でい る。

②,こ れ らを回答 総数329で 除 す と,1社 平均A印 は3.9個,B印 は8.6個,G印 は19.0

個,全 体では3.1.0個 記 入 した こ とに なつ てい るが,0印 は,か な り気軽 に記入 して いるの に

対 し,B印,さ らにはA印 は,相 当慎 重 に判 断 し,厳 選 して い る こ とが判 る

③ ・ そ こ で,A,B,0の 判 断 に は,か な り記 入 老 の基 準 に差 異 が あ る こ とを認 め,A,B,

C,そ れぞれに,全 体 の需要 が集 中 してい る点 をさ ぐつ て み た。 す な わ ち,A印 の総数,B印

の総数,C印 の総数を,総 項 目数(58)で 除 し,平 均記 入 数(1項 目当 り平均)を 計 算 して
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み る と,そ れぞ れ,22個,45個,108個 とな るので,A印 に つ いて は22以 上,B印 に

い ては45以 上,c印 にっ い ては108以 上 の数 を記 録 した項 目にC印 をつけ てみ た のが表1,

3で あ る。

表1,3個 別情報に対する回答数

調 査 項 目(国 別情報)(カ ッコ内は例示事項) A B O

(1-1)人 口(総 人 口・就 業 人 口 ・所得 階層 別入

口)
5 23 ◎

1

(1-2)国 民総生産(総 支出の内訳 ・産業部門

別内訳)
9 38 ㊥

一 (1-3)経 済成長率(過 去の成長率,今 後1年

間の成長見通 し)
② ○. 97

般

(1-4)工 業生産高(業 種別付加価値構成比) ◎ ⑧ ◎
経

(1-5)国 民 所得(1人 当 り国 民 所得) 11 42 ◎
済

(1-6)貿 易額(輸 出入額 ・主要商品輸出入額) ◎ ㊦ 106

事 (1-7)生 産(鉱 工業生産指数 ・農業生産指数) 19 41 ◎
情

(1-8)国 家予算(予 算額 ・財政方針) 11 42 ◎
(1-9)国 際収 支(収 支 内訳 ・外 貨準 備 ・為 替

レ ー ト) ◎ ◎ ◎

(1-10)景 気状 況(過 去 の動 向 と現況 ・将 来の

見通 し)
⑤ ⑤ 91
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調 査 項 目(国 別情報)(カ ッコ内は例示事項) A B G

(2-1)主 要 輸 出入 商 品 お よびそ の対 象国 ⑤ ⑤ 95

2

(2-2)対 日主要 輸 出入 商 品 ⑤ ◎ 102

(2-3)主 要貿易関係団体 ・会社(主 要商工会

議所 ・主要生産諸団体 ・主要大手商社)
18 ⑧ 105

一

(2-4)主 要 対 日取引 き企業 16 ⑤ 100

般
(2-5)当 該 国 との取 引 きで主 要 第3国 企業 17 ③ 107

貿 (2-6)輸 出入 手続 ④ ⑤ 89

易
(2-7)入 札制度ならびに最新の主要入ホ[結果 ③ 38 95

(2-8)貿 易 金 融 @ ㊦ 89

事
(2-9)輸 入制限(措 置の内容と運動の実態) ◎ o 85

情 (2-10)輸 出 入見 通 し o ④ 84

(2-11)取 引 きに関 連 す る生 活慣 習(祝 祭 日 ・

営業時間)
8 38 131

(2-12)商 事 慣習 と関連法 規 ⑤ ③ 117

(3-1)住 宅事情(住 宅の需給事情 ・家賃) 5 20 ◎
3

(3_2)主 要耐久消費財普及状況) 11 28 ⑭
国

(3-3)福 祉 厚 生(公 共 サ ー ビス の 普及事 情 ・

医療 事 情)
3 10 ⑧

民 (3-4)主 要 サ ー ビス料 金(電 気 ・水道 ・ガス ・

交通 ・通 信)

4 25 ◎
生

(3_5)主 要 商 品小売 価 格 18

/一 ＼

⊆ジ 116

活 (3-6)家 計 4 16 ◎
(3_7)教 育(教 育制 度 ・学 校 数 ・教 師数 ・生

徒 数 ・文 盲率)
2 15層

●

㊥



一20一

調 査 項 目(国 別情報)(カ ッコ内は例示事項) A B C

(4-1)元 首 ・閣 僚 名 とその党 派
5 25 107

4

行

(4-2)議 会(議 長 ・副議 長 名 ・議員 数 とそ の

党派 別 内訳)

3 21 ◎
政

機
(4-3)政 党(支 持 率 ・主要 役員)

2 18 ◎
関

(4-4)経 済官 庁(所 在 ・主要 役職 名) 11 31 ◎
・

そ (4-5)経 済 団体(所 在 ・特色 ・役 員名) 9 36 ◎
の

他

関

(4-6)労 働 組 合(所 在 ・特 色 ・役員 ・組 合員

数)

6 15 ◎
係

機
(4-7)重 要入物 の経 歴 2 20 ◎

関
(4-8)主 要 新 聞 ・雑誌 8 35 ◎
(4-9)研 究 所 ・経 済 学者 ・経 済研 究者 3 20 ◎

(5-1)外 資導 入 制度 ⑤ ○ 98

5 `

(5-2)資 金調 達 事情 ④ ⑤ 94

企

業
.

(5-3)主 要企業平均財務比率 18 45 ⑭
経 (5-4)税 制 ○ o 105

営

環 (5-5)労 働 事情 ⑧ ○ ◎
境

事
(5-6)物 価 水準 ○ o ◎

情
(5-7)主 要 金 融 機 関 11 44 104

(5-8)交 通 ・港 湾事情 ○ 39 o
'(

5-9)建 設 の電 力事 情 13 31 ◎
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調 査 項 目(国 別情報)(カ ツコ内は例示事項) A B C

6
(6-1)企 業数 ・労働 者数 ③ ⑧ 114

業 (6-2)生 産 現 況 と見 通 し ○ ◎ 97

種

別 (6-3)設 備投資(投 資額 ・主要新規投資) ④ ○ 89

事

情 (6-4)輸 出額(主 要相手国別) ○ ◎ 90

(

鉱 (6-5)輸 入 額(〃) ④ ◎ 86

工

業

な

(6-6)主 要 業 界 団体(所 在 ・特 色 ・役 員) 18 ◎ ◎
ら

び

に

(6-7)主 要 企 業(社 長 名 ・資本 金 ・売 上 高 ・

主要 製 品
⑤ ④ 100

卸

し
(6-8)主 要企業平均財務比率 ○ ㊦ 94

、

小
吉

(6-9)外 国企業進出状況(関 係外資名 ・外資

比率 ・主要製品) ④ ⑧ 93

冗

り

業 (6-10)企 業の 新設 ・合併 ・倒 産 の実 態 ④ ⑤ 87

)

(6-11)新 製 品 ・新 技 術 ○ ⊂) 85

これ を概 観 して,ま ず 注 目 され る特 徴 は,大 分類 でみ て(1)A,B,C印 に おい て万遍 な く集 中

してい る場 合,(2)A,B印 に集 中 して い る場 合(3)0印 だ けに集 中 して い る場 合 と3つ

の タ イ プに 大 き くわか れて い る ことで ある。 す なわ ち,① 一 般経 済事 情 と ⑤ 企 業経 営 環

境 事情 属A,B,G印 が い ずれ も集 中 して い るカ～ ② 一 般貿 易事情 と,⑥ 業種 別 事情 は,

4B印 に強 い集 中が み られ る。 さ らに ③ 国 民生 活 と,④ 行政 機 関そ の他 関係 機関 では

ほ とん どG印 に集 中 して お り,A印 は1個 もな い とい う特 徴 がみ られ る。 以上,3つ の タ イプ

をA,B,Gの 印別 で表 現 してみ る と,表1,4の とお りで あ る。

こ う した特 徴 を情報 需要 の集 中 の観 点 か ら換 言 してみ る と,全 体 と して,全 記 号 が 集中 して

い るのは,⑥ 業種 別 事情 百23項 目で 平均 を こえ てい る。 つい て ② 一 般貿 易事 情 ①
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一般経済事情の順となる妨 ③ 国民生活と④ 行政機関その他関係機関は ,平 均をこえる項

目は最 も少 く,需 要度からみると低水準にある。また,A,B,Cの 記入の重要度から判断す

ると,①,一 般経済事情 と,⑤ 企業経営環境事情は,か なり重要で,常 時,自 動的 定期的

に供給すぺき情報であると同時に軽易で必要の都度供給さるべき情報でもあり,両 者の性格を

兼ね備えているということが判る。しかし,② 一般貿易事情 と ⑥ 業種別事情は,必 要の

都度入手するというのではなく,常 時手元にお くべき重要度を持つものが多く,③ 国民生活

と ④ 行政機関その他関係機関は,こ れ らと逆陥 必要の都度入手すればよいもので,重 要

度はさほど高 くないものであるとい うことができよう。

勿論,以 上の3つ のタイプもさらに各項をこまかくみるとそれぞれにちがつた様相を包含 し

ているわけで大分類のみで,結 論を下すわけにはいかないことはいうまでもない。その辺の詳

細な分析は,本 文に譲ることとする。

表1,4大 項 目別 に みた平 均以 上 のA,B,C印 の項 目数

大 項 目別(小 項 目数) A B G 計

① 一般経済事情(10) ⑤ ⑤ ⑦ 17

②_搬 貿易事情(12) ⑦ ⑩ 2 19

③ 国 民 生 活(7) 0 1 ⑦ 8

④ 行政機関,そ の他の関係機関(9) 0 0 ⑧ 8

⑤ 企業経営環境事情(9) ⑥ ⑤ ⑤ 16

⑥ 業 種 別 事 情(11)。 ⑩ ⑪ 2

シ

23
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2.業 種別 ・規模別 にみた認識の分析

2.1ま えが き

国際経済情報に対する需要が,諸 種の要因によつてますます増大 しつつある ことは,前 報告

「国際情報の現状と展望」において詳細に分析 した。 このような状況下において,個 々の企業

は当然海外情報に対 し積極的な強い関心をもつているものと推定されるが,ア ンケートオH部

およびオロ部はとの点に関する企業の回答を問 うている。本章はかかる回答 を業種別 ・規模別

に分析し,企 業の情報に対する認識が如何なるものであるかを分析するとともに,可 能な限り

認識の背後にある要因を明らかにするよう努めた。以下 「海外活動における海外情報の重要性」

「海外情報の利用に関する外部依存度」および 「国際経済情報の具体的項目」の三つに分けて,

それぞれに対する企業の認識の度合につ き分析することとする。

2..2海 外 活 動 に お け る 海 外 情 報 の 重 要 性 に 対 す る 認 識 度

ア ン ケ ー トll-1は 海外 活動 にお い て海外 の情 報 を どの よ うに考え て いる のか を問 うてい る

.ので あ るが,回 答 は 海外 情報 に対 し強 い関 心 を示 してい る。 す なわ ち海外 情報 が 「な くて もよ

い」 とす る回答 は ゼ ロで あ り,「 不 可欠 」 だ と極 め て強 い関 心 を示 した ものが
,ア ン ケ ー ト回

答総 数329社 の うち60%に 当 る199社 に達 して い る。 いま この 「不可欠 」の 内 容 を業 種

別 ・規模 別 に分 け,そ れ ぞ れ の 総数 に対 す る比率 を計 算 して マ トリ ソク スを 作成 すれ ば,表2,

1の とお・りで ある。'

表2.1ア ン ケ ー トll-1「 海外情 報 に対す る考 え」 に対 す る回答 の うち 「不 可 欠」 の 占め

る比率

規模別

業種別
大 中 小 合 計

商 社 62.0% 33.3% 38.4% 48.0%

製 造 業
'

71.5% 30.4% 33.3% 64.0%

建 設 業 一 一 一 一

コ ン サ ル タ ン ト 100.0% 一 一 75.o%

合 計 70.0% 350% 38.0% 60.0%

(注)大:資 本 金1億 円 以」≒ 中:1千 万～1億 円,小:1千 万 円以下(以 下 同 じ)
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すなわち,大 規模企業は業種の如何を問わず,総 数の70%が 「不可欠」 との回答を示 し・

業種別では製造業が64%,コ ンサルタン トが75%と 特に著 しい関心を持っていることが判

る。以上を総合 してみれば,海 外情報に対する関心は規模の大きい製造業 コンサルタントほ

ど強いといえる。また,商 社も大規模のもののみを取b出 せば62%と 前二者に近い比率であ

り,こ のことは海外情報への需要の基盤 となつている海外活動力～ 商品の高度化 多角化に伴

って活発になつており,大 規模企業ほどこのような状況に対応 しようとしていることの当然の

帰結といえよう。ただ,大 規模な企業の中でも,製 造業やコンサルタントに比 して,商 社の割

合の低いのはいかなる理由であろうか。大規模商社はすでに海外情報の収集処理の組織を整備

しているのに対 し,製 造業はまだそれほどの段階に達せ尤 したがつて海外情報に対する関心

が より強いのであろう。

つぎに,海外情報に対 し企業が強い関心を持つならば,こ のような関心は具体的な実行に結び

ついているはずである。アンケート皿一一3は,海 外情報を集中的に取扱 う組織の設置を,ま た

皿一6は,海 外情報の増大への対応策の有無を扱っている。

まず,皿 一3に ついて,tll--i「 海外情報i対 する考え」の場合とは反対に,消 極的あるい

は否定的な回答 面 か ら分析してみよう。表2,2は 「不必要」 「判 らない」k・よび回答なしの

数の分布 を,業 種別,規 模別に整理 した ものである。.

表2.2ア ン ケ ー ト皿一3「 海外 情 報 取 扱部 門」 に対 す る回答 の うち 「不 必要」 「判 らない」

お・よび無 回答 の 占 める比率 、 ・ 、

`

規模別

業種別
大 中 小

r

合 計

商 社 8.3% 33.3% 30.7% 20.0%

製 造 業 8.7% 47.8% 33.3% 15.8%

建 設 業
一 一 『 一

コ ン サ ル タ ン ト 一 一 一 一

合 計 8.4% 37.a% 32.3% 16.1%

す な わち,大 企業 で否定 的 な反応 を示 した ものは全体 の僅 か8・4%に す ぎない。 これ に反 し・

中お よび小企 業 はそ れ ぞれ37.2%お よび32.3%と 比較 的高 い割 合 を示 し,規 模が 小 さ いほ

ど,海 外情 報 の集 中的 体制 整 備 へ の関心 が薄 い ことが判 る。

同 様 に して,五 一6に つ い て も否定的 な面 か ら,情 報 処 理 の ため の特別 の対 策 につ いて 「全
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く考 え てい ない 」,「 判 らない」foよ び 回答 な しの 数 を業 種 別,規 模別 に まとめ たのが 表2,3

で あ る。

す な わ ち,大 企業 で否定 的 な反応 を した ものは,や は り総数 の8.9%に す ぎないが,中 小 企

業 は 高い 割合 を示 して お り,大 企業 ほ ど海 外情 報 の増 大 に対 して積極 的 に取組 む姿勢 を持 っ て

い る ことが判 る。

業種別 で は商 社 も製 造業 もそれ ぞれ2 、0.0%,19.2%と ほぼ 同 じ割合 なが ら,前 表 と同様

商 社 に否 定 的回 答 が やや 多い 。

いず れに して も,il-3お よびll-6で 知 り うる こ と属H-1に おいて示 され た海外 情 報

へ の 関心 が実 行 の面 で も同 じ傾 向 を示 し,大 企業 に比 し,中 小 企 業ほ どこの面 での遅 れ が存 在

す る とい うこ とが い え る。

表2.3ア ン ケー トll-6「 情 報処 理 のため の特 別 な対 策 」に対 す る回答 の うち 「考 えてい

な い」 「判 らない」 お よび無 回答 の 占め る比率

規模別

業種別
大 中 小 合 計

商 社 8.3% 41.6% 23.7% 20.0%

製 造 業 9.3% 52.1% 75.0% 19.2%

建 設 業
一 一 一 一

コ ン サ ル タ ン ト
一 一 一 一

合 計 8.9% 44.1% 47.0% 19.7%

2,3海 外 情 報 の利 用 に関 す る対 外依 存 に対 す る認 識 度

前節において,事 業体が海外活動を行 う上に海外情報が 「不可欠である」,「 沢山もつてい

たい」,「 あつた方がよい」 など,一 応の関心を示す回答が大多数を占める点を明らかにした。

このような前向きな姿勢が,そ のまま海外情報を外部 に求める結果になっているとはいえない

カ㍉ なおかつ海外情報の増大に対応する自社の処理能力に限界があり,ま た業務の合理化』効

率化の面からも,海 外情報をできるだけ外部に求めようとするのが一般的な傾向といえよう。

アンケート皿一4「 外部機関への依存」,ll-5「 情報の社内処理」tsよびfi-7「 海外経

済情報に対する考え」に対する回答において,海 外情報を外部に依存することに肯定的なもの

カ～ 程度の差 こそあれ大きな割合を示 しているのは,上 記のような傾向に合致するものという
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こ とが で き よ う。

以 下,海 外 情 報 の対 外 依存 に関連 す る 皿 一4,皿 一5お よびll-7の 回答 につい て業 種別,

規 模 別 に分 析 してみ よ う。

まず,皿 一一4「 外 部 機 関へ の依 存 」 にっ い て,「 す で にそ う した方 針 を とつ てい る」 と回答

し,対 外 依存 の方針 を 明白 に決定 して い る もの159社 につ き業 種別,規 模 別 のマbリ ッ クス

を作 る と,表2.4の ご と くな る。

表2.4ア ン ケー ト皿4「 外 部機 関 へ の依存」 に対 す る回答 の うち 「依存決 定」foよ び 「依 存

希望 」 ・「検討 中」 の 占め る比率

規模別

業種別

大 中 小 合 計

依触 定 噸・齢 依撤 定 朧・齢 依i鰍定 擁
・横沖 こ 依存希望

・検討中

商 社 33.3% 58.3% 50.0% 333% 38.4% 38.4% 38.0% 46.0%

製 造 業 48.1% 48ユ% 52ユ% 26.1% 50.0% 33.3% 50.4% 40.6%

建 設 業 一 一 一 一 一 一 一 一

コンサルタント 60.0% 40.0% 875% 一 一 125% 68.7% 25.0%

合 計 459% 47.3% 58.1% 23.2% 44.1% 353% 48.3% 40.7%

す な わ ち,規 模 別 にみ る と,中 規 摸 の もの が58.1%と 多 く,大 企業 お よび小 企業 は ほぼ 同

じ程 度 の割 合 を 示 して い る。 また業種 別 にみ る と,コ ンサ ル タ ン トは68.7%と 極 めて 比率 が

高 く,つ い で 製造 業,商 社 の順 となつ てい る。 と くに大規 模 商社 は33.3%と 最 低 を示 して

い るが,と れ らの業 者は 従 来 自己の 力 で海外 情 報 を処 理 して きた ことの反映 で あろ うと思 われ

る。

以上 の傾 向 をさ らに究 明 す るた め に,同 じ くll-4「 外部 機 関へ の依 存」 に対 し,「 将 来 は

対外 依存 の方向 で行 きた い」,「 そ う した方 向 を現 在 検 討 中 で ある」 と回答L将 来 対 外依存

の方針 を と り入 れ よ うと して い る もの134社 に っい て,同 じ く業 種 別,規 模別 の マ トリック

ス を作 る と表2.5の よ うにな る。
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表2・5ア ン ケ ー ト皿 一一4「 外 部 機関 へ依 存」 に対す る回答 の うち 「依存 希 望」tsよ び 「検

討 中」 の占め る 比率

規模別

業種別
大 中 小 合 計

商 社 58.3% 33.3% 38.4% 46.0%

製 造i業
48.1% 26.1% 33.3% 40.6%

建 建 業 一 一 一 一

コ ン サ ル タ ン ト
40.0% 一 12.5% 25.0%

合 計
47.3% 23.2% 353% 40.7%

まず規模 別 に み る と,大 企 業 占中 小企 業 とで は両 者 の比率 が前 表 と逆 転 して い る
。 す なわ ち,

大企 業 で は45・9%か ら47・3%へ と増加 巳 中 お よび小 企i業では そ れぞ れ58.1
、%,44.1

%か ら23.2%,35.3%と 減 少 レ と くに中小 企業 に お いて変 化 の度 合 が激 しい。 これ 底

大企 業 では す でに 自力 で海 外情 報 を処 理 す る体 制 がで きて いた と こ ろS海 外 情報 の急 激 な増

大 を背 景 と して,一 般 的 ・基 礎 的 な情報 は外部 に依 存 した 方が 経 済的,効 率 的 で ある と判 断 す

る段 階 に達 したた め,一 般 的 情報 に つい て の対外 依存 を検討 し始 め た ため で あ ろ う。

また 中小 企業 で は従 来 と も自力 での情 報 の処 理能 力が な く,近 来の 海外 情報 増 大 とかか わ り

な く・ す でに 海外 情報 は外 部 へ 依存 して きた ことを反 映 して い る もの と思 われ る。

つ ぎに業 種別にみる と,規 模 別 にみ た場 合 と同 じよ うに
,商 社 と製 造 業 お よびコ ン サ ル タン ト.

とで は両 者の比率 が前 表 と逆転 してい る。

す な わち,商 社 は38・0%か ら46.0%と 増 加 し,製 造 業 お よ び コンサ ル タン トはそ れぞ

れ50・4%,68・7%か ら40.6%,25・0%へ と減 少 して い る。 と くに前表 で 最小 で あつ た

大規 摸 な商社 は33・3%か ら58・3%へ と大 幅 に増加 して お り
,業 種 にっ いて も,規 模別 の場

合 に み た ご と く,海 外情 報 の既 存 の 自力処 理能 力 と海外 情報 増 大 との関係 が 同 じ よ うに作 用 し

てい ると推 定 され る。 い ずれ にせ よ,上 に述 べた よ うな要因 が重 なっ て,規 模 の大小 を問 わ弐

また業種 の差 に かか わ ら方 海外 情報 を外 部 へ依存 しよ うとする 関心 は強 く,最 初に述 べ た一

般 的傾 向 と合 致 して い る とい うこ とが いえ る。

皿一5「 海 外 情報 の 社 内処 理」 に関 す る質問 は,皿 一4「 外 部機 関 へ の依 存」 に対応 して海

外 情 報 の 自力処 理 に 重点 を お いてい る。

した が つ て,前 述 した対 外 依存 へ の積極 的 な関心 が あ る こ とか ら推定 して
,社 内 自力処理 は 減

少 す るで あろ うとい う回答 が 当然増 加 す る と予想 され るが,回 答 の結 果 は 必 ず しもそ の よ うに
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なつてい ない。

例え ば,ll-4で 対 外 依存 の方針 をす で に とつて い る と回答 した 中小 企業 は,そ れぞ れ全 体 の

58.1%,44.1%と 高率 を示 していたの に かか わ らず,ll-5で 社 内 の 自力処理 は 減少 す る

で あろ う と回答 した 中小 企 業 は,対 外 依存 ほ どの高率 を示 さず,そ れぞ れ30%前 後 に と どま

つて いる。 これ に対 し,大 企業 は対外 依存 決 定 の回答 が47.3%で あつ た の に対L,自 力処理

が 減少 す る と い う回答 は40.6%と それほ どの落 ち込 み を示 して い ない。 この こ とは,対 外 依

存 と 自力処理 減少 とは大 企 業 で は比較 的相 関関係 にあ る戊 中 ・小企 業 では海 外情報 確保 の体

制 整備 が十 分 に行 なわれ ず,一 部 は対 外依 存 ・、 一部 は 自力処理 へ と相 反 す る傾 向が あ る こ と

を示 して い る とい え よ う。

表2,6は 皿一5「 海外 情 報 の社 内処 理」 につ い て,自 力処 理 は 「将 来 次オ に 減少 してい くで

あろ う」 と答 え た もの の業 種 別,規 模別 マ トリックス で ある。

表2.6ア ンケ ー トll-5「 情 報 の社 内処理 」 に対 す る回答 の うち 「減少 す る」 の 占め る

比 率

＼ 、

規模別

業種別
大 中 小 合 計

商 社 54.1% 25.0% 30.7% 40.0%

製 造 業 43.1% 26.1% 33.3・% 39.5%

建 設 業 30.0% 一 一 30.0%

コ ン サ ル タ ン ト 80.0% 50.0% 一 56.2%

合 計 40.6% 30.2% 29.4% 39.2%

すな わ ち,自 力処 理 が減 少す るで あ ろ うと見 る ものは,大 企 業 で40・6%に のぼ り・ 中 ・小

企業 の比率30.2%,29.4%を 上 廻 って お り,前 述 の よ うな傾 向 を示 唆 してい る。

、また,業 種別 には商 社 と製 造 業 とで はほ とん ど比率 が同 じで,対 外 依 存 と 自力処理 の聞 には・

前述 の よ うな相 反 す る傾 向 は見 当 らない。

つぎにH-7は,一 －ee的な海外 経 済 情報 の供給 機 関 に対 する考え を 問 うて お り,い わば,海 外

情 報 の対外 依 存 に値 段 の要 素 を付 加 した もので あ る。

回 答 全般 か らみれば,か か る形 態 で の外 部利用 に対 し否定 的 な ものは ほ とん どないが・ 中立

的 な,い わ ば慎 重 な回 答 が 多 い。
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す な わち,海 外 情報 の供 給 機 関 の有料 利 用 に つ き 「で きて か ら検討 す る」 「ケ ース ・バ イ ・

ケ ースで 考え る」 と答 え た ものが 多 い。

表2.7は,こ の よ うな比 較的 慎 重 な 回答 を業種 別,規 模 別 の マ トリック ス に ま とめ た もので

あ る。

表2、7ア ン ケ ー ト五 一7「 海外 経 済 情報 に対 す る考 え」 に対 す る回 答 の うち 「将 来検 討」 お

よび 「ケ ース ・バ イ ・ケ ース」 の 占め る率

規模別

業種別
大 中 小 合 計

商 社 41.6% 66 .6% 69.2% 56.0%

製 造 業 43.1% 52.1% 61.1% 45.7%

建 設 業 一 一 一 一

コ ン サ ル タ ン ト 60.0% 37.5% 一 37.5%

,

合 計 43.7% 53.5% 61.7% 46.2%

すなわち,規 模別にみれば,規 模が小さくなるほど慎重な回答が多く,業 種別にみると商社

が最も慎重な回答をしている。ただし,大 規模なもののみをとれば商社は逆に慎重な回答が少

ない。これを裏返えせぱ大規模な商社が最も積極的であb,表2.5に 見られる傾向 と同じ結果と

なつている。

2.4具 体 的 な情 報 内 容 に対 す る認 識度

アンケート才班部は,国 際経済情報の供給機関に期待する項目について各企業の需要とする

ものを,A,B,Cの 度合に応 じて回答するよう求めている。いまA,B,0の 度合にかかわ

らずとにか くA,B,0の いずれかを付したものとそれ以外のものとに分ければ,前 者は上記

のような調査項目に対 し前向きな姿勢を有する回答であり,・後者は無関心な回答であると推定

できるであろう。調査項目を① 一般経済事情,② 一般貿易事情,③ 国民生活,④ 行政機関

その他の関係機関,⑤ 企業経営環境事情,⑥ 業種別事情に大別 し,前 記の前向きなるもの

と無関心なるものの数を業種別,規 模別に分類すると表2・8の ようになる。ただし,建 設業に

ついては回答 した手業体が大規模企業のみなので業種別の例か ら除外 した。
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表2,8

表2・8.1

個別情報に対する前向きな回答数と無関心な回答数

(商 社)

1 H 且 Iv V w

前 向 きな回 答 169 318 158 184 223 264

無関 心 な回 答
L

331 282 185 266 218 286

表2.8.2(製 造 業)

1 ∬ 口 w V |1

前向 き な回答 1,157
'

1,685 686 977 1,200 1β88

無 関心 な回 答 1,183 1,123 952 1,129 906 986

表2・8ほ(コ ン サ ル タ ン ト 、

1 皿 H IV V VI

前 向 き な回答 88 104 47 56 98 110

無 関心 な回 答 72 88 . 58 88 46 66

表2.8.4(大 規模 企業)

1 H 口 IV V VI

前 向 きな回 答 1,144 1,745 752 1,065 1,281 1,605

無 関 心 な回 答 1ρ96 943 816 951 735 859

表2.8.5(中 規 模 企業)

1 皿 1 IV V w

前 向 きな回 答 170 222 97 109 162 211

無 関心 な回答 260 294
■

204 278 225 262
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表2.8.6(小 規 模 企業)

1 n n IV V w

前 向 きな 回答 117 145 71 83 105 168

無 関心 な 回答 223 263
`

167 223 201 306

以上 の数 字 を判 り易 くす る ため に両 者 の平 均値 を と り,前 向 き な もの と 無関 心佼 もの とを除

し,表 にす れ ば表2,9の とお りであ る。

表2・9意 欲的(前 向きな姿勢を有する)回 答数 と無関心なものの回答数の平均値に対する比率

項 目

権
別

規模別

1 H H IV V w 1-w

商 社

意欲的
一

1.06 一
一 1.01 一 一

無関心 1.10 一
1.08 1.04 一 1.04 1.05

製 造 業

意欲的
一 L20 一 一 1.14 1.23 1.07

無関心 1.01 一

L16 107 一 一 一

コ ンサ ル タ ン ト

意欲的 1.10 1.08 一 一 1.36 125 1.09

無関心
一 一

1.10 1.22 一 一

噺

一

大

意欲的 1.02 1.29 一 1.05 127 1.30 1ユ6

無関心
一 一

1.04 一 一 一 一

意欲的 一 一
一 一 一 一 一

中

無関心 1.21 L14 1.35 1.43 1.16 1.11 L22

小

意欲的
一 一

一 一 一 一 一

無関心 1.31 1.29 1.40 1.45 131 128 133

ま7Z,こ れ を 図 示 す れ ば,図2.1の よ う に な る。
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なお、 業 務 別,規 模 別,意 欲的 回答 数お よび無 関心 な もの の回答 数 は表2.10の とお りで

あ る。

表2.10業 種別 にみ た 意 欲的 回答 数お よび 無 関心 な もの の回 答 数

項目

業種別

規模月

、

1 n 口 IV V VI

立
,思 無

土
,思 無

土
,思 無 土

,思 無
土
層、 無 土

,思 無

(商 社)(大) 84 156 210 78 110 58 131 85 151 65 184 80

(〃)(中) 49 71 60 84 32 52 34 74 41 67 45 87

(〃)(小) 26 104 36 120 16 75 19 98 31 86 35 108

(製造業)(大) 949 881 1411 785 573 708 850 797 1026 621 1308 705

('1)(中) 98 132 134 142 49 112 55 152 84 123 131 122

(")(小) 84 96 106 110 54 72 61 101 69 93 114 84

(建 設業)(大) 62 38 62 58 36 34 47 43 61 29 60 50

(コンサルタント)(大) 46 4 58 2 30 5 36 9 43 2 50 5

(")(中) 23 57 28 68 16

'

40 20 52 37 35 35 53

(商 社)(計) 169 331 318 282 158 ユ85 184 266 223 218 264 286

(製造業)(〃) 1157 1183 1685 1123 686 952 977 1129 1200 906 1588 986

(コンサルタント)(り 88 72 104 88 47 58 56 88 98 46 110 66

(大)(〃) 1144 1096 1745 943 752 816 1065 951 1281 735 1605 859

(中)(〃) 170 260 222 294 97 204 109 278 162 225 211 262

(小)(〃) 117 223 145 263 71 167 83 223 105 201
'

168 306

t
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以上の表によつて業種別,規 模別に主な特色を分析してみよう。

① 規模別に概観すると,す でに前節でも明 らかであつたと同様に,規 模の大きい企業ほど前

向き姿勢を有L中 小企業では関心の度合が著 しく低いことが判る。中小企業では比較的実

際の取引に密着 した特定の情報が要求され,し かもそのような情報は特定のルートで処理さ

れてしまうので,当 アンケートで取 り上げられたような国民経済ベースあ調査事項は必要さ

れることが少ないためであろう。

② 業種別に概観すると,製 造業,コ ンサルタントに比 し,こ こでも商社は全体として無関心

な回答 を示 している。ただし.大 規模な商社のみをとつてみると

1(-1.30) H(+1.45)

亙(+1.31) W(+1.21)

'

IV(+1.39) VI(+1.39)

となつて1を 除き前向きな関心を持っている。

したがつて,中 小商社は とくに低い関心 しか持っていないことになるが,そ の理由は上記

①で述べたとお・り,調 査項目が個々の取引に余 り密着 していないためであろうと推定される。

また,大 規模商社が1の 一般経済事情に無関心であるのは,大 規模商社は,す でにこのよう

な項 目につき十分な収集体制を整備 しているためであると考え られる。

③ 業種別項日別にみると,プ ラン トなどの大型取引,資 本取引などに関係深いコンサルタン

トが,一 般経済,企 業経営環第 業種男幡 情など,相 手国の事情に強い関心を持っている。

また,製 造業が商社 に比 して一般貿易事情に関心が強いのも,製 造業が直接海外活動を活

溌に行な うようになつたにもかかわ らず比較的海外の情報網を持っていないことの当然の結

果であろう。

④ 規模別の観点かな項目を相互に比較 してみると,相 対的に一般貿易事情 企業経営環境,業

種別事情に関心が強いことが判る。 、

⑤ 以上を総合すると,業 種別事情に対する大規模な製造業の関心が最 も強 く,行 政機関等に

関する情報 に対するコンサルタントの関心が最も低いことになる。
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3.重 要性 の認識度 と供給機 関利用 態度の分析

3,1ま え が き

第1章 に お いて,す で に企 業 が,国 際 経済 情 報 に対 して如何 なる認 識 を もち,外 部 の供 給機

関 に 如 何に依 存 してい こ うとす るのか を,業 種 別 規 模 別 に概観 してきたが,本 章 は,ア ン クー

}調 査 の中核 的 目標 の一 つ とな つて い る認 識 度 と利 用 態度 につ いて,さ らに一 段 と深 く,き め

の細 か い分析 を試 み,現 在,漸 進 しつつ あ る,情 報 供 給専 門機関 の整 備 へ の示唆 を得 よ うとす

る もの で あ る。 アン ケ ー}eell部 の設 問 は,① 海外 情報 に対 す る認 識 ② 海外 情報 の入手

ル ー ト ③ 海 外 情報,専 門 取扱 い部 門 ④ 一般 ↑青報 の対 外依 存 方針 ⑤ 情 報 の 自力調 達

⑥ 情 報処 理対 策 ⑦ 供 給機 関設立 の場 合 の態 度 ⑧ 機 関利 用 の判 断基 準項 目の8問 とk

つ てい るが③ と⑥,④ と⑤ ⑦ と⑧ は.表 裏 の 関係 に あるか、または大 きな関 連を有 して お り,

全 体 を要 約 す る と

(1)海 外情 報 に対 す る認 識 度

(2)海 外 情 報 の入手 ルー}と 部 内取扱 い

(3j海 外情 報 の内 部 処理 と対 外依存

(4}海 外 情報 の専 門機 関 の利 用

に分 類 す る こ とが で きる。 なお 設 問 ④ と⑤ が表 裏 とな る関係 を予 想 して いた が,⑤ にっ

いて,「 必要 な情報 」を④ の 「一般 的,基 礎 的,普 遍 的 な公 開情報 」以 外 の もの と して 回答 し

た と思 われ る もの が,か な り見 受 け られ,こ の関係 は,予 想 を裏 切 っ た もの となつ た こと,⑥

の設 問 は,海 外 情報 以 外 を含 め て,全 情 報 の情 報対 策 につ い て答え た と思 われ る ものが 多 く,

現 在 「検討 中 」 と答 えた ものが,全 回答 の3分 の1近 くを 占め,④ の対 外 情報 依存 方針 が,ほ

ぼ全 体 の半ばを 占めている事 実 と矛盾 して いる点 な どが,問 題 点 と して あげ られ るが,い ず れ も

質 問 の 技術 的 な不備 に よっ て起 つた事 実 と して考 え られ るので,こ こに指摘 して お きた い 。

① か ら⑧ に至 る8つ の 設 問 に対 す る回答 の内 訳 は,す で に 「は しが き 」vatsい て説 明 され て

いる の で重 複 を避 け るが,こ の 一群 の質 問 グル ー プに おけ る 回答 を積 極,消 極,否 定,不 明 の

4つ に大 別 してみ る と表3.1の とお りで,全 体 と して は、肯 定 的 な方向 を示 して い る ものの,

積 極 グル ー プ数 は,① 認識 度 で は,272,④ 対 外 依 存 では.224と,い つ れ も全 体 の3分 の

2内 外 を しめて い るが,③ 部内機 関 では161,(i粥 来 の方 向で は129と 下 降 し,⑦ 供給 機

関利 用 で は75,◎ 青報 対 策 で は65と 急落 して い る。 これ らの状 況 を要 約 して,結 論 づ け る

と.

(1)情 報 に対 す る認 識 に きわめ て強 く浸透 して い る。

(2)す べ ての情 報 を 自力処 理(収 集,整 理,分 類,保 管)す る こ とは,も は や 時代遅 れ で ある
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とい う考 え方 も,全 体 の3分 の2も あ り,か な り徹底 して い る。

(3jし か し,社 内 に専 門機 関(部 課)を 置 く ことや将 来,自 力処 理 に対 す る限 界 をみ きわめ る

こ とに つ い ては,か な り未 だ迷 っ てい る面 が 強 い。

⑤ さ らに,情 報機 関 を積 極的 に利 用 し ようとす る認識 や体制,全 体 と して の情 報処 理 対 策 に

な る と,さ らに ウエ イ}が 落 ち,は つ き りと した方針 が 確立 していな い といえ よ う。

表3.1回 答 の積 極 ・消極 の区 分

質 問 内 容
積 極 消 極

(あ二繊 辻い)

検討中

(未定)

そ の 他
無記入

AB 否定 不明

① 認 識 度
272

(199)(73)
44 0 0 3 10

②(省 略)
一

一 一
一 一 一 一 一

③ 部内機 関
161

(7)(154)
65 45 18 20 20

④ 対外依 存
224

(159)(65)
0 70 16 12 7

⑤ 奨来の方向 129 87 0 68 32 13

⑥ 情報対 策 65 0 199 24 21 201

⑦難 翔 75 90 152 5 1 6

⑧(省 略)
一

ー 一
一 一 一 一 一

(注)Aは 「不可 欠 」と回答 した もの の数,Bは 「沢 山 もつ てい た い 」と回答 した も

のの 数

極 言 す る と,認 識 は,情 報 化 社 会 の進展 に伴 っ て向上 してい る もの の,方 針 や体 制 の 面 では

か な りのた め らい や迷 いが現 われ てお り,必 ず し も言 行 一 致 して い ない 。行動 の面 で は 否定

不 明,検 討 中 の 回答 が きわ めて大 き くな つて い るの も この辺 の事 情 を裏付 け る もので ある 。情

報 に対 す る重 要 性 の認識 が,大 半,認 識 の域 に止 まって お り,実 行 に移 されて い ない とい つ て

は過 言 か も しれ ない が,少 な くと も,ニ ー ズ を有 す る側 か ら「専 門 の情報 供 給機 関 を,早 急 に

設 立 して欲 しい 」とい うム ー ドが あふ れ てい る とい う見方 は で き ない。

つ ぎに設 問 の順 を追 い つつ,設 問 相互 間 の 関係 を分析 して み よ う。

3.2重 要 性 に 対 す る 認 識 度

全 回答329社 中海 外情 報 は 「不 可 欠 」 と答 え てし(るもの が,199社(61%)も あつ た

こ とは,予 想 どk・りで あるが,こ れ に情 報 を 「沢 山持 っ てい た い 」と回答 した73社(22%)

を加 え る と,8割 以 上 ・さ らに 「あつ た 方が よい 」(13%)を 含 め,重 要 性 を と もか くも認

識 してい る ものの比 率 は96%に も達 す る。 正 に 「認識 は充 分 に あ る 」とい うことが 示 されて
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い る 。

3・2ヨ 業 種別 にみ た認 識 産

業種別 におけ る認 識度 に関 する回答をみたのが表3.2で あるが,「 不 可 欠 」 と「沢 山 」をあ わせ

て,高 い認識 度 と してみ る と,商 社 が80%,製 造 業が86%,建 設 業が50%iコ ンサ ル

タン}が,75%で(そ の他 は65%)認 識 レベル は,製 造業,商 社,コ ンサ ル タン},そ

の他,建 設 業 の順 とな り,① 海 外情 報 の入手 手 段 ② 海 外事業 へ の進 出意欲 ③ 企 業

内 に占 め る海外取 引 の ウエ イ}な どが,相 互に か らみ あつ て,海 外 情 報 に対 す る認 識が業 種

毎 に微 妙 なニ ュ アン スの差 を示 して い る点 が うかが わ れ る。

これ と裏 腹 なのが 「あつ た方 が よい 」 とい う考 え 方で,建 設 業,コ ンサ ル タン},商 社,

製 造業 の 順 に なつ て お り,「 な くて もよい 」 とい う否定派 や 「わか らない 」とい う逃 避派 は,

全 業種 を通 じて皆無 に近 い(製 造業3社)点 と と もに注 目さ れ て よいで あろ う。.

こ う した業 種差 の現 れ る理 由を裏 付 け る もの としてつ ぎに,海 外情 報 の 入手 ル ー}と の 関係

を さ ぐつて み よ う。

表3.2業 種 別 に み た海外 情 報認 識度

報の認識度

業 種
不可欠 沢 山

あ つ た

方 が よ い

な くて も

よ しへ

不 明
そ の他

共 計

商 社
25

(13＼50)

15

(21＼30)

10

(23＼20)

0

(o＼o)

0

(o＼o)

50

製 造 業
150

(75＼64)

52

(71＼22)

24

(55＼10)

0

(o＼o)

3

(100＼1)

234

建 設 業
3

(1＼30)

2

(3＼20)

4

(10＼40)

0

(o＼o)

0

(o＼o)

10

コ ン サ ル タ ン} 11

(6＼69)

1

(1＼6)

4

(10＼25)

0

(o＼o)

0・

(o＼o)

16

そ の 他
10'

(5＼50)

3

(4＼15)

2

(5＼10)

0

(o＼o)

0

(o＼o)

19

計 199 73 44 0 3 329

(＼)内 は%,左 側 は緩行,右 側 は横 行 の 百分 比 を示 す 。
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3.2.2海 外 情 報の入 手ル ー ト別 分 析

この設 問は,重 複 回答 を許 した ため,回 答総 数 はは なは だ し く膨 脹 し1・176と なつ た が'

中で も海外 出版物(229)と 取 引 相 手(226)がfツ ブを 占め,つ い て,駐 在員(154)

国 内報 道機 関(143),内 外 調 査機 関(144),提 携先(125)の グル ープが きて・

最 後 に,現 地 法人(94)海 外支 店(44),海 外通 信特 約(17)と,急 減 して い る。 こ

れ らの 回答は,重 複 してい るの で,直 接 に情報 の重要 性 に対 す る認識 度 との関係 を分析 す る

こ とは むつ か しいが,海 外 に支 店,駐 在員,現 地 法人 を持 っ てい る総数 と対 比 してみ る と,表

3.3の とお りで ある。

表3.3海 外 施設 と情 報 供 給 の関係

給機関

施設

回答老のうち海外施設を持っ

ているものの数(1の6)

左のうち海外情報の報告を受

けているものの数(皿 の2)

海外支店

、

39(社) 44(社)

駐 在 員 158 154

現地法人 108 94

提携会社 139 125

そ の 他 59
一

(注)右 の数 が,左 の数 よ り少 くなるの が 当然で,海 外 支店 の場 合 は,

回答 者 の ミスに よる もの と思 わ れ る。

す なわ ち,海 外施設 か らは,ほ とん どの ものが 情報入 手 を行 な って お り・ 海外 施設 を有 し

てい ない企 業 は,こ の 面 で,大 きな マイ ナス となつ てい るもの と考 え られ る。最近,製 造業

のみ で な く,輸 送業,建 設 業,調 査 受 託業(マ ーケ ッテ ィン グ),観 光 業・ 金 融 業(銀 行)

な ど,い つ れ も海 外施 設 の数 を増 加 し ようと懸 命 に努 力 してい る こと も この辺 に 原因 が ある

の では あ る まいか。

そ こで,つ ぎに在外 施 設 の有 無 と,認 識 度 との関係 をみ て み よ う。

3.2.3在 外施設(支 店その他を含む)と 認識度との関係

在外施設および提携会社の有無をみたのが表3・4で あるが,海 外に全 く手足をもたない企

業 の害拾 は西 社 で ・・%,製 ぱ で26%陸 設 業 で30%・'ン サ ル"ト で56%と'一

な り,さ らに業種 別 にお け る認識 度 とつ き合 せ てみ る と・表3・5の とお りで・仮 に 「海外 の

入 手手段 を もつ割合 」と 「認 識 度 の高 い割 合 」をつ き合 わせ て係数 化 す る と,建 設 業O・7・

商社0.9,製 造業1.2,コ ンサ ル タン ト1・7と な り,海 外施 設 の ある もの=海 外 企業 活動 の

ウエイ}と してみ る と,認 識 度/海 外 活 動 の係 数 の大なる業種 が,相 対 的 に情 報需要 が つ よい
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傍)

海外施設の有
無

業 種
総 数

海外支店等
をもつもの

左 記 の

ない もの

提携会社の
みあるもの

海外に何も
ないもの 眈

(%)A B A-B(C) D C-D(工rア 『

商 社 50 37 13 8 5 10

製 造 業 234 138 96 36 60 26

建 設 業 10 6 4 1 言 30

コ ン サ ル タン ト 16 5 11 2 9 56

そ の,他 19 4 15 15 0 0

表3.5海 外施設と海外情報認識度との関係

認識度
海外施設

業 種

認 識 度
(高 いものの%)

海外に手足の
ないものの%

海外に何 らかの
手足をもっもの A/C

A
(表3.4il(DE/rA)

C
(100-B)

商 社 80% 10% 90% 0.9

製 造 業 86% 26% 74% 1.2

建 設 業 50% 30% 70% 0.7

コ ン サ ル タ ン ト 75% 56% ・44 ,% 1.7

とみることができないであろうか。製造業が商社を上廻っているのは,直 販 に対する最近の

めざましい意欲,在 外施設 の不充分なことが間接的に需要 を助長 していることなどを考慮 して

みると,こ の比較も故なしとしないであろう。

3.2・4海 外事 業 活動 の ウ エ イ トと情報 認 識 度

ア ン ケ ート1の5の 設 問 で,海 外事業 活 動 の全 事業 に対す るウ エイbを 求 めてい るの で,

これ と既 述 の認 識 度 との関 係 をみ た のが,表3・6で あ るが,こ れ に よつ て,注 目され る点 を

あげ てみ ると

(1)「 最 大 の ウエ イ トを もつ 」と答 えた43社 の うち,海 外情 報 を 「不 可欠 」 と同時 に答 え

▼ た もの は2
4社 で56%に す ぎ ない 点 は余 り論理 的 でな い と思 われ る。海外 に手 足 を持 ち,

か な り充 分 な海外 情報 が そ こか ら入 っ てい るた め に認 識 度が稀 簿 に なるの で あ ろ うか 。

「重 要 だ 」と答 え た104社 の うち 「不 可欠 」が,・や は り,56%,(59社)と なつ て

い るの も,こ うした 見 方で 解釈 され るで あ ろ うか 。
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表3.6海 外 の 事業 活 動 の ウエ イ トと情報 価値 の認 識 度 との 関係(全 業 種合 計)

＼nの ・ 価値の認鞭

1の5重 要度

不可欠 沢 山
あつ た方

が よ い

な くて も

よ い

不 明
その他

共 計＼
最 大 の ウ エ イ ト 24 11 6 0 0 47

き わ め て 重 要 90 22 4 0 0 119

重 要 59 30 13 0 0 106

(上 記 計) 173 63 23 0 0 272

それほど重要 で な い 7 2 6 0 1 17

僅 か な ウ エ イ} 8 5 10 0 2 25

不 明

.

1 0 1 0 0 3

その他 共 計
1

199
|

73 44 0 3 329

(2)と ころが,「 きわ め て重 要 」 と答 え た ものの場 合 は上 記 とは,い ささか 趣 を異 に して お

b.119社 中,「 不可 欠 」 とした ものは90社(78%)と きわ め て高率 で,こ の場 合

「あつ た 方が よい 」 とい う消 極派 は,4%弱 と,き わめ て少 ない点 も注 目され る。前項 と

合 せ て考 え てみ る と,「 きわめ て 」 とい う言葉 を と くに強調 して,こ の答 を採用 した企業

が,海 外 進 出 を強 く意 図 してお り,か つ,海 外 の手 足 に乏 しい(大 半 が製 造業 では な いか

と思 われ る)点 が こ う した形 を示 した の では ないか と思 わ れ る。

「31以 上 の 三老 をあ わせ てみ る と海外 事 業が 「重要 」 と答 え た もの272社 中,173社

(66%)が 情 報 の 「不可 欠 」性 を示 して い る点 は当 然で,む しろ,「 沢 山 ほ しい 」 「あ

つた方 が よい 」な ど,やS消 極 的 な認 識度 の企 業 が残 り34%と3分 の1を こえ る点 に問

題 が あ ろ う○

3.2.5製 造 業 と海 外情 報 需 要

表3.7は 昨 年11月 通 産 省が 行 なっ た アン ケ ー}の 結 果 で,製 造業 者 が海外 活 動(販 売)

努力 の力 点を どこに置 い てい るか を示 す もの で あ るが,現 在,海 外 に手 足 を もつ ものは1割

余 りで あ り,こ れ を動員 して,努 力 す る と答 え た ものは少 ない 。これ を補 う ものが,代 理唐

網の整 備 で,2割 弱 を 占め てい る。全業 種 を通 じて最 もウエ イ トの高 い のが,調 査 員の 派遣

で,金 属,繊 維 の場 合 は,3割 を こえ てい る。 そ の原因 を考 え てみ る と・ 第1に 情報 の不 足

が あげ られ,つ いで,海 外情 報 源 の 不充 分,行 動 の 自由,重 点的 な周遊 経 費負担 な どの順 と
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な るが,海 外 進 出の強 い意欲 に対 して,海 外 支店 等 の拡 張,代 理店 の 整備 な どよ り
,情 報 収

集 の直 接効果 の あが る調査 員 派遣 に ウエ イ}が 集 中 してい る。

製 造 業 の海外 の 手足 な り,海 外 機 関(情 報 源)と なる ものを さ らに詳 し くみ たのカ～ 同 ア

ンケ ートに よる表3.8で,全 製 造業 中,19.3%が ,海 外 の手 段(ア フ タ ーサ ービス のた め

の)が 全 くない と答 え てい る 。 自社直 営 のサ ービス機 関を 海外 に持 つ もの は,機 械 の16.7

%が と くに高 く,重 化学 工業 平均 の14.6%は,軽 工 業 の5.8%を 大 き く上 回 っ て い る。

さ らに,同 ア ンケ ー}で 海外市場 調 査 の方法 を調 査 した のが表3.9で あ るが,海 外 市 場 の

調査 は,い うなれ ば海外 情 報 の入手 とい うことで,そ の入 手 整備,分 析 な どを,自 社 で 直接

行 な う もの(33.0%)と 国内 商 社 を通 ず る もの(32.5%)が ほぼ 半 々で ある とい う点 は

注 目され る 。業 種 別 で は,か な り区 々の動 きを示 し,繊 維,金 属 で は後 者 が,ま た,機 械,

化 学 で は前 者 が,大 きな ウエ イ トを 占め てい る。

表3.7製 造業における海外販売努力の方法 (%)

業種
販売
努力の方法

全 製

造 業

(軽工

業)
(繊維)

(重化学工 業)
(機 械) (金属) (化 学)

支店等海外
手足を通 じて

1工9 10.0 14.2 12.1 13.6 6.6 123

代理店網を
整備 して

157 15.8 4.7 158 17.4 9.5 16.3

調査員の派遣 24.2 31.8 323 22.9 19.7 31.3 25.3

調査団(業
界)の 派遣

112 12.2 15.0 10.8 8.7 16.1 12.6

見本市参加 13.2 8.7 11.0 145 17.2 14.2 76

海外PR
(海外諸等)

16.9 14.5 15.8 17.8 18.7 12.8 19.3

TV.ラ ジオ

に よ るPR
2.4 L9 3.2 2.2 1.8 1.0 3.6

そ の 他 4.5 51 a川ag 2.9 8.5 3.0

(注)68年11月 通 産 省通 商局 「企業 経営 にお け る輸 出の 地位 」(ア ン ケ ー ト)に

よる。対 象1.070社 中,804社(75.1%)回 答

}
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表3.8 製 造業 の海外 ア フ タ ーサ ービス の方法 (姶

業 種
アフターナー

ビスの方法

全製造業 (軽 工業) (繊維)
(重化学工 業)

(機 械) (金 属) (化学)

自 社 直 営 13.1 5.8 11.8 14.6 16.7 104 9.1

他 社 と共 同 5.4 L2 2.9 6.4 5.6 2.1 12.1

代理店 一 任 37.0 36.1 14.7 37.7 39.8 22.9 394

そ の 他 253 27.9' 353 24.6 225 313 28.3

海外 の手 足
な し

19.3 29.0 35.3 16.7 15.4 33.3 10.6

噛#) (385) (17、4) (20.0) (47β) (48.8) (50.0) (33、3)

必要 で な い 37.3 47.8 47.6 29.4 12.6 57.8 443

無 回 答 2.2 4.7 1.6 1.4 一 4.4 1.7

(注)資 料出所前表に同じ

表3.9海 外市 場調 査 の 方法 ㈲

業種
市場調
査の方法

全製造業 (軽工業) (繊維) 漢 学) (機械) (金 属) (化 学)

自 社 直 接 33.0 35.4 38.5 333 34.0 30.0 34.6

海外 の調 査
機 関

2.1 0.8 1.0 2.3 2.7 0.6 2.8

国 内 の調 査
機 関

3.3 L6 2.1 3.8 4.4 2.9 3.2

海外代理店 134 114 2.1 14.6 15.4 5.2 20.6

国 内 商 社 32.5 39.4 49.0 29.4 24.7 43.9 28.0

ジ ェ ト ロ

(日本 貿 易振 興会)
12.0 7.1 5.2 13.7 15.7 11.6 10.8

実施 して ない .3.7 4.3 2.1 2.9 3.1 5.8 0

無 回 答 03 0 0 0.5 0.2 1.7 0

(注)資 料出所前表に同じ
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3.2.5認 識 度 と情 報対 策

以 上,情 報 に対 す る認識 度 は如何 な る業 種 また は,海 外 ウエ イ ト区 分,入 手 ル ー ト区 分 と

関 連が あ るか を見て きた が,つ ぎに,認 識度 が,企 業 の情報 に対 す る対 策 また は対 外 依 存方

針 さ らに専 門部 課 の設 置 な ど前 向 き の姿 勢 と関 連 してい るか,す なわ ち.認 識 が,実 行,実

施.方 針 な どを どの よ うに推進 してい るか を観 察 してみ よ う。

表3.10情 報 の認 識 度 と情報 処 理対 策 との 関係

＼Hの ・情観 戦 策
すでに実行 検討中 考 えて いない 不 明 その他共計

皿の・離 離 ＼

不 可 欠 51 133 6 5 199

沢 山 6 44 7 6 73

あつ た方 が よい 7 21 9 5 44

な く て も よい 0 0 0 0 0

不 明 0 0 0 3 3

そ の他 共計 65 199 24 21 329

●

(1)認 識 度 と情報 処理対 策 との関係

表3.10は,情 報 価 値 の認 識 度 が,情 報 対 策 と ど うかみ合 っ てい るか をみ た もので あ る

が,両 者の 関連 を指摘 す る まえ に,全 回答 者 の60%が,未 だ 時報対 策 を検 討 中 と答 え て

い る点 が注 目され る。す な わ ち,認 識 度 で は,全 体 の83%が,と もか く積 極 的 な認 識 を

示 した のに,対 策 で は60%が 「検討 中 」,7%が 「全 く考 え てい な い 」さ らに7%が

「不 明 」と答 右 わずか20%が 「す で に実 施 中 」 と して,行 動 に移 してい る事 実 は,情 報

対 策 の困難 性 を意味 す るの か,認 識 の 方が,マ スコ ミの助長 で先行 し,内 部 の 検 討 が立 遅

れ てい る こ となの か,は 別 と して,海 外 関 係企 業 の海外 情報処 理 対策 の樹 立 が 目下 の急 務

となつ て い る こ とだ けは断 言 で き よ う。

ところで,認 識 と対 策 の かみ合 いで,注 目さ れ る ことは,第1に 「不可 欠 」と答 えた グ

ル ープでは,さ す が に 「実施 中 」(対 策 済)の ウエ イ}が たか く,グ ル ープ の25%(約

1/4)に の ぼつ てい る。反面,「 考 え て い ない 」組 や 「不 明 」組 は,5%と きわ め て少

な い。 と ころが 「沢 山ほ しい 」 「あっ た方 が よい 」 と答 え たやや 消極 組 で は 「検討 中 」が

半 ば を占 め るの を別 と して,否 定 的 な ものの数 が そ れぞ れ18%,32%と きわめ て高 く

な つ てい る点が対 照的 で あ る。全 体的 な行 動 の立 遅 れ は,と もか く,や は り認 識が 高 い企
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業 に お い て,対 策が はつ き り してい る とい うこ とは 全体 的 にみ て 明 らかで あ る。残 る問 題

は,「 検 討 中 」 と答 えた ものが,何 時 の 時点 で,ま たは,何 時迄 に対策 を決 定 す るか とい

うこ とで ある。 「検討 中 」の約200社 か ら・t無策(対 策な し)と い う結 論 が 出る可能 性

す らある といえ よ う。

対 策 の 一 つの現 われ と して,社 内 に 海外情 報 を専 門的 に取 扱 う機 構 をつ くる こ とが あげ

られ る。

っ ぎにそ れ をみ て み よ う。

(2)認 識 度 と内部専 門(情 報 処理)部 門設置 の関 係

内部 専 門部 課 の設 置 につ い ては,表3.11に み る とtsり,全 回答 の ほぼ半 数が 既設 と答

え てお り,情 報 処理 対 策 につい て経討 中 と してい る もの が過半 数(全 体 の2/3)に 及 ん

で い る こ とと若干 矛盾 が 感 じられ るが,従 来 か ら設 置 してい た と ころが 多 い こ と,こ の設

置は,対 策 の ご く一 部 と考 え られ てい る こと などを考慮 すれ ば一 応 の説 明が つ くで あ ろ う。

表3.11専 門 部課 設置 と認 識 度 の 関係

＼ ∬の・部澱 置
既 設 増設希望 新設希望 不必要 検討中 不 明

その他

共 計Hの ・情報認祠
一

不 可 欠 109 6 35 11 25 7 199

沢 山 28 1 15 4 11 4 73

あつ た方が よい 14 0 10 3 7 6 44

な く て も よい 0 0 0 0 0 0 0

不 明 0 0 1 0 1 1 3
・

そ の他 共 計 161 7 65 18 45 20 329

対 策済 は20%,専 門部課 は50%と い うことで あるか ら,差 引30%は,専 門 部課 の

配備 を情 報処 理対 策 と考 えて い ない とい うことに な る。

「不 可 欠 」,「 沢 山 」,「 あつ た方 が よい 」とい う認識 度順 で,「 既設 」の ウエ イ}を

み る と,そ れぞ れ55%,38%,32%と 順 次低 下 している。 これ は,認 識 力徹 底 して く

る と,専 門部 課が 必要 となつて くる関係 が み て とれ よ う。 「新 設 希望 」の ウエイ トが 逆 に

17%,20%,22%と 順 に高 くなつ て い るのが 注 目 され るが,こ れ は 「不 可欠 」 と回

答 した ものは,す でに充 分 な配 置が 完 了 してい るか ら,新 設の 余地 が少 な い こ とが主 た る

理 由で あ ろ う。

「不 必要 」,「 検討 中 」,「 不 明 」な ど,部 内配 備 に否定 的 も し くは消 極的 な考 え方 を
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もつ ウエ イ トが これ また認 識 度 の低 下 に平行 して,22%,26%,37%と 逆 に 上昇 し

てい る こ とは当 然 とい え よ う。

(3」 認 識度 と対外 依存 との関 係

っ ぎに,情 報 の認 識 度 → 情報 対策 の樹立 →情 報 収集等 の対外 依 存 の 問題 とな る 。

海外 の手 足,自 己 の ル ー},さ らには,出 版 物,マ ス コ ミを通 じての情 報収 集 の 状 況は

す で にみ た とお りで,残 るル ー}は,専 問 の情 報 提供機 関 の利用 ヅ す なわ ち対 外 依 存 の道

で あるが,こ の ル ー}に よる情 報 は,ご く,機 密 を要 す る もの,自 己開発 入手 の方法 しか,

収 集 の手 段が ない もの,他 よ り収 集 した もので は信漏 性 が ない もの,ご く特 殊 で提供 機 関

も取 扱 わぬ情 報 な どは除 外 せ ざ るを得 な いので あつ て,一 般的,普 遍 的、基 礎 的 な公 開情

報 に 限 られ るで あ ろ う。

こ うした情 報 まで,す べ て,自 己の力 で収 集,整 備,保 管す る こ とは,人 員,経 費,ス

ペ ース,時 間,能 率 な どの点 で す こぶ る不 合理 で あ る と考 え始 め た企業 は か な り多 い と思

われ てい るが,ア ン ケ ーbの 結果 で も,全 回答 の48%が 対外依 存 を決定 し,20%が 将

来,そ う した方 針 を希望 して お り,7割 近 くの肯 定 が示 されて い る 。一 方,2割 以 上が 検

討 中 であb,1割 近 くが こう した傾 向 に対 して,反 対 ま たはK明 と と して い るが,大 勢 は,

予 想 どお りとみて よいで あろ う。

表3.12に み る よ うに 認識 度 と対 外 依存 方針 の両者 は並行 して お り,全 体 と してみ ると,

きわ めて相 関 が 高 い といつ て よい。

表3.12情 報認 識 度 と対 外 依存 方 針 との関係

＼Hの ・姻 依存方針
依存決定 依存希望 検討中 自力処理 不 明 その他共計

皿の・情鵜 識度 ＼

不 可 欠
110

(55%)
32

(15%)
44 5 1 199

沢 山
26

(35%)
19

(27%)
19 4 2 73

あつた 方が よい
17

(39%)
10

(22%)
7 5 2 44

な く て も よい 0 0 0 0 0 0

不 明 0 0 0 0 3 3

そ の他 共計 159 65 70 16 12 329

(注)()内 は右欄の計に対する割合
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3.3一 般 情 報 の 対 外 依 存 態 度 の 分 析

対 外依 存 の態 度(方 針)が,認 識 度 と強 い関連 を もつ てい る点 は,前 節で 指摘 した ところで

あ るが,こ の点 は,情 報供 給 機 関 に とつて'も つ と も重要 な点 で ある の で,さ らに詳 し く他 の項

目 との関 連 を さ ぐつ てみ よ う。

3.3.1対 外依 存 と業種 の 関係

対外 依 存 を決定 した もの の比 率 は表3・13の とお りで,コ ンサ ル タン ト69%,製 造業

50%,商 社38%,建 設 業30%と なつ てい る。

海外 進 出意欲 が 未 だ しの感 が あ る建 設 業 を除 くと商 社 の4割 以 下 が と くに低 く感 じられ る

が,海 外の 出先 の 有無 や認識 度 な ど につ い て,前 節 で みて きた商 社 と製 造業 の相 違 点は こ こ

に も現 われ てお り,製 造 業 の強 い情報 需要が 看 取 され る。

表3.13業 種別 にみ た情 報 の対外 依存

(単 位=%)

＼
1の4情 報の

対外依存 依存決定 依存希望 検討中

'

自 力 不 明 その他共計

1の・ 難 ＼

19 11 12 4 2 50

商 社
(38) (22) (24) (8) (4) (100)

116 45 50 12 9 234

製 造 業
(50) (19) (21) (5) (4) (100)

3 1 5 0 0 10

建 設 業
(30) (10) (50) (o) (o) 〔100)

11 2 2 0 0 16

コ ン サ ル タ ン}

(69) (12) (12)' (o) (o) (100)

159

.

65 70 16 12 329

その他 共計
(48) (20) (21) (5) (4) (100)

1

対外 依 存 の希望 数 の ウエ イ トは,商 社 の 方が高 いが,こ れ を加 え てみ て も,商 社 の60%

に対 して製 造業 は69%,コ ン サル タン}は81%と な つて い る。

この業 種 別 をさ らに資 本 規模 別 にみ たのが 表3.14で あるが.こ れ をま と めてみ る と,表

3.15と な とo
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表3・14業 種 別,規 模 別 にみ た対 外 依存 (企業数)

業 種 規 模 別
対 外 依 存 方 針

計決 定 希 望 その他

商 社

1億 円以上

1千 万 ～1億 円

1千 万 円以 下

8

6

5

5

4

2

11

2

6

24

12

13

計 19 11 19 49

製 造 業

1億 円以 上

1千 万 ～1億 円

1千 万 円以 下

95

12

9

38

11

4

50

0

5

183

23

18

計 116 53 55 244

建 設 業 1億 円以上 3 1 6 10

コン サ ル タ ン}

1億 円以 上

1千 万 ～1億 円

1千 万 円以 下

4

7

0

1

0

1

G

1

0

5

8

1

計 11 2 1 14

全 業 種 計

1億 円以上

1千 万 ～1億 円

1千 万 円以 下

110

25

14

45

15

7

67

3

11

222

43

32

計 149 67 81 297

表3.15業 種別,規 模 別 にみ た対外 依 存

(単 位=%)
|

業 種 規 模
対外依存

決 定 済

対外依存

希 望

検討中また

は自力処理
その他

商 社

1億 円 以上

1億 円 以下

33

44

21

24

46

32

0

0

計 38 22 12 28

製 造 業

1億 円以 上

1億 円以 下

52

51

21

37

27

12

0

0

計 52 23 25 0

建 設 業 1億 円以 上 30 10 60 0

コ ン サ ル タン}

1億 円以 上

1億 円以 下

80

78

20

10

0

10

0

2

計 79 15 6 0

全 業 種 計

1億 円以上

1億 円以 下

50

52

20

29

30

19

0

0

計 50 22 27 1
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全業種 を規 模別 にみ る と,対 外依 存決 定 では,「1億 円以 上 」 「以 下 」共 に50%内 外 で

等 しいが 「対外 依 存 希望 」では 「1億 円以上 」の20%に 対 して 「以下 」が29%と ・ 中小

規模 に ウエ イ}が 高 く,「 検討 中 また は 自力処 理 」の比 率 は ・ 「以上 」の30%に 対 して・

「以 下 」は19%と 著 しく低 い。 これ を要 す るに,「 対 外依 存 決定 済 」で は ・規模 の大小 に

は関 係 な く,ほ ぼ半 ば を 占め てい るが,今 後 の方 向 と しては 「1億 円以 下 」の方 が・対 外依

存が 強 く示 さ れ てい る。

「決定 済 」の場 合 を,業 種 別,規 模 別 に み る と,製 造業 では規 模 の差 が な く・商社 で は

「以 下 」が とくに高 い。 「検討 中 」や 「自力 処理 」で は,商 社,製 造業 ともに,「 以 上 」が

圧 倒 的 に高 く,上,下 の格 差 は,製 造業 が大 きい。 「対 外依 存 」の 「決定 」と 「希望 」を含

め ると,商 社 で は 「以 上 」が,54%,「 以 下 」が68%,製 造 業 は「以h」 が73%,「 以

下 」が88%で,共 に 「1億 円以 下 」の企業 が 対外 依 存 の傾 向 を強 く示 してい る。

と くに注 目 しな けれ ばltら ない点は,大 規模 な商 社 が46%と,半 ば近 くが 「検討 中 また

は 自力処理 」に こだ わ つて い るの に対 し,製 造 業で は,52%と 過 半 数 が 「依 存決定 」・

21%が 「依存 希望 」で,「 検 討 中 また は 自力処 理 」は27%と 全 体 の3分 の1以 下 を示 し

て い る ことで あ る。

3.3.2対 外依 存 方針 と自力調 達 の将 来 に対 す る考 え方の 関係

表3.16は,対 外 依 存 と 自力調 達 の見 とteし との関係 をみ た もの で あ るが,「対外 依存」,お

よひその「霜 割 あ?)a±て全 回答 の2/3を 占め た と同 様 に,こ こで も大半 が 自力調 達 の減 衰 を

回答 す る もの と予想 して いたが,こ れ を裏 切 っ て1「減 少 」 と 答 え た もの は4割 に満 た ず

(39%),「 変 化 な し」が26%,「 不明 」が10%,さ らに 「増 加 」を予 想 して い る も

のが,21%も あつ た。 この点 は,① 設 問が 不 徹底 で 「必要 情 報 の 自力処理 」を前 聞の一般

情 報以 外 の もの と解 釈 したた め,② 処理 を,情 報 入手後(対 外 依 存 の数)の 内部 処理 と解釈

したた め,な どの原因 で この よ うな結果 に なつた もの と考 え られ る。

しか し,詳 細 に内容 をみ る と 「決 定済 」の3分 の1以 上,「 希 望 」の半ば,「 検討 中 」の

ほぼ半 ば は将来 の 内部 処 理 減衰 を予 想 してお り,「 自力 」の半 ば もや は り・ 「変 化 な し」と

みて い る。今後 自力調 達 が増 加 す る と回答 した ものが 過 半数 を持 ちえ なかつ た こ とは 注 目す

る必要 が あろ う。
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表3.16対 外依存方針 と自力調達の将来に対する考え方の関係

Hの5自 力調達に対する
考え方

』羅翻 身
減 少

変 化

な し
増 加 不 明

その他

共 計

依 存 決 定 57 43 39 13 159

依 存 希 望 34 12 11 5 65

検 討 中 34 19 11 5 70

自 力 1 8 3 4 16

不 明 3 4 1 5 12

そ の 他 共 計 129

|

87 68 32 329

3.4情 報 供 給 機 関 利 用 の 態 度

専 門情 報 供 給(提 供)機 関 の利用 に対 して,回 答 者が 如何 な る態 度 を示 す かは,本 ア ンケ ー

}の 焦 点 の一 つ に なつて いた が,利 用 に対 す る態 度 は,僅 か な否定 的 な回答 を除 き,肯 定 的 な

が ら積極,消 極 のは つ き り した対 立 を示 して いる点 は注 目さ れ る。

す な わ ち,「 大 い に利 用 」 と答 え た もの は,75社 で,全 回答 の23%,「 で きる だけ利 用 」

は,90社 と28%を 示 したの に対 して,「 ケ ース ・バ イ ・ク ース 」と答 えた ものは,77社,

24%,「 将 来 検討 」,す なわ ち,現 在 にお け る予 想 や判 断 を否定 す る,い わ ゆ る無 関 心派 は,

75社,23%で,積 極,消 極 両意 見が 対立 してい る。

こ う した利用 態 度 は,さ らに分析 し て み る必 要 が あるが,ま ず,業 種 別 か らみ て み よ う。

3.4.1業 種 別 の 利用 態 度

表3.17を み る と,商 社 で は,「 大 い に利用 」 「で き るだけ利 用 」は19社 にす ぎない の

に対 して,「 ケ ース ・バ イ ・ケ ース 」と 「将来 検討 」は,あ わせ て28社,全 体 の56%と

圧 倒 的 な シエ ア ーを 占め てい る。

この 関係 は,製 造業 では 逆で,前 者 の125社 に対 し,後 者 は107社 で,46%し か ウ

エ イ}が な い。製 造業 が利用 態 度 を強 く示 してい る点 が注 目され る。 また商 社 では ,「 将 来

検 討 」が最 大 の ウエイ}な の に,製 造業 は 「大 いに利用 」が,63社 で,「 で きる だけ利 用 」

を,僅 か1社 では あ るが,お さえ て,Fツ ブに立 っ てい る ことに も強 い製 造業 の姿 勢が うか

が われ る。 また,建 設 業 は,過 半数 が消極 派で 占め られ,コ ン サ ル タン トでは,積 極 ・消極

が ほぼ 半 ば つ つ の組合 せ となつ て い る。
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表3.17業 種 別利 用 態度
一

＼Hの ・朋 離
大いに

利用

できる
だ け
利 用

ケ ー ス

バ イ

ケ ー ス

将 来

検 討

利 用

しない

不 明
その他

共 計剛 難 ＼

商 社 8 11 11 17 2 1 50

製 造 業 63 62 56 51 1 0 234

建 設 業 0 3 5 1 0 0 10

コ ン サ ル タ ン ト 1 7 e2 4 1 0 16

その他 共計 75
'

90 77 75 5

1

1 329

↑

(
積

極

・
上

位

)

↑

(
積

極

・
下
位

)

↑

(
消

極

・
上

位

)

↑

(消

極

・
下

位
)

↑

(
否

定

)

3.4.2規 模 別 の利用態 度

業 種 別 にみ た利 用 態度 に か な りの差 が ある こ とは,前 項 で指摘 した とお りで,積 極 的 な利

用 態 度 は製 造業 に強 く現 れ てい る点が 注 目され た が,こ の 区分 を さ らに詳 しくみ て,そ れぞ

れ の業種 別 を,資 本 規模 別 に まで掘下 げ て表示 した のが表3.18で あ る。

まず,業 種 計 でみ る と 「大 い に利用 」と答 え た ものは,大 規模(1億 円以 上)の 場 合 には

222社 中の54社24%,に のぼ つ て お り,中 規模(1千 万～1億 円)の43社 中10社

の23%よbや や 高 い。 ・」・規模(1千 万 円以 下)の32社 中5社,16%は,前2者 に比 べ

急 激 な低 下 となつ てい る。

つ ぎに 「で きる だけ利 用 」 と答 え た ものは,大 規模 で30%(66社),中 規 模で21%

(9社)さ らに小 規模 で5社(16%)と,順 次低下 してお り・大 企業 が よb強 い利用 態度

を示 す とい う典 型的 な ケ ース となつ てら る。

「ケ ース ・バ イ ・ケ ース 」に なる と,大 規 模22%,中 規模19%,小 規模38%と,小

規 模に お け る ウエ イ}が と くに大 き く,「 将来 検討 」では,大 規模23%,中 規模35%,

小 規模25%と なb,中 規模 の ウエ イtが 最 大 とな る。

これ らを組 合 せた表3.19に よ る と 「大 い に利用 」 と,「 で きるだ け利用 」の合 計(す な

わ ち,積 極 的 利用 態度 を持 っ てい る もので み る と,大 規模 は110社 で,54%(こ れ に対

して消極 利用 は44%),中 規 模 は19社 で,44%(同 上53%),小 規 模 は,10社 で,
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表3.18利 用 態度 の業種 別 ・資本規 模 別 比較

資 本 金 できるだけ ケ ー ス ・パ

業種別 大いに利用 将来検討 利用 しない その他共計
規 模 別 利 用 イ ・ ク ー ス

商 1億 円以 上 6 7 4 6 0 24

1千 万～1億 円 1 3 3 5 0 12

1千 万円以下 1 1 3 6 2 13

社 不 明 0 0 1 0 0 1

計 8 11 11 17 2 50

1億 円以上 48 55 38 41 0 183

製 1千 万 ～1億 円 8 3 4 8 0 23

造 1千万円以下 4 3 9 2 0 18

業 不 明 3 1 5 0 0 10

計 63 62 56 51 0 234

建設業 1億 円 以上 0 3 5 1 0 10

;
1億 円以 上 0 1 1 2 0 5

元
1千 万 ～1億 円 1 3 1 2 0 8

5
1千 万 円以 下9 0 1 0 0 0 1

} 不 明 0 2 0 0 0 2

計 1 7 2 4 1 16

上 1億 円以 上 54 66 48 50 1 222

記 1千 万 ～1億 円 10 9 8 15 0 43

の 1千万以下 5 ,5 12 8 2 32

A

計 不 明 3 3 6 0 0 13

計 72 83 74 73 3 310

その他 一 3 7 3 2 1 .19

総 計 75 90 77 75 4 3.29
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31%(同 上63%)と な る。表3・20に ま とめ てみ る と規 模の 低下 に従 い,積 極,消 極 の

両態度 の ウエ イ トの 交代 が は つ き りと現 れ て くる点 が注 目され る。

表3.19規 模別 に お け る利 用 態 度

(単 位=%)

利用態度

規模
積極利用 消極利用 規模別計

大 54 44 100

中 44 53 100

小 31 63 100

中 小 計 39 58 100

っ ぎに,・「大 いに 利用 」と答 えた もの72社(3社 の 規模別 不 明)を 規 模別 に み る と,大

ヒ75%
,中14%,小7%で,全 体 の4分 の3が 大 規模 に よつ て 占 め られ てい る。 「で きる

だけ利 用 」は,大80%,中11%,小6%と な り,8割 が大 規 模 で 占め られ る。

と ころが,「 ケ ース ・パ イ ・ケ ース 」では,大65%,中11%,小16%と な り,ま た,

「将 来検討 」では, 、大68%,中21%,小11%と,大 規 模 の 占 め る比重 は ・・ともに7割

に達 して いない 。

これ を ま とめてみる とつ ぎの 表3.20の とteり で積 極利 用 の大,中 小 の比 率は8対2,消 極

表3.20規 模 別 に み る利 用 態 度(%)

1

利用態度

規模
、

積 極 利 用 消 極 利 用

「大いに
利用 」

「できるだ
け利用 」

計
「ケ ース ・バイ

ケ ース 」

「将 来

検 討 」'
計

大 75 80 (78) 65 68 (67)

中
'14

11 (12) 11 21

、

(16)

小 7 6 (6) 16 11 (14)

(中 小 計). 21 17 (18) 27 32 (3q)

総 合 計 100 100 (100) 100 100 (100)

利用 では7対3と な り,こ れ また 大企 業 の積極 性 が特 徴付 け られ るので ある。
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以 上 の ように大 企業 の積 極 性 を さ らに は つ き りさせ るため,業 種 別 を加味 してみ よう。

表3.21業 種 別 に お け る利用 度

利用態度

業種規模

恥
「大いに
利用 」

(B)

「で きるだ

け利 用 」

、㈹+(B}

計
㌧

(o

「ケ ース ・パイ

ケ ース」

o))

「将 来

検討 」

(0+(D・

這う
没

大 ・

商 社{
中小

6(25)

2(8)

11(29)

4(16)

13(54)

6(24)

4(17)

6(24)

6(2の

11(44)

10(42)

17(68)

大
製 造 業{

中小

48(26)

12(29)

55(30)

6(15)

103(56)

18(44)

38(21)

13(32)

41(23)

10(25) ,

89(44)

23(56)

イ

建 設 業{大 0(0) 3(30) 3(30) 5(50) 1(10) 6(60)

笥 ㌫
o(o)

1(11)

1(20>

4(44)

1(20)

5(55)

1(20)

1(11)

2(40)

2(22)

3(60)

3(33)

(注) ()内%,横 櫛 の計=100%

表3.21に よる と商社 で は,大 企 業の54%は 積 極 態度,42%が 消極態 度,中 小 企 業 で は,

24%が 積 極,68%消 極 となつ て お り,大 ・中小 企業 の利 用態度 にか な りの差 が 示 さ れ る。

これが,製 造業 に なる と,大 企業 の56%は 積 極 で 残 り44%が 消極 と;商 社 の大 企 業 と余

り変 化が ない 。 しか し中小 企 業で は44%が 積 極,56%が 消 極 で,商 社 の 中小 企 業 の場 合,

24%対68%で,消 極 態度 の ものが 圧 倒 的 な ウエ イFを もつ てい た点 と,大 分趣 き を異 に

して い る 。

コ ンサ ル タン トの 中小 企 業 では ,55%対33%と 中小 企業が積 極 的 で あ る こ と も注 目さ

れ る。 これ に対 して,建 設 業 ・コ ンサ ル タン}は,共 に大企 業 の大 半(60%)が 消極 派 に

属 して い る点は 対 照的 で あ る。

そ こで,そ れぞ れ のグ ル ープの中で,利 用 の態度 でパ ーセ ン}の 大 きい順 に な らべ て み る

と,表3.22の とk・bで,積 極 利用 が 過半 数を 占めているのは大規模 の製 造 業 と商 社 にす ぎな

いo

これ を要 約 して み る と,製 造業 と商 社 の 大企業 の過 半数 が積極利用を打 出 して い るほ か は,

建 設業,コ ンサ ル タン トの大企業,全 業種 を通 じて 中小 規模 の過半 数 は利 用 に 消極 的 態 度 を

示 して いる ことが判 る。 その結 果,前 段 で述 べ た大 企 業 全体 の54%が 積 極利 用,中 小 企業

の58%が 消極 利用 とい う態度 の差 に収 徹 す るの で ある。
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表3.22業 種別 ・規 模 別利 用 態度 との 関係

業 種 規 模 利用態度 %

商 ・社 中 小 消 極 68

建 設 業 大 消 極 60

コ ン サ ル タ ン ト 大. 消 極 60

製 造 業 中 小 消 極 57

製 造 業 大 積 極 56

コ ン サ ル タ ン ト 中 小 積 極 55

商 社 大 積 極 54

製 造 業 中 小 積 極 44

製 造 業 大' 消 極 44

商 社 大 消 極 42

建 設 業 大 積 極 30

商 社 中 小 積 極 24

3.4.3認 識 度 と利用 態 度 との関 係

表3.23は 情報 に 対 す る価値 認識 と利 用態 度 の 関係 をみ た もの で あ るが,利 用 態度 が 消極,

的 で慎 重 な姿勢 を示 して い る回答 者 の ウエイ ト,す なわ ち,「 ケ ース ・バイ ・ケ ース 」 と

「将 来 検 討 」と答 えた ものの ウエ イ}は,「 不可 欠 」,「 沢 山 」,「 あつ た方が よい 」 とい

う認 識度 の 低 下に 従っ て,41%,52%,57%と 順次,上 昇 してい る点 か ら,利 用 態 度

は,正 に,認 識 度 に並 行,比 例 して い る もの と考 え'られるの で ある。 この組合 せ の中 で 「不

可 欠 」と答 え た ものの うち 「で き るだ け 利用 」が64社20%と 全 体 の5分 の1と 最高 で

「大 い に利 用 」の51社 を しのい で い る点 は,「 認識 が 強 くて も,ま だ積極 利用 を打 出せ ぬ

迷 いが あ る 」とい う面 を裏 書 き して い るの で は あ る まい か。



一55一

表3.23情 報(価 値)認 識 と利 用 態度

∬の7利 用

態度

nの1

認 識度

大いに

利 用

できるだけ

利 用

ケ ー ス ・バ イ

ケ ース

将 来

検 討

利 用

しない

その他

共 計

不 可 欠 51 64 37 45 2 199

沢 山 18 16 22 16 0 73

あつ た方が よい 6 9 15 10 3 44

な く て も よ い
00

0 0 0 0 0

不 明 0 1 1 0 0 3

そ の他 共計 75 90 77 75 5

3.4.4対 外依存方針と供給機関利用態度との関係

さきに,各 企業における一般情報の対外依存方針をみてきたが,現 実に供給機関が出現 した

場合の利用態度 と如何なる関係にあるかをつぎにみてみよう。表3.24は,対 外依存の方針

か らみた区分と供給機関利用態度の区分の組合せであるが,結 論か らいえば,依 存方針をは

つきり打出した企業の利用態度が最 も明確な相関を示しているということが看取される。す

なわち「依存決定」の159社 のうち57%の90社 は,積 極利用の「大いに利用 」「でき

るだけ利用 」と積極的利用態度を示 しているのに対し,「 将来依存希望 」65社 中,積 極利

表3.24対 外依存方針と利用態度の関係

1

の7
利用態度

nの4
対外依存

大いに

利 用

できるだけ

利 用

ケ ー ス ・バ イ

ケ ース

将 来

検 討

利 用

しない

その他

共 計

依 存 決 定 50 40 33 32 2 159

依 存 希 望 17 19 13 15 0 65

検 討 中 7 26 19 18 0 70

自 力 0
0

2 7 5 2 16

不 明 0 2 5 3 2 12

そ の 他 共 計

1

75 90 77 75 5 329
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用 は,36社55%と 若 干 低 下 し,さ らに 「検討 中 」の場 合 では,70社 中33社 す なわ ち

48%し か積 極 的利 用 態 度 を示 していな い。 ま して 「自力 で や る 」 と答 えた ものの,積 極 利

用 は きわ め て少kく,2社,12%に す ぎないの で あ る。

さ らに 「ケ ース ・パ イ ・ケ ース 」まで含め,と もか く利 用 す る態 度 を示 してい る ものの 合計

は,「 依 存 決定 」 と答 え た ものの73%,「 依存 希望 」の75%,「 検討 中 」の74%と 共

に高 いが,さ すが に 「自力 」で は56%,「 不 明 」で は60%と 低下 が み られ る。

全 体 と して眺め る と,対 外 依存 を決定 して い るもの は,全 回答 の ほぼ 半ば を占 め ているが,

利 用 態度 を はつ き り うち 出 した企業 は,そ の6割 弱 にす ぎず,「 大 い に利用 」す る と回答 し

た ものの み ではそ の3割 足 らず に止 ま っ てい る点が 注 目され,全 体 の考 え方 と して徐 々に対

外 依存 の 方 向が浸 透 しっ つ ある もの の,具 体 的 に専 門機 関 を利用 しよ うとす る前 向 きの 態度

につい て は,か な りの慎 重 さ が うか が われ る。

3.4.5コ ン ピュ ータ設 置 利用 と利用態 度

供 給機 関利 用 とコ ン ピュ ータ利 用 との関 係 をみ る と表3.25の とお りで,「 大 い に利 用 」

の56%,「 で き るだ け利 用 」の54%,「 ケ ース ・バ イ ・ケ ース 」の48%,「 将 来検討 」

の49%は,す で に ゴン ピL－ 夕を設 置 してい る企 業 で あ る ところ か らみ ると,コ ン ピュ ー

タ利用 は 共 給機 関利 用 と,か な り相関 してい る面が み られ る。

の7供 給

機 関

1の12コ

ン ピュ ー タ
、

大いに

利 用

できるだけ

利 用

ケ ース ・パ イ

ケ ー ス

将 来

検 討

利用 し

な い

その他

共 計

既 設 利 用 42 48 37 37 1エ 168

導 入 希 望 14 16 13 13 1 57

必要 と思 う 12 14 15 5 0 46

不必要 と思 う 0 0 0 1 0 1

考 え て いな い 6 7 6 14 3 36

不 明 0 3 3 4 0 10

そ の 他共 計 75 90 77 75 5

1

329

コン ビa－ タを 「必要 と思 わ ない 」また は 「考 え てい な い 」企業 が37社 あ るが,こ の う

ち28社 は,専 門機 関利 用 に消極 的 で あ る点 も,上 記 の相 関 を強 く感 じさせ る。

いず れ にせ よ,コ ン ピュ ータ矛岨 中の168社 中,積 極 的 に専 門機 関 を利 用 し よう とす る

ものが,90社 と過 半数(54%)を 占め てい る点,さ らに コ ン ピュ ータ導 入 希望 の場 合,必
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要 と思 う場 合 で も,や は り過半 数 を占 めて い る点 は,両 者 の相関 を裏 付 け る もの といつ て よ

か ろ う。

3・4.6供 給 機関 利用 の態度 と情 報 購入(対 価 支払)の 判 断基 準

まず,判 断基 準 の回答 を単 純 に 眺め てみ る と,表3.26の とtebで,回 答総 数329社 中 ,

283社 が 内容 を第1位 に推 してい る。 これは 圧倒 的 な ウエイ トで ,そ の 比率 は86%に 達

してい る。

表3・26情 報購 入(対 価支 払)の 判 断基 準の順 位

順位

基準
第1位 第2位 第3位 第4位 第5位 計

値 段 14 ◎ ⑦ ○ 8 228

内 容 ⊂⊃ 18 9 2 0 312

入 手,簡 便 さ 6 23 ○
・③

12 166

入手 までの時間 10 ⑭ ○ Qジ 6 189

入 手 の形 態 3 8 9 2P ○ 115

不 明
そ の 他

1 0 0 0 0 1

他 の項 目を1位 に もつ て きた 回答 で は,「 値段 」が,こ れ につ ぐが,僅 か5%足 らずに止 ま,

つ て い る。第2位 では,「 値 段 」が127社(39%),「 時 間 」が108社(33%)と

な つ てk・b,値 段 の優 位 が看 取 さ れ る。第3位 で は,「 値 段 」が 最 高 なが ら「時 間 」 「簡 便 」

が 追 っ てtsり,第4位 で も,こ の3者 が 伯 仲 して い る。第5位 は 「形 態 」が2割 以 上 で,こ れ

もポ ジ シ ョンが確 定 してい る。 つ ま吻 「内 容 」「値 段 」 「時間 」 「簡 便 」 「形 態 」の順 位 が

大 方 の意 見 として くみ とれ るので あ る。

ところ で利用 態 度 と判 断 基 準 の関係 で あるが,後 者 の設 問が選 択 で は な く,順 位 で悉 皆 記

入 の た め,組 合 せ が,き わめ て複雑 で表 示 で きな い。 「大 いに利 用 」 と答 え た もの め87%,

「で きる だけ利 用 」91%,ク ース ・バ イ ・ケ ースの86%「 将 来検 討 」の90%が 「内 容 」

を最 高 の判断 基 準 と してい る。第1位 に おい た283社 の 内訳 をみ る と,「 で きるだ け利 用 」

が最 大 で29%,つ いで 「将来 検 討 」24%,「 ク ース ・バ イ ・ケ ース 」23%,「 大 い に

利用 」23%と なつ てい る。

これ らに よつ てみ る と 「で きるだけ 利 用 」 と答 え た もの が 最 も強 く,「 内 容 」の 基 準 を

主 張 して お り,こ うした供 給機 関 の設 立 と内容 充 実 を期待 してい るのは との層 で は ない か と

い う感 が 強 い。 「将 来検討 」と答 え た もの も,こ の辺 の事情 よ りみ る と 「内 容 」へ の期 待 が
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か な り強 い と み て よか ろ う。

3.4.7情 報 供 給機 関利用 の態 度 と需 要情 報 項 目の重 要 度 との関 係

情報 供 給機 関に対 しては,前 述 した よ うに製造 業 な らび に商 社の 大企業 が 強 い期 待 を示 し

てい るが,こ う した期待 が,実 際 の情 報 内 容 に どの よ うに反 映 してい るか をつ ぎにみ てみ よ

う。

表3.27は,ア ン ケ ー}第 薗部 に お い てA・B・C印 を付 した もの を,ア ン ケ ートagli部

の7(海 外 情報 供 給機 関 に対 す る利 用 の態度)の 回答 を 「大 い に利用 」,「 で きるだ け利用 」

「その他 」に分け た もの と組合 わせ て み た もので あるが,A印(常 時,手 元 に欲 しい)の 総

数1.284中,42%は 「大 い に利用 」と答 えた もの に よb付 され てい る。以下27%は

「でき るだ け利用 」31%は 「そ の他 」に よる もので あ る。以下 同様 に して,B印 の場 合 は,

35%,31%,34%,C印 の場 合 は,22%,31%,47%と な り,C印 の場 合 で は,

利用 態 度 に消 極 的 な ものが,か な りの シ エヤ ーを 占め てい る ことが判 る。

これ らを,1企 業 当 りのA.B.C印 を付 した平 均数 で み る と,つ ぎの表3・28の とお り

表3.27ア ン ケ ー}第 工部 に お け る調 査 項 目別 重要 度(A.B・C)と

専 門情報 供 給機 関利用 態度 の関係

H-7の 回 答 内 訳

重要度 総 数
「大いに利用 」 「で きるだけ利 用 」 「そ の他 」

<3> <7> <4> <2>

Aの 数 1,284 533 350 401

(ioO) (42) (27) (31)

〈8> 〈12> <9> <5>

Bの 数 2,558 931 816 911

(100) (35) (31) (34)

<19> 〈18> <22> 〈18>

Cの 数 6,227 1,356 1,942 2,979

(100) (22) (31) (47)

10,219 2,820 3,108 4,291

上 記 計
〈31> 〈38> 〈35> 〈21>

A.B.Cの いつ

れ も付 さぬ数
8,773 1,510 2,042 5,221

皿の7の 回答 者
の数

329 75 90 164

(注)()内 は%,〈 〉 内 は1企 業 の平 均 記入数
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で,や は り 「大 い に利 用 」が,1企 業 当 り38ヵ 所,「 で きるだけ 」組 が35ヵ 所,Aま た

はB・C印 の いつ れか を記入 したの に対 し,「 そ の他 」は21ヵ 所 にす ぎず,記 入 につ い て

表3.28調 査項 目別 重要 度 と利用 の態 度(平 均記 入数)と の関係

利用態度

重要度
「大いに利用 」 「できるだけ利用」 「そ の 他 」

A 7 4 2

B 12 9 5

C 18 22 18

計 38 35 21

も「そ の他 」が,か な り数 を しぽ つ て記 入 した事 実 が明 か で ある。 また,A.B.C印 別 に

み る と 「大 いに利 用 」は,A.B.C印 を19%,32%,49%,と 分 け て記 入 してfob,

「で きるだ け利 用 」は,11%,26%,63%,「 そ の他 」は,9%,ゴ24%,67%と

なつ て いる。 す なわ ち,積 極 的利 用 態度 を強 く示 した組ほ ど,Aま たはBの ウエ イ}が 高 く

なつ てお り,重 要項 目指定 に も積 極 的姿 勢 が うかが われ る。

これ をさ らに調査 項 目の グル ープ別 に してみ たのが 表3.29で あ る。 「大 い に利用 」は,

①,②,⑤,⑥ で平 均1ケ 所以 上,Aを 付 して い るが,「 で きるだ け利 用 」は,②,と ⑥,

のみ,「 そ の他 」は皆 無で ある。

Bに つい ては,「 大 い に利用 」は①,②,⑤,⑥,平 均2ケ 所以 上,B印 を付 してい るが,

「で きるだ け利用 」は②,⑥ で,「 そ の 他 」は2ケ 所以 上 は 皆無 で あ る。

Cの 場 合 は,「 大 いに利用 」が,①,②,③,④,で,平 均3ケ 所以上,「 で きる だけ利

用 」は,① か ら⑤ の全 項 で3ヵ 所以 上,「 そ の他 」で は,①,②,⑥ で,3ヵ 所以 上C印 を

付 して い る。

ヒれ を 合計 してみ る と 「大 い に利用 」は,①,②,⑤,⑥ で,総 平 均 を 上 廻 り 「で き る

だけ利用 」は,①,②,⑤,⑥,「 そ の他 」は,①,②,⑥ でそれぞ れ総 平 均 を上 廻 って い

る。 この傾 向 でみ る と,3つ の組 は若 干 の ぐい違 いは あつ て も結 局,①,②,⑤,⑥ の グ ル

ープ項 目,す なわ ちr般 経済 事 情,一 般 貿 易 事情,企 業経 営 環境 事情,業 種 別事 情 に主 た る

ウエ イ トをお い て,重 要 度 マ ーク を記入 してい る ことが判 る。 と くに業 種 別 事情 に最 高 の ウ

エ イ トをお いて記 入 してい る点 は,上 記3組 に共 通 で ,つ いで一 般貿 易,一 般経 済 事 情 の順

になつ て い る こ とも同様 で あ る。す な わ ち,利 用 態度 の差 に よつ て,重 要(調 査)項 目別 必

要度 の順序 には 大 きな変化 が ない ことが明 らか で ある。'
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表3.29・ 調 査 大項 目別 にみ たA.B.C重 要度 記人 数 と利 用態 度 の関 係
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印
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し
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し
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を
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5

6

1
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4
ふ
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6

1

2

3

4

5

6

調 ギ査 の 大 項 目

一般経済事情

一般貿易事情

国 民 生 活

行政機関,そ の他関係機関

企業経営環境事情

業種別事情

合 計

一般経済事情

一般貿易事情

国 民 生 活
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企業経営環境事情
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2
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4.取 引形態か らみfc情 報需要 の分析

4.1扇 まえが き

海外関係業務が増加するに伴って,こ れを円滑に運営 し.さ らに拡大していくために必要 と

される国際経済情報の量が増えて くることは当然のことといえよう。 しかしなが ら下記に掲げ

るような要因によつて個別企業の海外情報に対する関心度や需要度は異なってくるであろう。

① 海外関係業務の企業全体の業務に占めるウェイト

② 海外関係業務の内容(輸 出入取引か,プ ラン ト関係取引か,技 術取引か,資 本取引か)

③ 輸出入取引の場合における取扱商品(雑 貨㌔ 機械か)

④海外関係業務を行なっている地域の特性

⑤ 海外関係業務に対する将来の方針(積 極拡大か.現 状維持か,縮 少か)

⑥ 在外施設の有無

本章では,以 上海外関係業務と必要 とする情報の関係をさぐるため,ア ンケー ト第 皿部の個

別情報 に対 して,各 企業が如何なる反応を示 したかを分類 ・整理し,大 まかな傾向をそのなか

からつかみとり,指 摘するように試みた。その結果を要約すると以下のとおりである。

(1)企 業活動全体のなかで,海 外業務が占めるウエイ トの相違によつて.海 外情報に対する需

要 も変化をみせており,海 外取引が最大のウェイトを有 している企業 よりも,国 際化の進展

に伴い.こ れから海外取引を拡充 していこうとする企業のほうが,よ り強い需要度をみせて

いる。 これはまた,海 外取引が最大のウエイトをもっている企業一大部分が商社一が,.現在

すでに情報入手体制をかなりの程度整備 していることを示 している。

(2)海 外に支店,駐 在員,現 地法人等の情報収集手段を有している企業でも.一 般貿易 ・経済

情報 に関 しては外部機関にゆだね,自 己の情報網はできるだけ取引に密着 した情報入手に努

めようとしている。

(3)企 業が行なっている海外取引の内容によつて,そ の需要する海外情報の種類 も異なってtsり,

たとえば技術取引,プ ラント取引だけを行なっている企業の海外情報に対する需要は比較的

弱い。 これは技術内容が取引の絶対的条件 となつているからである。

他方あらゆる種類の海外取引を兼ね備え行なっている企業の海外情報に対する需要は強い。

これに該当するのは総合商社がほとん どで,自 ら情報供給の主役となつて,企 業グループ内

の情報源としての役割を演 じているか らで ある。

(4)取 扱っている商品によつても需要情報に相違がみ られる。雑貨だげを扱っている企業は貿

易に直接関係のある海外情報に対して需要が強いのに対し,機 械を取扱っている企業は企業

経営環境 といつた情報に対しより強い需要を示 している。原材料を扱う企業は輸入相手先の

一般経済 ・貿易事情に強い関心をみせている。
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(5)取 引相手地域にょつても需要情報には差異がみ られる。米国その他先進国 との取引が中心で

ある企業には,業 種別事情に強い需要がみ られる。これは一般経済 ・貿易事情に関する情報を

おおむね入手 している,あ るいは入手できると考えているからである。これと対象的に共産圏

市場との取引を中心 としている企業は一般経済 ・貿易事情に対する関心が強い。発展途上国を

相手 とする企業ではさすがに企業経営環境に関する情報に対する需要が強い。

(6)海 外関係 事業 を拡充 したいと考えている企業はとくに業種別事情に対 し強い需要をみせてい

る。これはそれぞれの企業が一般経済.貿 易事情に関する情報入手手段をある程度有 している

か らであろう。

なお,海 外関係事業について内外情勢に応じて対処 したいとしている慎重派の企業の海外情

報 に対する需要はきわめて強 く,こ れらの企業が戦略決定のために正確で多くの情報 を必要と

していることを物語っている。

4.2海 外 関 係 業 務 の ウ エ イ トと 必 要 と す る 情 報

わが 国 経 済 の国 際 化 と企業経 営 の国 際化 に と もなつ て個 別 企業 の経営 の なか で 海外関 係業 務 の

ウエ イ トは今 後 ます ま す増 加 して くる とみ られ るが.業 態 によクて 、ま た 同一 業種 で も企 業 に よつ

て その ウエ イ トの 置 き方 は異 なっ て くる。

一方
.海 外業 務 の ウ エイ トの増大 に 伴っ て企 業 経 営上 必 要 とす る海 外 情報 に対す る需要 も増 加

して くる こ とは 当 然 の こ と と推 定 さ れるが,海 外 情報 に対 する需 要 が増 え て も,企 業 経 営 に とっ

て 不可 欠 の もの に つい ては,自 社 内 で必 要情 報の入 手 に努 め,外 部 機 関 にそ の入 手 を依 存す る度

合 い は必 らず しも高 くな い場 合 もあれば,取 引 に密着 した情 報は 自社 内 で そ の収集 に当 たる もの

もある.他 方 必要 情 報 量 そ の ものがぼ う大 になつ て きてい るた め.基 礎的情 報 や加 工度 の高 い情

報,自 社 内 で入手 困 難な情 報 は外 部 機 関 に依存 してい る もの もあ る。 また 自社内 で海 外情 報入

手 の手 段 や入 手 網 を海 外 に 持 つ もの と持 た な い もの とでは,必 要 とする情 報入 手 に 当 たっ ての外

部 機関 に依 存 す る度合 い は異 なっ て くる。

そ こ で,本 節 では 先ず個 別 企 業 の海 外業 務 の ウエ イ トとその情 報 需要 関係 を検 討 する こ ととす

るo

海 外 関係 の業 務 の ウエイ トの置 き方 に つい ては,「 最 大 の ウエ イ ト」,「 きわ めて重 要」,

「重 要 」,「 そ れ ほ ど重 要 でな い」,「 僅 かな ウ エ イ ト」.「 不 明 」の6つ の カテ ゴ リー に分 け

て,そ れぞれ の カテ ゴ リー別 の企 業 が海 外 情報 の入 手,と くに外部 機 関 に依 存 す る度 合 い につ い

てみ る こ とに しよ う。

(1)先 ず 「最 大 の ウ エイ ト」 を持 っ てい る と答 え た企業 は.自 社 内 で海 外 情報 入手 の 体 制 をす で

に作 う あげ て い るか ら.あ る いは その 努 力 を払 っ て い るた め,「 きわ めて重 要 」 あ るいは 「重
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要」 と答 えた企 業 に比 べ て.海 外 情 報 の入手 を他 の供 給機 関 に依存 し よ う と す る 度 合 い はや

や低 くな つ てい る・ 海外 関係 業 務 の ウェ イ トが 最大 と答 え た企 業 の 必要 とす る情報 とそ の件 数

は,表3.1の 勾 欄の とお りで ある。





表4.1海 外 関 係 業 務 の ウエ イ トと個別 情 報 需 要'
一65-～-66一

調 査 項 目(国 別情 報)(カ ッ コ内 は例 示 事項)

A B C
1

合計 ω (B) ⑥) ω (E) (F)

.

合計 ω (B) (C) 倒 (E) (F}

.

合計1 ω (B) (c) σ)) ⑧ 旧

L

一

般

経

済

事

情

(1-1)人 口(総 人 口 ・就業 人 口 ・所 得階層 別 人 口) 5 1 2 2 0 0 0

`

23 3 11 9 0 0 0

`

137 15 45 48 7 18 1

(1-2)国 民総 生産(総 支 出 の 内訳 ・産 業部 門別 内 訳)

.

9 1 3 4 0 1 0

・

38 5 17 14 0 1 0

.

125 13 41 45 8 15 1

(1-3)経 済成 長率(過 去 の成 長率 ・今後1年 間 の 成 長見通 し) 22 4 8 6 0 3 0

.

64 7 26 26 2 1 0

1

97 9 32 31 8 15 1

(1-4)工 業生産高(業 種別付加価値構成比) 22 4 8 9 0 1 0

.

48 3 20 18 3 1 2

.

117 13 40 41 5 15 0

(1-5)国 民所 得(1人 当 り国 民所 得) 11 1 4 5 1 0 0

.

42 6 16 18 1 1 0

.

114 12 41 39 4 15 0

(1-6)貿 易額(輸 出入 額 。主要 商 品輸 出入 額) 30 3 16 9 1 1 0

.

64 8 23 23 3 2 1

1

106 13 37 34 7 14 0

(1-7)生 産(鉱 工 業 生 産指 数 ・農業 生 産指 数) 19 3 8 7 0 1 0

1

41 1 15 19 1 2 2

1

116 14 42 38 6 13 0

(1-8)国 家 予 算(予 算 額 ・財 政方 針)

1

11 0 5 4 2 0 0

.

42 5 12 20 1 3 0

,

114 12 40 41 4 14 1

(1-9)国 際 収 支(収 支 内訳 ・外貨 準備 ・為替 レー ト) 32 2 13 14 0 2 0 53 6 24 17 2 2 1

1

110 12 35 38 9 15 0

(1-10)景 気 状 況(過 去 の動 向 と現 況 ・将来 の 見 通 し)

1

50 7 20 19 1 2 0 79 9 35 22 5 4 1 91 9 27 34 6 14 0

2

一

般

貿

易

事

情

(2-1)主 要輸 出入 商品 お よび そ の対 象国 36 4 15 14 2 1 0 65 8 25 23 2 3 1 95 13 30 32 8 11 0

(2-2)対 日主 要輸 出入 商品

.

33 5 14 13 0 0 0

.

60 5 25 20 4 3 1

1

102 16 34 32 7 12 0

(2-3)主 要貿易関係団体 ・会社(主 要商工会議所 ・主要生産諸団体

主要大手商社)

.

18 2 5 9 0 1 0 58 8 24 20 2 0 1

1

105 13 38 32 7 15 0

(2-4)主 要 対 日取 引 きで主 要 な第3国 企業

.

16 4 5 7 0 0 0 62 3 28 23 3 4 1 100 15 36 31 6 9 0

(2-5)当 該国 との取 引 きで主 要 な第3国 企 業

1

17 2 7 6 2 0 0 53 5 19 24 1 3 1 107
.

14 38 33 7 12 0

(2-6)輸 出 入 手 続 41 6 16 17 1 0
〃0

59 5 18 21 6 7 1 89 15 34 29 2 7 0

(2-7)入 札 制度 な らび に最新 の主 要入 札結 果

.

38 4 12 17 1 3 0 38 4 14 15 3 2 0

.

95 10 37 29 5 11 1

(2-8)貿 易 金 融

1

22 3 7 10 0 0 0 60 5 28 19 3 5 0

.

89 11 28 34 5 9 1

(2-9)輸 入 制限(措 置 の 内容 と運 動 の実 態)

1

60 9 23 19 2 5 0 69 8 25 26 5 3 0 85
.

10 33 30 6 5 1

(2-10)輸 出 入 見 通 し

.

41 4

■

18 14 2 2 0 68 7 26 23 4 5 1 84
.

11 29 33 3 7 0

(2-11)取 引 きに関 連す る生 活 慣 習(祝 祭 日 ・営 業 時間)

.

8 2 3 2 0 0 0 38 4 15 13 1 4 1 131 16 41 53 6 13 0

(2-12)商 事慣 習 と関連 法規

1

28 4 9 11 0 2 0 53 4 20 22 1 6 0 117 15 39 39 11 10 1

3

国

民

生

活

(3-1)住 宅 事 情(住 宅 の需 給 事情 ・家賃)

1

5 1
'
1 1 2 0 0 20 1 12 6 0 1 0

1

131 17 40 52 4 15 0

(3-2)主 要耐 久 消 費財 普 及状 況

1

11 1 7 3 0 0 0 28 1 12 10 2 2 0 126 17 38 52 6 ll 0

(3-3)福 祉厚生(公 共 サー ビス の普 及 事情 ・医 療 事情) 3
.

0 1 1 1 0 0 10 1 5 4 0 0 0

.

138 17 45 53 5 15 0

(3-4)主 要 サ ー ビス 料 金(電 気 ・水道 ・ガ ス 。交 通 ・通信) 4 2 2 0 0 0 0 25 0 10 11 0 4 0

.

124 16 40 47 6 12 0

(3-5)主 要 商品 小 売価 格

1

18 4 8 5 0 0 0 54 5 22 17 4 3 1

.

116 14 39 40 6 15 0

(3-6)家 計

.

4 1 1 1 1 0 0 16 2 8 6 0 0 0 130 18 42 50 5 13 0

(3-7)教 育(教 育 制度 ・学校 数 ・教 師数 ・生徒 数 ・文 盲率)

.

2 1 1 0 0 0 0 15 0 9 4 0 2 0 133 16 46 51 5 12 0
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調 査 項 目(国 別 情 報)(カ ツ コ内 は例示 事項)
A B C

.

合計 (A) (B) (q (D (珂 旧
.

合計 ω ㊨ @) (D (珂 (D 合計 ω (9 (C) (D) ⑧ (F)

4

行
政
機
関
・

そ
の
他
関
係
機
関

(4-1)元 首 ・閣僚名 とそ の党派

'

2 1 0 0

1

25 1 9 11 0 3 0

`

107 15 35 42 4 9 05 0 2

(4-2)議 会(議 長 ・副議 長名 。議 員数 とそ の党 派別 内訳)

.

3 0 1 1 1 0 0

.

21 0 8 9 0 3 0

I

l10
`

16 36 42 4 10 〇一

(4-3)政 党(支 持率 ・主 要役 員)

■

2 0 0 0 1 1 0 18. 0 8 9 0 0 0 115 16 39 43 4 11 0

(4-4)経 済 官庁(所 在 ・主要役 職 名)

■

11 0 2 6 1 2 0 31 4 9 1310 2 0

1

114 14 42 40 5 11 1

(4-5)経 済 団体(所 在 ・特 色 。役 員名)

.

9 0 5 2 1 1 0 、36 3 15 121。 3 1

1

115 14 41 40 5 12 1

(4-6)労 働 組 合(所 在 ・特 色 ・役 員 ・組合 員数)

.

6 1 3 0 1 0 0 15 1 5 7 1 1 0

`

119 15 43 43 4 12 0

(4-7)重 要人物 の経 歴

1

2 0 1 0 1 0 0 20 1 8 8 0 2 0

.

121 15 40 47 4 13 0

(4-8)主 要新 聞 ・雑誌

.

8 0 4 3 1 0 0 35 2 16 13 0 3 0

.

115 16 38 42 5 11 0

(4-9)研 究所 ・経 済 学 者 ・経 済 研 究者 3 0 2 0 1 0 0 20 1 8 9 0 1 1

1

125 16 42 46 4 14 0
一

5.

企

業

経

営

環

境

事

情

(5-1)外 資導入 制度 37 7 13 11 1 4 0 57 4 25 18 3 5 0 98 7 32 46 5 7 0

(5-2)資 金 調 達 事情

.

32 8 10 10 1 2 0

1

53 2 22 19 3 6 0

1

94 7 33 40 4 8 0

(5-3)主 要企 業平 均財務 比 率 18 6 5 4 1 1 0 45 2 21 16 2 4 0 109 9 36 44 6 11 0

(5-4)税 制 37 6 11 12 4 3 0

1

51 2 26 18 1 4 0 105 13 33 42 5 8 1

(5-5)労 働 事情 28 6 9 7 3 2 0

1

51 3 24 18 1 4 0 109
1

10 32 47 6 11 0

(5-6)物 価 水準

1

24 2 10 6 2 3 0

一

59 7 22 21 3 5 0 114 15 36 45 4 9 1

(5-7)主 要金 融機関 11 4 2 4 1 0 0 44 3 17 18 0 5 0

1

104 10 39 37 7 9 0

(5-8)交 通 ・港 湾 事情 23 4 7 8 2 1 0

.

39 2 18 13 1 4 1 116 14 35 48 5 11 1

(5-9)建 設 の電 力 事 情 13 3 4 3 2 1 0

.

31 2 13 12 0 3 0

1

114 12 38 45 6 11 0

6,

業

種

別

事

更
鉱 卸

工 し

業'

な小

ら売

び り

に 業

)

(6-1)企 業数 ・労 働 者数 23 2 6 9 2 3 0 49 5 21 17 1 2 1 114 16 37 41 4 11 1
一

(6-2)生 産現況 と見通 し 41 5 12 16 3 5 0

1

72 3 36 25 2 1 1 97 15 26 36 4 11 2

(6-3)設 備投資(投 資額 主要新規投資) 34 4 9 10 4 6 0

1

54 4 23 25 0 1 0

1

89 8 30 34 4 9 1

(6-4)輸 出額(主 要相 手 国 別) 37 7 8 13 4 4 0

1

60 3 26 23 3 3 0

1

90 12 35 30 1 8 1

(6-5)輸 入額(〃) 42 6 11 16 3 4 0

.

72 5 34 21 5 3 1 86 13 32 31 0 8 0

(6-6)主 要業 界 団体(所 在 ・特 色 ・役 員) 18 2 3 8 2 3 0 50 3 20 21 0 2 1 120 18 41 38 6 13 1

(6-7)主 要 企業(社 長名 ・資 本金 ・売上 高 ・主 要 製 品) 36 3 11 15 3 4 0

1

61 6 26 19 2 5 0 100 17 36 34 3 8 0

(6-8)主 要 企業 平 均 財務 比 率 26 4 6 10 3 3 0

.

46 6 21 16 1 2 0 94 6 34 36 3 11 0

(6-9)外 国企業 進 出状 況(関 係外 資 名 ・外 資比 率 ・主 要製 品) 42 5 16 14 4 3 0

1

68 4 28 28 2 4 0

.

93 12 30 33 4 9 2

(6-10)企 業 の新 設 ・合 併 ・倒産 の実 態 26 3 4 13 2 4 0 61 5 29 16 3 7 0 87
.

8 30 38 3 5 0

(6-11)新 製 品 ・新 技 術 71 6 21 31 4 7 0

.

69 9 33 17 3 3 1 85 12 27 32 3 9 0

注A:非 常 に重 要 で。 常 時手 元 に準 備 してk・きたい の で。 定期的,自 動 的 に供 給 して欲 しい もの で ある。 したが つ て あ る程 度 の出費 となつ て もや む を得 ない とい う情 報 で ある と思 う。

B:取 り引 きや業 務 上 大 きな影 響 力 が あ るの で、 供 給機 関 が早 く,安 く供 給 し て くれる な らば常 時 入手 してお きた い情 報 だ と思 う。

C:業 務 上 参考 に なる の で。 妥当 な 料 金 で あれ ば,必 要 の都 度入手 したい情 報 だ と思 う。

旬=海 外 関係 業務 が最大 の ウ エ イ トを もつ てい る。(B)=き わめ て重 要 である 。(C)=重 要 で ある。

①)=そ れ ほ ど重 要 では な い。(E)=わ づ か な ウエ イ トしか ない。(F)=わ か らない 。
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表4.1に よつ て 明 らか な よ うに,海 外 関 係業 務 が 「最大 の ウエ イ ト」 を 占め る企 業 に とつ て

需要 の最 も多 い の は一般 貿 易 事情,企 業 経 営環 境 事情,業 種 別 事情 に関 す る情報 で あ り,次

いで「 般経 済 事情 に関 す る情 報 に対す る需 要 が多 い。国 民生活,行 政機 関 ・そ の他 関 係 機 関

に つい て の情 報 に対 しては,妥 当 な料 金 で あれば,お おむ ね必要 の都 度,入 手 した い と答 え

て い るo

(2)海 外 関係 の業 務 が 「きわ め て重 要」 で ある と答 え ている 企業 は,「 最大 の ウエ イ ト」 を 占1

めて いる と答 えて い る企 業 に比 べ て.海 外 情報 の入手 体 制 な り.入 手 網 の整備 が 多少 と も遅

えて い る点 も あ ろ うが.そ れ よ りも海 外 関係 の業 務 が きわめ て重 要 で ある との認 識が 高 ま っ

て きて い る ため に,海 外情 報 に対 す る需 要 が きわめ て多 く,そ の必 要 とす る情報 の種類 も多

岐 に わたつて い る。 しか もそ の多 くは これ らの情 報 を常時手 元 に準備 して お きたい ので.定

期的,自 動 的 に供給 し て欲 しい と回答 してお り,そ のた め に,こ れ らの情 報 は,外 部 の情 報

機 関 が早 く安 く供 給 して くれ るので あれば 常 時 入手 して お きた い と答 えて い る ものが 多い 。

また,海 外 情 報 が非常 に重 要な た め.対 価 を支 払 っ て も情報 を常 時入 手 して お く ことが 必要

で あ ると答 えて い る もの も相 当 ある。

上記 を表 に示 せ ば 表4.1の(B欄 の と鉛 りとな る。 前項 で は,国 民生活,行 政 機関.・そ の他

関係 機 関 に つ いて の情 報 は 必要 の都 度入手 したい と答 えた もの が 多 かっ たが,こ こでは 常 時

入 手 して お きだ い と答 え て いる ものが 相当 あ る点 が 注 目され る。

(3)海 外 関係 の 業務 が 「重 要 」 で ある と答 えた 企 業 の海 外 情報 に対 す る需 要 は.前 項② とおお

む ね同 様 の傾 向 を示 して お り,こ れ を表示 す れば 表4.1の(c)欄 の とteり で あ る。

(4)海 外 関係 の業 務 が 「そ れほ ど重要 でkい 」 と答 え た企業数 自身は 少 ない ので あるが,ア ン

ケー ト回答数 に占 め る比 重 か ら情報 需 要 の 件数 必要 とす る海外 情 報 の種類 をみ る と,海 外

・ 関係 の業 務 が 「きわめ て重 要 」 ある いは 「重要 」 と答 え た もの と比 べ て,そ の重要 性 が低 い

た めに海 外情 報 に対 す る 関心 度 は相 対 的 に低い 。 これを表示す れば表4.1ぴD欄 のとfoりで ある。

国 際化 の進 展 に伴 っ て、 この範 ちゅ うに属 してい る企業 茅 海外 関 係業 務 に力を 注 ぐ こ とに

なれ ば、 今 後海 外 情報 の需 要 者 と して大 き くなつ て くる もの と推定 され る。 ・ 一'

(5)海 外 関係 の業務 が 「僅 かな ウエイ ト」 しか 占 め て い ない と答 えた企 業 が,必 要 とす る海 外

情 報 の種類 と件 数 は表4.1の(E欄 の とお りで ある。 この表 が 明確 に示 してい る ことは,この範

ち ゅ うに属 す企業 は,海 外 関係 の業 務 の ウエ イ トが少 な い割 には,海 外 情報 に 対す る関心 が

相対 的 に高 い こと ℃ と くに企業経 営環 境 事 情 と業 種別 事情 に関 す る情報 に対す 欄 心 度 の高

い点 が注 目さ れ る。 しか しなが ら,海 外 関係 業 務 の ウエ イ トが僅 か なた め,当 然 の こ とな が

ら,そ の他 の 項 目 につい て は,妥 当 な料 金 で あれば 必要 の都 度入 手 した い とす る ものが 多 い。

この こ とは.わ が国 経 済 の国 際 化 に伴っ て.海 外 の 企業 経営 環 境 事情 や業 種 別 事情 に つい て

の情 報 が.自 社 経 営 に とつ て 不可欠 な もの とな つて きてい る こ とを示 してい る とみ られ よ う。
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4.5海 外 施 設 を有 す る企業 と情報 需 要

わが国企業の海外関係業務の増大にともなつて,外 国企業と技術提携なり販売提携を結んだ

り.外 国に現地法人を設立するものが増加してきている。まち 自社の支店を海外に設置する

ものや駐在員を海外に派遣する企業の数 も増えている。これらの海外施設は.海 外情報の重要

な収集網であり.入 手源であるが,こ れ らの海外施設を持つものと持たないもの,あ るいは海

外に駐在員のみを派遣している企業 と各種の海外施設を持つものとの間で,海 外情報に対する

需要度合いはどのように異 なるか,を みるのが本節のねらいである。

(1)海 外に支店,駐 在員,現 地法人,提 携会社を持つ企業

海外に自社の支店のみを設置 している企業数は比較的少 なく,海 外 に支店を設置 している

多くの企業は,駐 在員を派遣 しているし,現 地法人を設立 し また提携会社も持っている。

そこでまず,海 外に支店,駐 在員,現 地法人,提 携会社を持つ企業が海外情報の入手を外部

機関に依存 したい とする項 目とその件数を示せば表4.2の(A,B,C,D)欄 のとおりで

ある。



表4.2海 外 施 設 と個 別情 報 需 要 一,、-L-,2.

調 査 項 目(国 別 情 報)(カ ツコ内は 例 示事項)
'

A
.

B C

合計 (A) (ABCD) (B) (BCD) (q) ⑪ ㈲ 合計 ω (ABCD)(O (BCD)!(C) (D) (E)
.

合計 (A) (ABCI)) (B} (BOD) (C) (r》 (E)

L

－

般

経

済

事

情

(1-1)人 口(総 人 口 ・就 業 人 口 ・所 得階 層別 人 口)
1

5
1

0 1 1 1 1 0 0 23 0 1 4 2 1 3 3

1

137 4 9 20 15 7 14 24

(1-2)国 民 総 生産(総 支 出の 内訳,産 業 部門 別 内訳) 9
.

0 1 1 1 2 1 1 38 0 4 10 3 0 4 4

.

125
.

4 5 15 14 8 14 22

(1-3) .経 済 成 長率(過 去 の成 長 率,今 後1年 間 の成 長 見通 し) 22 0 6 2 1 2 2 4 64 1 3 9 12 2 8 6 97 4 3 16 8 6 8 18

(1-4)工 業 生産 高(業 種 別 付加 価 値構成 比)

.

22
.

0 4 2 4 1 2 4 48 1 3

.

7 8 2 7 3

1

117
1

4 4 17 10 6 12 20

(1-5)国 民 所 得(1人 当 り国民 所得) 11
.

0 2 1 3 2 1 0 42 0 3 8 6 1 6 6 114
`

4 6 15 10 6 11 20

(1-6)貿 易 額(輸 出入額 ・主要 商 品輸 出入 額) 30
.

0 6 4 4 2 1 3 64 3 4 8 13 0 9 4 106 2 2 20 5 7 14 20

(1-7)生 産(鉱 工 業 生産 指数 ・農業 生 産指数) 19
1

0 3 3 4 1 1 2 41 1 0 6 6 1 6 3

.

116 3 6 16 11 6 12 21

(1-8)国 家予算(予 算 額 ・財政 方針) 11
.

0 3 1 0 1 1 3 42 0 3 4 7 1 9 2 ll4 4 4 18 13 6 9 22

(1-9)国 際 収支(収 支 内訳 ・外貨 準 備 ・為 替 レー ト) 32
.

0 5 6 4 1 4 2 53 2 4 5 13 3 7 4 llO 2 3 20 8 5 13 24

(1-10)景 気 状 況(過 去 の動 向 と現 況 ・将来 の見通 し) 50 0 8 6 6 2 8 6 79 3 5

1

8 12 4 7 10 91 1 0 15 5 4 12 15

2

一

般

貿

易

事

情

(2-1)主 要 輸 出入 商 品お よびそ の対 象 国 36
.

0 6 5 5 2 4 3 65 1 5 13 7 2 12 7 95 3 . 1 13 9 5 12 16

(2-2)対 日主要 輸 出入 商 品 33 0 4 4 6 2 3 3 60 1 7 11 8 2 8 6 102
.

3 1 16 7 5 15 17

(2-3)主 要 貿 易関 係 団体 ・会 社(主 要 商 工 会 議所 ・主 要 生産 諸 団体 ・主要 大手 商 社)

.

18
.

0 0 2 1 1 0 3 58 1 9 8 5 2 10 5 105 3 4 18 12 5 13 15

(2-4)主 要 対 日取 引 き企業 16 0 2 1 2 1 1 3 62 2 5 12 5 3 10 5 100
1

3 6 13 12 4 13

一

16

(2-5)当 該 国 との取 引 きで主要 な 第3国 企業 17 0 1 3 1 1 3 3 53 0 5 6 4 2 9 7 107
1

5 5 17 13 3 11 15

(2-6)輸 出 入 手 続

1

41 1 5 5 5 3 1 8 59 1 2 10 8 0 13 4 89 3 5 15 8 5 8 14

(2-7)入 札 制 度 な らび に最 新 の主要 入 札結 果

1

38 0 10 2 1 1 5 6 38 0 0 8 7 1 5 3

`

95
1

4 1 17 10 5 9 17

(2-8)貿 易 金 融 22 0 5 3 0 1 2 2 60 2 3 9 10 3 8 8 89 3 3 14 10 4 9 15

(2-9)輸 入 制 限(措 置 の内 容 と運 動 の実 態)

1

60 1 9 8 7 3 6 9 69 2 4 7 12 2 9 5

1

85
.

3 1 17 7 7 8 13

(2-10)輸 出 入 見 通 し

1

41 0 9 6 2 2 4 7 68 3 3 8 11 3 9 5 84 3 2 15 7 5 13 12

(2-11)取 引 きに関 連 す る生活慣 習(祝 祭 日 ・営 業 時 間)
1

8 0

'

0 2 1 1 0 2 38 2 6 4 2 0 5 4 131
1

3 6 18 16 7 14 21

(2-12)商 事 慣 習 と関 連法 規 28 0 2 3 3 3 1 5 53 2 4 7 7 2 9 4 117 4 6 18 12 5 9 19

3

国

民

生

活

(3-1)住 宅事 情(住 宅の需 給事 情 ・家賃) 1、 0 1 0 1 0 0 2

1

20 0 0 3 2 0 3 3 131 3 10 18 16 8 14 16
■

(3-2)主 要 耐久 消費財 普及 状 況
1

11 0 1 2 4 0 1 1 28 1 1 4 2 2 6 2 126
`

2 9 17 17 6 15 18

(3-3)福 祉 厚生(公 共 サ ー ビス の普 及事情 ・医 療 事情)
〉

1

3 0 0 1 1 0 0 1 10 0 0 1 0 0 3 2 138 3 10 ls 6 8 15 20

(3-4)主 要 サ ー ビス 料 金(電 気 ・水 道 ・ ガ ス ・交 通 ・通 信)
α

.

4 0 0 1 1 0 0 1 25 1 1 1 3 1 3 3 124 2 9 19 13 6 16 19

(3-5)主 要 商 品小 売価 格
一 冨 0 1 1 3 0 2 4 54 2 5 5 5 1 7 9

I

U6 1 7 21 14 7 17 12
一

(3-6)家 言十 4 0 0 0 3 0 0 0 16 1 0 3 0 0 3 5 130 2 10 18 15 8 14 15
一

(3-7)教 育(教 育 制 度 ・学校数,教 師数 ・生徒 数 ・文 盲率)
1

2 0 0 0 1 0 0 1 15 1 0 1 1 0 2 3

I

l33 2 10 22 17 7 15 16

一



■

J
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τ

調 査 項 目(国 別 情 報)(カ ッ コ内は 例 示 事項)
A B C

合計 (A) 細⑪ (B) (BCD) ゆ (D) (E}
.

合計 ω 細C功 (o (BCD) (C) ω (El
.

合計 (A) 仏B㊥ (B) (BCD) (〔》 (D) ㈲

4.

行

政

磯

閤
そ
の
他
関
係
機
関

(4-1)元 首 ・閣 僚名 とそ の党 派

1

5 0 2 0 1 0 1 0

,

25 1 2 4 2 1 4 3

`

107 2 6 14 14 6 12 16

(4-2)'議 会(議 長 ・副議 長 名 ・議 員数 とそ の党派 別内 訳)
　

3 0 1 0 1 0 1 0

.

21 0 3 3 1 1 3 3

.

110 3 5 14 15 6 15 15

(4-3)政 党(支 持率 ・主 要 役 員) 2 O 0 0 0 0 1 0

.

18 0 4 3 3 1 2 1

■

115 3 6 13 15 6 14 17

(4-4)経 済官 庁(所 在 ・主 要役 職 名) 11 0 1 0 0 0 4 0

.

3工 1 4 4 4 1 5 3

■

114 2 6 17 14 6 Ll 17

(4-5)経 済 団体(所 在 ・特 色 ・役 員名) 9 0 0 1 1 0 2 0

.

36 1 4 3 3 2 3 6 115 2 8 19 15 5 14 14

(4-6)労 働 組 合(所 在 ・特 色 ・役 員 ・組合 員数) 6 0 0 2 0 0 1 0 15 0 1 2 1 0 2 4

.

119 3 9 13 16 8 14 15

(4-7)重 要 人 物 の経歴

.

2 0 0 0 0 0 1 0

.

20 0 3 4 0 0 4 1

■

121 3 8 15 17 8 13 18

(4-8)主 要 新 聞 ・雑 誌

.

8 0 2 1 1 0 2 1 35 1 3 4 5 0 4 2 115 2 6 19 13 7 13 16

(4-9)研 究 所 ・経済 学者 ・経 済研 究 者 3 0 0 1 0 0 1 0

.

20 0 2 3 1 0 3 3

1

125 4 9 15 16 7 13 16

5

企
業
経
営
環
境
事
情

(5-1)外 資 導入 制度 37 1 5 4 6 1 4 4

1

57 1 6 6 5 4 6 7

.

98 1 3 16 13 3 10 17

(5-2)資 金 調達 事情 32 1 6 3 4 1 6 3

.

53 1 4 6 3 3 6 8

.

.94 1 3 18 12 4 10 16

(5-3)主 要 企業 平均 財 務比 率 18 0 2 0 2 1 4 3

.

45 2 5 7 4 0 6 5 109 1 4 21 13 6 ll 17

(5-4)税 制 37 1 4 3 7 1 4 5

.

51 1 7 6 5 2 9 3 105 1 2 19 13 5 10 19

(5-5)労 働 事 情 28 1 2 3 2 0 3 6

.

51 2 5 7 4 3 6 5

.

109 0 4 17 15 4 13 19

(5-6)物 価 水 準 24 0 3 3 3 0 2 3 59 3 7 5 6 3 8 8 114 0 2 18 13 5 14 19

(5-7)主 要 金 融機 関 11 0 1 1 2 O 2 1

.

44 1 5 8 2 1 6 5

.

104 2 5 14 15 6 13 19

(5-8)交 通 ・港 湾 事 情 23 1 3 5 2 0 4 1

.

39 1 3 3 4 1 6 6

.

116 2 5 16 15 7 ▲2 22

(5-9)建 設 の 電 力事情 13 0 1' 2 3 0 1 2

.

31 0 4 5 2 0 3 4

.

114 3 5 13 14 7 13 20

6.

業

種

別

事

情

(

鉱卸

工 し

業 、

な小

ら売

び り

に業
)

(6-1)企 業 数 ・労 働 者 数 23 0 1 1 1 3 3 3

.

49 2 4 7 5 2 5 6

.

114 2 7 19 12 4 13 19

(6-2)生 産 現 況 と見通 し 41 0 3 3 5 3 7 7

.

72 2 7 11 7 3 7 5

■

97 1 3 16 10 4 12 17

(6-3)設 備 投 資(投 資 額 ・主要 新 規投 資) 34 0 4 2 1 3 5 6

.

54 1 3 9 9 3 4 7 89 2 3 16 8 3 12 13

(6-4)輸 出額(主 要 相 手 国別) 37 0 3 2 6 3 7 5

.

60 2 4 13 4 2 6 5

.

90 1 5 10 12 3 12 171
(6-5)輸 入 額(〃) 42 0 3 3 8 3 5 6

.

72 2 4 14 7 3 9 5

.

86 1 6 12 11 2 10 16

(6-6)主 要 業 界 団体(所 在 ・特 色 ・役員) 18 0 1 0 2 2 2 3

.

50 2 3 8 3 1 4 8 120 1 6 20 13 6 19 16

(6-7)主 要 企 業(社 長 名 ・資本 金 ・売上 高 ・主 要 製 品) 36 0 4 6 4 1 5 4

.

61 1 3 7 4 4 5 ▲1 100 2 7 16 13 5 14 12

(6-8)主 要 企業 平 均 財 務比 率 26 0 4 2 4 2 4 4 46 1 3 6 4 2 5 7 94 2 4 17 10 4 11 15

(6-9)外 国 企業 進 出状 況(関 係 外資 名 ・外 資比 率 ・主要 製品) 42 0 5 3 4 1 7 7

.

68 2 3 13 9 3 7 6

・

93 1 3 12 11 5 10 14

(6-10)企 業 の 新 設 ・合 併 ・倒 産 の実 態 26 0 2 0 3 1 6 4 61 1 6 12 4 2 6 9

.

87 3 4 13 11 5 10 13

(6-ll)新 製 品 ・新 技 術 71 0 7 9 9 3 9 11

1

69 1 3 12 6 2 8 9

.

85 3 2 13 7 5 10 11

(注)A:非 常 に重要 で ・常 時 手元 に準 備 して お きた い の で,定 期 的,自 動 的 に供 給 して欲 しい もの で あ る。 したが つ て ある程 度 の 出費 となつ て もや む を得 な い(A):支 店(B):駐 在 員

.と い う情 報 で ある と思 う。(C):現 地 法人 ◎:提 携会 社

B:取 り引 きや 業 務上,大 きな 影響 力 が あ る ので,供 給機 関 が早 く,安 く供 給 して くれ る な らば 常 備 入 手 してお きた い 情 報 だ と思 う。(E):そ の 他

C:業 務 上参 考 に な る ので,妥 当 な料 金 で あれ ば,必 要 の都 度入 手 した い 情 報 だ と思 う。

一
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この範 ちゅ うに属する企業 の大半 は,大 規 模 な商社 で あ る と推定 され る。 これ らの商社 で,し

か も海 外 に 自社 の海外 情報 収集 網 を持 っ てい て も,海 外 情報 の入 手 を外 部機 関 に 依存 しよ うと

す る度 合い が強い 点 は注 目 され る。 と くに後述 の 製造 業 に比 べ て,一 般経 済 情 報 や一 般貿 易 事

情 に つい て,不 可 欠 とす る もの が多 い こ とは,事 業 の性格 か らみ て 当然 とい え るけ れ ど も,こ

れ らの情報を対価を支払 って常 時 備 えて お きた い とい う企業 数が 多 い ことは,自 社 の海外 情 報網

で これ ら情報 は収 集 で きるけれ ど も,む しろ こ うした一 般 情報 に つ いて は外 部 機 関 に 依存 し,

自社 の海 外 情報 収 集網 は 個別 の各 企業 に とつて必要 な情報 の入 手 に あて た い とい う考 え方 が 強

い ことが 現 わ れ てい る もの とみ られ よ う。

他 方,国 民生 活,行 政機 関 ・そ の 他関係 機 関,企 業経 営環 境 事 情,業 種 別 事 情に 関 す る情報

に つい ては,常 時 入手 して お きた い とい う企業数 に比 べ て,必 要 の 都 度入 手 したい と』 う企業

数 の方が 多 い こ とも,こ の ア ンケ ー ト結果 か ら指 摘 で きる点 であ る。

(2)海 外 に駐 在 員を派遣 してい る企 業

海外 に駐 在 員を派遣 す る企業 の 動機 は,主 と して これ を海外 情 報 の 収集 に 当 たらせ る点にある

と思 われ る。 その 結果 の 現 われ とみ られ る点 は,海 外 情報 を常 時入 手 して お きた い数 よりも,

必要 の都 度入 手 した い もの の数 の方 が 多 く,必 要 不 可欠 な情報 の入 手 に つ い て は,自 社 の駐在

員 を通 じて入手 してい るか,入 手 に努 めて い る といえ よう。 また,企 業経 営 環 境 事情 や業 種 別

事 情 に関 す る情報 に対 す る需 要 が 強 く,一 般 経済 事情 や一 般貿易 事情 に つい ては,外 部 の供給

機関 が早 く,安 く供 給 して くれ る ので あれ ば,常 時入 手 して お きた い と答 え て い る企 業数 が 多

い こと も一 つの特 徴 と して指 摘 で きよ う。

(3)海 外 に提携 会 社 を持 つ企業

海外 に提 携会 社 を持 つ企業 は,そ の提 携 相 手企業 か ら入手 しうる海 外情 報 に は限 度 があ るた

め,海 外 情報 を外 部 の供 給機 関 に仰 ぎたい意 向は 非常 に強 い。 と くに,企 業 経 営 環 境 事 情や業

種 別 事 情 につ いて の情 報 に対 す る需 要 が 強 く,次 い で一 般貿 易 事 情,一 般経 済 事 情 に っ いて の

関 心が 高 くなつ て お り,し か も対価 を支 払 って常時 入 手 して お きたい 企業 数 が多 い。 な お,以

上を表 示 す れば,表4.2(B)欄 の とお りであ る。

(4)海 外 に駐 在 員,現 地法 人,提 携会 社 を持 つ 企業

海外 関 係 の業 務 が現 地法 人 の 設立,提 携 会社 を持 つ とい う形 であ る程 度 定 着 して お り,そ の

ウェ イ トが 高 い企業 が この範 ちゅ うに属 す る企 業 とみ られ る。そ の た めに,各 種 の 海外 情報 に

対 する需要 は非 常 に大 きいが,こ れ までみ て きた(1)から(3)の範 ち ゅ うに属 す る企 業 に 比べ て ,

国 民生 活 に関 す る 情報 に対 す る関 心が 強 い点 と,一 般 貿易 事情 に つい て の情 報 で も,と くに対

日関係 の み を重 視 してい ない とい う点 が大 きな特 徴 としてあ げ られ よ う。

また,駐 在 員や現 地法 人,提 携 会 社 とい つ た よ うに,海 外 に多 くの情報入 手 源 や 収集 網 を持
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ち ながち,(1)の 支店,駐 在 員,現 地 法人、提携会社を持つ企 業 に比べ て海外 情報 に対 す る 需要

がは るか に 多い 点 も,一 つ の特 徴 と して あげ られ,ま た,情 報 そ の もの が企 業活 動 の かて と

なつ てい る(1)の企業 に比 べ て,情 報 に よつ て企業 の経 営 が大 き く左右 され るた め に,海 外 情

報 を外 部機 関 に も 依存 し,で きるだ け万善 の策 を講 じて お きた い とす る企業 態 度 の現れ とみ

る こ とが で き よ う。

4.4企 業 の 業 務 性 格 と 情 報 需 要

企業 の海 外取 引 に おけ る業務 性 格,す なわ ち輸 出入 だ け を行 なっ てい る商社 か,あ るい は コ

ンサ ルタ ン トの よ うに サー ビス取 引 の みに従 事 してい る か,と い うこ とで必要 とす る海外 情報

の種 類,個 々の情報 に対 す る需 要 度 に も自ず か ら相違 がみ られ る ことは当 然 であ る。

ア ンケー ト回答 者 の 少 ない 資本 取 引,プ ラン ト取 引 等 に つい て は推論 の立 脚 度 は 弱い の であ

るが,あ えて業 務 性格 別 の特 徴 をみ る と以 下 の とお りで あ る。

な お,個 々の 情報 項 目に対 す る業 務性 格別 の必要 度 は表4.3の とお りで ある 。

(・)プ ラン ト取引 のみ の企 業 は3社 が 回答 して きて い るが,プ ラン ト取引 とい う全 く特殊 な取

引の た めか;ア ンケ ー ト回答 の な か でブ ラ ンクが 多 い。 これ は プ ラ ン ト取 引 に おい て技術 の.

優位 性 は絶 対 で あ り,す ぐれ たプ ラン ト技術 を有 す る企業 で あれば.売 手 市場 と考 え られ,

プ ラ ン ト輸 出 のた め の参考 デ ータ と して の一 般 経済 事 情,一 般 貿易 事情 に対す る必要 度 は低

い こ とに よる もの で あろ う。

(2)技 術関係 取 引 のみ の 企業 に おい て も,プ ラ ン ト取 引 の みの 企業 と同様 の理 由 か ら・ 一般 経

済 事情,一 般 貿 易 事情 に 対 す る需 要 度 が低 い。

(3)輸 出入 取引 だ け を行 なっ てい る商 社 の特 徴 と しては,や は り貿 易業 務 に直接 関係 の深 い項

目に対 す る需 要 度 が高 い 。 もつ と も需 要 度 の高 い項 目は;輸 入 制限 関係 情 報 で あ り,こ れ に

輸 出入 見通 し 景 気 見通 し,貿 易甑 国 際 収 支 等 の 項 目 が続 い て いる 。 いつ れ も輸入 購買

力 を左右 す る情 報 項 目で あるか,購 買 力結 果 を示 す項 目で あ る。

(4)総 合 会社 的企 業(輸 出入 だけで な く,資 本 取引,技 術 関係 取引,プ ラ ン ト取引 をも実 施 し

て い る)の 特 徴 と して は,海 外 に支店,駐 在 員,販 売店 あるい は現 地企 業 を有 して い るた め

に魂 外 隣 艮全 般 に対 し強嬬 要 を示 してい る・ そ して需 要 度 の 高い情 轍 輸 出入取 引 だけ

を行 な っ てい る商 社 に似 て い るとい うよ りは,資 本 取 引 を行 な ってい る企 業 に共通 す る もの

が多 い。 す な わち輸 出入 制限,景 気見通 し等 も さる ことな が ら・ 企 離 宮環 境 事情・ 業 種別

事 情に関 す る情 報 に対 す る需要 が 強 い。 総 合企業 が海 外市 場 に根 を お ろ し,海 外 諸国 におい

て企 業 を有 してい る点 を示 す もの で あ り,そ こに需要 情報 に おけ る輸 出入 取 引 専 門企業 との'

大 きな相違 が み られ る。



表4.3業 務 性 格 と個 別情 報 需 要
一77-～-78一

調 査 項 目(国 別 情 報)(カ ッ コ内は 例示 事項)

A B 0
.

a b ρ d e f 9 h i 」 k

I

a b C d e f 9 ・1・ j k

I

a b C d e flg h i j k

L

－

般

経

済

事

情

(1-1)人 口(総 入 口 ・就業人 口 ・所得 階 層別 人 口)

.

0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1

1

12 0 1 0 0 0 4 2 0 2 0

1

50 1 3 0 5 5 17 13 4 9 5

(1-2)国 民総 生 産(総 支 出 の 内訳.産 業 部 門別 内訳) 4 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1

.

12 0 0 0 0 1 6 5 4 1 4 48 1 4 0 5 5 18 10 2 7 3

(1-3)経 済 成 長率(過 去 の 成長 率,今 後1年 間 の成 長見通 し) 9 0 1 0 0 0 2 0 1 2 3 19 1 0 0 1 1 13 8 3 3 5 142 0 5 0 4 5 11 7 2 5 1

(1-4)工 業 生 産 高(業 種 別 付加 価 値構 成比) 8 0 1 0 0 0 3 1 0 4 3

.

12 0 0 0 1 2 8 7 4 3 2 50
.

1 4 0 3 5 18 8 2 4 4

(1-5)国 民 所 得(1人 当 り国民 所 得)

.

2 0 1 0 0 0 2 1 1 2 1

.

16 1 0 0 0 0 7 5 4 1 4 43 0 3 0 4 5 14 11 2 7 3

(1-6)貿 易 額(輸 出 入額 ・主 要 商 品輸 出入 額)

.

12 0 1 0 0 1 3 1 2 4 3

.

21 0 0 0 1 1 8 10 3 4 4

.

47 1 1 0 4 5 17 6 2 4 1

(1-7)生 産(鉱 工 業生 産 指数 ・農 業生 産 指数)

.

5 0 1 0 0 0 3 1 2 2 3 15 0 1 0 0 2 6 5 3 2 2

1

43 1 3 .0 4 6 17 10 1 7 4

(1-8)国 家 予 算(予 算額 ・財 政方 針)

.

3 0 2 0 0 0 2 1 0 1 1

.

14 0 1 0 0 0 7 4 4 1 3

1

43 1 2 0 5 5 15 11 3 8 4

(1-9)国 際収 支(収 支 内訳 ・外 貨 準 備 ・為 替 レー ト)
.

10 0 1 0 0 0 5 2 4 2 4 42 1 4 0 8 3 16 9 3 5 1 42 1 4 0 8 3 16 9 1 3 5

(1-10)景 気状 況(過 去 の動 向 と現 況 ・将 来 の 見通 し) 19 0 1 0 1 0 8' 2 4 2 5 25 1 3 0 1 1 10 10 2 31 6

1
40 0 6 0 5 5 13 5 5 0 0

2

…

般

貿

易

事

情

(2-1)主 要 輸 出入 商品 お よ びそ の対 象国 15 0 1 0 0 1 4 2 2 4 2 27 0 0 1 0 2 10 7 2 1

1

5 36 0 3 0 5 4 12 8 3 3 2

(2-2)対 日主 要輸 出入 商品

.

12 0 1 0 0 2 4 2 1 3 3

.

18 0 0 0 0 2 12 8 3 2 4

.

43 0 3 0 5 3 12 7 2 4 3

(2-3)主 要 貿 易関 係 団体 ・会 社(主 要 商 工 会議 所 ・主要 生 産 諸 団体

・主要 大 手商 社)

.

7 0 2 0 0 0 3 0 1 1 1

.

20 0 1 0 0 2 8 7 3 1 5

.

3`9 0 3 0 5 4 16 13 1 6 2

,

(2-4)主 要 対 日取 引 き企業

.

5 0 1 0 0 0 2 1 0 1 3

1

22 0 0 0 1 3 14 5 4 1 2

●

42
.

0 1
'0

4 4 11 11 1 6 4

(2-5)当 該 国 との取 引 きで主 要 な第3国 企業

.

7 0 1 0 0 1 3 1 0 2 1

.

18 0 0 0 1 2 10 5 3 0 4 39 0 4 0 4 3 13 11 2 7 4

(2-6)輸 出 入 手 続

.

12 0 1 0 1 0 6 2 5 3 3

.

26 0 1 0 0 2 11 8 0 0 3

.

35 0 2 0 4 3 9 8 2 7 2

(2-7)入 札 制度 な らび に最新 の主 要入 札 結 果

.

9 0 3 0 1 0 7 2 1 4 3 13 0 0 0 1 1 4 6 2 2 2

1

39 0 2 1 4 4 13 9 2 3 3

(2-8)貿 易 金 融

.

8 0 1 0 0 0 2 1 3 4 5

1

22 0 0 0 2 0 9 6 3 4 5 35 1 1 0 2 3 17 9 1 4 2

(2-9)輸 入 制限(措 置 の 内容 と運 動 の 実態)

.

20 0 1 0 0 2 11 3 3 3 7 39 0 2 0 1 4 8 4 6 4 0

.

39 o}2 0 1 4 8 4 6 4 0

(2-10)輸 出 入 見 通 し

.

16 0 1 0 0 1 7 1 2 3 4 24 0 0 0 2 1 11 9 2 4 5

.

31 ]3 0 2 4 10 9 2 3 2

(2-ll)取 引に 関連 す る生 活慣 習(祝 祭 日 ・営業 時 間)

.

2 0 1 0 0 0 1 0 1 1 1

.

17 0 2 0 0 1 3 1 3 0 4

,

45 013 0 5 4 21 17 3 7 3

(2ゴ2)商 事慣 習 と関連 法 規

.

7 1 1 0 0 0 6 1 2 2 2
.

22 0 2 0 0 1 10 3 3 0 4

.

40 0 4 0 6 3 13 16 1 8 4

3

国

民

生

活

一

2 0 0 0 1

.

0 2 0 0 0 2 1 2 2 0 46 1 2 0 5 1 20 15 4 6 7(3-1)住 宅事 情(住 宅 の需給 事 情 ・家 賃) 0 0 0 0 0 1 10

(3-2)主 要 耐 久 消 費財普 及状 況

.

2 0 0 0 0 1 3 0 1 2 2

.

12 1 1 0 0 0 4 3 1 1 1 47
.

0 1 0 3 1 19 13 7 5 6

(3-3)福 祉厚 生(公 共 サー ビスの普 及 事 情 ・医 療 事 情) 1
.

0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

.

5 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0 50 1 3 0 4 1 19 15 3 9 8

(3-4)主 要 サ ー ビ ス料 金(電 気 ・水 道 ・ ガ ス ・交 通 ・通 信) 5 0 1 0 0 0 0 1 0 1 3 7 0 1 0 1 0 4 1 1 1 1

.

47
.

0 4 0 4 1 19 15 3 6 6

(3-5)主 要 商 品小 売価 格

.

9 0 0 0 0 0 2 0 1 1 1 22 1 1 0 2 1 9 3 3 1 4 42 0 3 0 3 3 17 14 2 8

一

4

(3-6)家 言† 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1

.

10 0 0 0 0 0 3 0 2 0 0 48 0 3 0 3 1 18 16 38 7

(3-7)教 育(教 育 制度 ・学校 数 教 師数 ・生 徒 数 ・文 盲率)

.

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

.

8 0 0 0 1 0 3 1 1 0 0 48 0 2 0 3 2 19 16 、19
1

8
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調 査 項 目(国 別 情報)(カ ッコ内 は例示 事 項)
A

I
B C

a b C d e f 9 h i j k a b C d e f 9 h i j k a b C d e f 9 h i j k

4

行
政
機
関

・

そ
の

、

関

(4　 1)元 首 ・閣 僚 名 とそ の 党 派
1

3
1

0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

1

9 0 2 0 1 0 4 1 2 0 1

1

39 0 1 0 4 1 17 15 3 6 6

(4-2)議 会(議 長 ・副議 長 名 ・議 員数 とそ の党派 別内訳) 1
1

0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

1

7 0 2 0 1 0 3 1 2 0 1 43 0 1 0 3 1 19 13 3 5 6

(4-3)政 党(支 持 率 ・主要 役 員) 2
1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2 0 2 0 0 0 4 1 2 1 2

1

46 0 0 0 4 1 19 14 3 6 6

(4-4)経 済 官庁(所 在 ・主 要 役 職 名) 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0

1

8 0 2 0 1 0 6 1 2 1 4

1

41 0 2 0 4 3 17 16 5 7 4

(4-5)経 済 団体(所 在 ・特 色 ・役 員名)

1

4 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

,

11 0 3 0 1 1 5 1 3 1 3

`

39 0 1 0 3 3 20 16 2 8 5

(4-6)労 働組 合(所 在 ・特 色 ・役 員 ・組 合 員数)

1

3
.

0 0 0 0 0 0 1 1 0 0

1

6 0 1 0 0 0 2 2 1 0 1 42 0 4 0 3 1 五9 14 3 7 7

(4-7)重 要入物 の経 歴 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

1

6 0 2 0 0 0 5 1 3 0 0 43 1 2 0] 4 1 17 15 2 7 8

(4-8)主 要 新 聞 ・雑 誌
1

5
1

0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

.

9 0 1 0 0 0 9 3 3 0 3

1

43 0 3 0 4 1 16 13 3 7 4

(4-9)研 究所 ・経済 学 者 ・経 済研 究 者 1

1

0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

1

8 0 1 0 6 1 1 2 3 0 0

1

43 0 2 0 4 1 22 14 2 8 8

5

企

業

経

営

環

境

事
情

(5-1)外 資導 入 制度 11 1 0 0 0 0 4 4 3 5 0

I

l7 0 3 0 1 1 8 4 1 3 3

.

37
1

0 4 0 4 3 16 12 4 5 1

(5-2)資 金 調達 事情 9
1

1 0 0 0 0 2 3 2 5 0

1

21 0 2 0 1 1 8 2 2 2 1 34 0 2 0 5 3 13 15 1 5 2

(5-3)主 要企業平均財務比率' lO
`

0 0 0 0 0 1 1 1 3 0

1

16
1

0 0 0 1 1 9 2 3 2 2

1

37 0 4 0 4 3 18 12 1 7 4

(5-4)税 制 5
1

0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 18 0 1 0 0 1 11 3 3 3 2

.

42 0 4 0 4 3 14 16 2 5 1

(5-5)労 働 事 情 13 0 2 0 0 0 2 2 1 2 0

1

15 0 1 0 3 1 9 1 2 3 4

1

38 1 5 0 4 2 18 15 3 5 2

(5-6)物 価 水 準

1

7 0 1 0 0 0 2 2 1 2 0

1

23 0 1 0 3 1 5 3 4 3 5

1

43 2 5 0 3 3 17 13 1 5 1

(5-7)主 要金 融 機関 6 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 14
1

0 2 0 1 1 6 1 4 1 5 40 0 2 0 4 1 18 14 2 6 2

(5-8)交 通 ・港 湾 事 情 5 0 1 0 0 0 2 2 2 3 0 13 0 2 0 1 2 6 1 3 2 2

.

49 1 2 0 5 2 17 12 2 5 3

(5-9)建 設 の電 力 事 情 3 0 1 0 0 0 1 1 2 2 0

1

10 0 1 0 1 1 2 2 2 2 2

`

47 0 3 1 4 1 19 13 2 5 4

6.

業

種

別
事

情
(

鉱 卸

工 し

業'

な小

ら売

び り

に業
)

(6-1)企 業 数 ・労 働 者 数 11
1

0 2 0 0 1 1 2 1 1 0 lg
l

0 0 0 1 2 3 3 1 2 4 41
.

0 4 0 5 4 21 12 2 5 5

(6-2)生 産 現況 と見通 し 18 0 1 0 1 1 1 3 2 4 0 23 2 0 1 0 3 9 8 2 5 4 34 0 8 0 5 4 16 9 1 2 3

(6-3)設 備 投資(投 資額 ・主 要 新 規 投資)
【14

0 2 0 0 1 r 1 2 2 1 ll7 1 0 0 1 1 7 8 1 3 4

1

36 0 6 0 3 2 16 8 3 3 2

(6-4)輸 出額(主 要 相手 国別) 15 0 1 0 0 1 1 3 2 3 0 26 1 0 1 0 2 8 8 1 3 2

.

32 1 1 0 5 3 13 9 2 5 3

(6-5)輸 入額(〃)
.

16 0 1 0 0 1 1 3 3 3 0

.

28 0 0 1 0 3 9 11 2 4 3

.

37 0 1 0 5 2 13 7 2 4 4

(6-6)主 要業 界 団体(所 在 ・特 色 ・役 員) 8 0 1 0 0 1 1 1 1 1 0 22 0 2 0 0 1 4 2 3 2 2

1

42 1 4 0 5 4 20 15 1 5 5

(6-7)主 要 企業(社 長 名 ・資本 金 ・売 上高 ・主 要 製 品)
1

14 0 1 0 0 1 1 2 3 2 0
1

23 1 2 0 0 1 9 7 3 2 2

1

38 0 5 0 6 3 11 ll 1 4 5

(6-8)主 要 企業 平均 財務 比 率 8 0 0 0 0 1 1 1 3 3 0

.

22 0 1 0 0 1 2 4 3 2 2
1

33 1 4 0 4 2 17 10 1 5 3

(6-9)外 国 企業 進 出状況(関 係 外 資名 ・外 資 比率 ・主要 製 品)
I

l5 0 0 0 0 1 2 3 5 3 0

1

23 1 2 0 1 2 10 7 2 3 4

.

37 0 5 0 5 3 13 9 4 1 2

(6-10)企 業 の新 設 ・合 併 ・倒 産 の 実 態
1

9 0 1 0 0 1 1 2 1 3 0

.

25 0 1 0 0 0 10 4 2 3 4

1

31 1 4 0 4 3 11 10 1 5 2

(6-11)新 製 品 ・新 技 術
.

24 0 1 0 1 2 3 4 4 3 1

.

28 0 0 0 0 2 9 11 2 4 4

・

35 1 6 1 4 3 12 6 0 3 2

(注)A・ 非 常 腫 要 で ・常時 手 元 雌 偏 して培 たい の で 淀 期 的 は 動 的 雌 給 して欲 しい もの であ る
.し た が つて あ る盤 の 順 とな つて もや むを得 妙 とい 情 報 であ る と思 う。

B:取 り引 きや業務 上・大 きな影 響 力が あ るので ,供 給 機関 が早 く,安 く供 給 して くれ る ならば 常時 入 手 してお きた い情報 だ と思 う。
C業 務 上参考 に なる ので,妥 当 な料 金 で あ れば,必 要の都 度 入手 した い情報 だ と思 う。

a=商 品取 引(輸 出入)

b=資 本取 引

c=技 術関 係取 引

d=プ ラン ト関 係 取 引

e=サ ー ビス取 引

f=そ の他

9=商 品取引および技術関係取引
h="

j

k

齢 よび プ ラン ト関係 取 引

i=商 品取引鉛よび資本取引鉛よび技術関係取引
〃

〃

お よ び プ ラン ト関 係 取 引

お・よび サ ー ビ ス取 引
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4.5取 扱 商 品 グ ル ー プ と 情 報 需 要

海外 関係 事業 を行 な って い る企 業 の需 要情報 も.その取扱 い 品 目類 の如 何 に よつ て多 少異 な る。

例 えば,雑 貨類 を主 に取扱っ ている企業 と機械 類 を主 に取 扱 って い る企 業 とで は,ま ず 市場 に対

す る着 眼点,セ ール ス ・ポ イ ン トの おさ え方 も異 な る もの が あろ う。 したがつて,情 報 に もお の

つか ら需 要 度 に強 弱 の差 異 が生 ず る と考 え られ る 。 この点如 何 な る相違 点が ある か をみ る こと

に した。

表4.4は,ア ン ケー トの回 答 を情報 種類 別 に合 計 し,そ のな か で 「不 可欠 」,「 沢 山」,

「あつ た方 が よい」 の100分 比 を記 入 した もの で情報 種類 別 に名業 種 の需 要動 向 が概観 され,

一 応 の結 論 と して以 下 の こ とが いえ る もの と考 え られ る
。

(1).原 材料,繊 維 ・化 学 品,機 械,雑 貨 を扱 っ てい る企業 の情報 需 要 度

全 般 に情 報需 要 度 が他 の業 界 と比 較 して段違 い に強 い 。 「国 民 生活 」 を除 い た他 の す べ て

の情 報 につい て も 「不可 欠 」 の 比重 は他 の どの業 界 よ りも多 い。

取扱 品 目が多い ことは,組 織 と して巨大 化 して いる こ とも意 味 して お り,な か で も原 材料 を

含 めた業 界 は総 合商 社 が主 とな つ て いる。した がつて.情 報 に対 す る態 度 も総 合 商社 的 な特 徴

を示 して い る。 す な わ ち,

① 情報過多の状態を維持 し,そ のなかでできるだけ多 くの商機をつかもうとするのが総合

商社 の基 本姿勢 で ある。

② 関連企 業 そ の他 に対 す る各 種 情報 サ ー ビス の必要 が 強 い、。総 合 商社 は,在 外 に多 くの情 報

収集 の手足 を有 してお り,と くに財 閥 系総 合 商社 ぱ 関連 企業 クル ープ内 の情報 セ ンター的

機 能 を も演 じてい る。

③ な かで も,一 般 経済 …封青,一 般 貿 易 事情,業 種別 事 情.企 業 経 営環 境 事情 に おいて.他

の業 界 と比較 に な らぬ強 レ清 宴 度 をみ せ てい る ことは,基 礎 的 な 商品 マー ケ テ イグ ・デ ー

タと して重用 して い る こ と を意 味 してい る と同時 に,こ れ ら海外 企 業 進 出 を含 む総 合 的 な .

経 営 戦略 のため の重 要 な デー タ と してみ てい る もので あろ う。

② 繊 維 ・化 学品,機 械.雑 貨 を 取扱 って い る業 界 と機械,雑 貨 を取 扱 っ てい る業 界 の情 報 需

要 度

これ ら両業 界 とも海 外 との取 引 き活動 に重点 をお いて い る企 業 グル ープ で あ り
.情 報 へ の

需 要度 は全 般 に上記(1)の 業 界 に次 い で強 く.な かで も一般 貿 易 事 情,企 業 経 営環 境 事情 の情

報 に対 す る需 要が 強 い 。 貿易 事情 につい て は と もか く,企 業経 営環 境 事情 につ い て強 い需要

を示 してい るの は,海 外 に進 出企 業 を有 して い るか,あ る い は将来 に お げ る進 出 を予定 して

いる もの とみ られ る。



表4・ 取扱 朋 と類 別 情 報 需 要(数 字は'00分 比)

項 目

取 扱品 目

1.一 般 経 済 事 情 2.一 般 貿 易 事 情 3,国 民 生 活 4.行 政機関 ・その他関係機関5企 業経 営環 境 事情 .
6.業 種 別 事 情

A B C D BL A B C D BL A B C D BL A B C D BL A BC D BL A B C D BL

雑 貨 37 25.4 31.4 518 67 15ユ 3L6 46.6 18 6.7 38 535 L2 7.8 32£ 584 3.5 11.3 30フ 544 46 13.2 瓢33 48⑨

機 械
.

7.0 15.3 も04 t元 46.2 1.1 16.1 27.7 103 45.1 28 7.0 33.6 0.5 56 07 8.1 29 03 62 9.3 139 29.9 1 46 89 15.5 29.6 LO 45.0

繊 維 ・化 学 品 0.4 12.5 364 0.8 49.9 4.7 1.6 32.9 6.7 397 12 5.2 35.9 05 57.1 3.6 5.0 33 02 582 9.1 14 29.0 04 475 5.8 12.7 34 1 465

原 材 料 8.6 21.4 3L4 386 119 202 286 39.3 2.0 102 449 42.9
.L6

55.6 429 7.9 95 39.7 42.9 10.4 208 30 39

繊維 ・化学品,原 材料 13.8 16.5 41.2 28.5

1

1L5 25.3 39.1 240 3.3 132 45.6 379 0.4 85 534 37.7 9.4 17.1 466 269 11.9 224 45.8 19.9

機械 繊維 ・化学品,原 材料 7.5 138 40.0 38.8 17.7 219 26.0 344 L9 12.5 35.7 28 139 45.8 375 15.3 167 306 37.5 9ユ 12.5 40.9 375

雑貨,機 械 繊維 ・化学亀

原材料
32 25 24 19 29.2

.
37.5 17.5 15.8 2.7

・

143 55.7 27.1 44 13.3 567 25.6 156

・

4u 244 18.9 315 270 239 18.0

(注)BLは ブラ ンクの意味

ー

oD

N
ー
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(3)雑 貨 を取 扱 っ てい る業 界 の情 報 需 要度

全 般 に他 業 界 に比 べ情報 需 要 度 は低 い。 この点 は と くに企業経 営 環境 業種 別 事 情にみ ら

れ,こ れ ら情 報 に対 す る需 要 に積 極 さがみ られ な い。 これ は雑 貨専 門業者 の取 引品 目は きわ

めて 多彩 で あ り.そ の た め取 引形 態 は 主 に サ ンプル 取 引 が考 え られ,輸 出 の場 合 相手 側 バ

イヤーが そ の サ ンプル に興味 を示 さな けれ ば取 引 は 成立 しない わけ で,そ れ だけ に,取 引 と

直接 な関係 の より強ハ情報類すをわら.「 般 貿 易 事情,.一 般 経 済 事 情へ の需要 傾 斜 が強 く,企 業

経 営 環境,業 種別 事情 へ の需 要度 が低 いた め で あろ う。

(4)機 械 を取 扱 っ てい る業界 の情 報 需要 度

この業界は,一般 貿易 事情 の需要 度が低 く,他 方 企 業 経営 環境 事情 の需要 度 が 高 いの が 他業

界 との大 きな相 違点 といえ る。

機械 取 引の 中味 は.ト ラ ン ジス ター ラジオ か ら船舶,飛 行 機 とい つた幅 広 い品 目類 を含

む わ け で あるが,一 応 そ の技 術 水準 が セ リ ング ・ポ イン トに な る ものと考 えて よい。 した が

つ て技 術 水準 が絶 対 的な 優位 性 を持 つ取 引 では ,一 般 的 事 情に対 す る需要度 は 相対 的 に低 く

な ら ざる を得 ない もの と考 え られ る。

機 械 と くに資本 財 は発展 途上 国 にお い て輸 入 制限 の対 象外 におか れ る場 合 も しば しば み ら

れ る。 そ れ だ けに 市場 性 が非常 に重要 となつ て くる わけ で,一 般 貿易 事情 に比 べ.一 般 経済

事情,業 種 別 事情 へ の需 要 度 が高 い の も この理 由 に よる もの で あろ う。

次に,企 業経営環境 事情 に対 す る需要 度 が 高 くなつ て い るのは.機 械 プ ラン ト輸 出 に とつ

て の マー ケ ッ テ ィング ・デー タが,こ れ ら情 報類 のな か に多 く含 まれ てい る こと と.企 業進

出 に関 連 して機 械 プ ラン ト類 輸 出 が 実現 す る場 合 が多 い 面 を反映 している。

また.業 種 別 事情 に対 す る需 要 度 が比 較的 高 い が,こ こには輸 出 より も,む しろ機 械 に対

す る輸入 関 心 が反映 され てい る もの と考 え られ る。

(5)繊 維 ・化学 品 を取扱 っ てい る業 界の情 報 需要 度

繊 維 ・化 学 品業 界 の海 外情 報 に対 す る需要 度 も雑 貨 業界 とな らん で,相 対的 に低 く,と く

に一般 経済 事情,業 種 別 事情,国 民生 活 へ の需 要 度 が低 い。比 較的 需要 度 の高 い もの と して

は,企 業 経 営環 境 事情 が あげ られ る。

これは 繊 維 ・化学 品業 界 と いつ て も繊 維 取 引 の比 重が 大 きい と考 え られ.繊 維 関係 企 業 の

海外 企 業進 出例 が 多 い こ と,将 来 にお ける進 出希 望 の強 い こ とを物 語 を もの で あろ う。

ま た,そ の普 遍的 な商品 性 格 と取 引 自体 の歴 史 の 長い こ とか らみ て,伝 統的 な エー ジェ ン

ト関 係 の もとに取 引 きを行 なって い る例 が多 い こ と,ま た問 題 が起 つた場 合 で も市場 転 換

(国 内 消 費向 け を含 む)が 比 較 的容 易 で ある こと,等 の理 に よつ て一般 的 な情報 需 要 度 が比

較 的 低 い とい え よ う。
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(6)原 材料を取扱っている業界の情報需要度

原材料業界は,概 して輸入業界が多いとみ られるが買付げ一次産品の価格に影響を与える

問題に関する情報に対する需要度が高い。 したがつて一般経済事情,一 般貿易事情,業 種別

事情に対する情報需要が他業界よりかなり高いのが目立っている。



表45取 扱 品 目と個 別情 報 需要
一85-～-86一

A B C
I

a b C d e f 9

I

a b C d e f 9 a b C d e f 9

一

(1-1)人 口(総 人 口 ・就 業 人 口 ・所 得 階 層別 人 口) 0 0 1 0 1 0 1

I

l 2 6 3 2 0 1 3 21 32 18 18 5 6

(1-2)国 民 総生 産(総 支 出の 内訳,産 業部 門別 内訳) 0 1 3 0 6 0 1 1 4 9 5 1 0 4 3 20 26 17 5 5 3

(1-3)経 済成長 率(過 去の 成長 率,今 後1年 間の成 長見通 し)
1 2 7 2 5 0 4

.

2 9 16 6 2 1 3 1 17 18 15 8 4 1

(1-4)工 業 生産 高(業 種別 付 加価 値構成 比)

.

0 2 7 2 1 1 4 1
.

7 11 8 7 0 2 3 20 25 14 13 4 2

(1-5)国 民 所得(1人 当 り国民 所得)
0 2 2 0 3 0 1 1 5 13 7 7 1 2 3 17 23 13 11 2 5

(1-6)貿 易額(輸 出入 額 ・主 要商 品輸 出入 額) 0 4 9 4 3 0 5 3 7 16 9 4 3 2 1 21 22 15 13 3 1

(1-7)生 産(鉱 工業 生産 指数 ・農 業生産 指 数) 0 1 6 1 6 0 3 1 6 11 6 3 1 1 3 19 26 15 5 3 3

(1-8)国 家 予算(予 算 額 ・財政 方針)
0 2 1 0 1 1 3 3 5 12 4 5 1 3 2 16 28 16 14 1 1

(1-9)国 際 収 支(収 支 内 訳 ・外 貨 準 備 ・為 替 レー ト) 2 2 9 2 5 2 4

.

2 7 9 6 3 2 4 1 20 28 16 12 1 1

(1-10)景 気状 況(過 去 の動 向 と現況 ・将来 の見通 し)
3 4 12 6 5 2 6 0 12 21 6 9 2 3 2 15 18 18 8 1 1

2

一

般

貿

易

事

相

(2-1)主 要輸 出入商 品 お よびそ の対 象国 0 3 11 5 3 1 4

1

2 10 11 9 7 2 4 2 20 19 14 9 1 0

(2-2)対 日主 要輸 出入 商品
0 1 10 4 3 2 4

1

2 9 12 7 6 2 4 2 22 21 18 10 1 1

(2-3)主 要貿易 関係 団体 ・会 社(主 要商 工会議所 ・主要生産 諸 団体 ・主要大手 商 社) 0 1 8 2 1 0 0 2 6 10 9 4 3 7 2
.

20 24 14 14 3 1

(2-4)主 要 対 日取引 き企業
0 1 6 1 2 0 3 2 9 13 7 9 2 4 2 17 21 19 8 4 2

(2-5)当 該 国 との取 引 きで主 要 な第3国 企業 0 2 6 3 2 0 1 1 7 11 8 9 1 5 3 18 21 16 9 4 3

(2_6)輸 出 入 手 続 1 2 12 5 5 2 2

.

2 11 15 6 4 2 3 1

.

15 19 14 10 1 3

(2-7)入 札制度 な らび に最新 の 主要入 札結果
1 4 12 3噛 4 2 5 0 9 8 4 4 1 2 3 14 20 13 10 2 1

(2-8)貿 易 金 融 2 3 4 2 2 1 3 2 8 16 5 7 2 4

1

1 15 21 14 11 2 1

(2-g)輸 入制 限(措 置 の 内容 と運動 の実態)

.

3 8 15 6 4 5 6

`

1 8 19 10 9 0 2 2 15 24 13 8 0 1

(2_10)'輸 出 入 見 通 し 2 5 13 5 3 2 5
.

1 11 12 7 10 2 3 1
.

13 22 13 8 1 1

(2-11)取 引 きに関連 す る生 活 慣習(祝 祭日 ・営業 時間) 0 0 3 0 2 0 0 1 4 8 7 4 2 4 3
.

22 31 15 13 4 4

(2-12)商 事 慣 習 と関連 法規
1 0 8 2 5 2 2 1 10 12 6 6 2 3 2 19 26 15 12 2 3

3

国

民

生

活

(3-1)住 宅事情(住 宅の 需給事 情 ・家 賃) 0 2 2 0 0 0 1 2 3 5 2 2 0 2 2 18 30 18 13 5 5

(3-2)主 要 耐久消 費財普 及状 況 0 0 8 0 1 0 0 1 4 8 2 4 0 2

.

3

1

21 23 20 11 5 5

(3-3)福 祉厚 生(公 共 サー ビスの 普及事情 ・医 療事 情) 0 1 0 0 2 0 0

.

0 1 3 2 2 0 0 4 21 30 18 13 5 7

(3-4)主 要 サ ー ビス 料 金(電 気 ・水 道 ・ガス ・交 通 。通 信) 0 0 1 0 1 0 0

.

0 3 6 2 3 1 1

.

4 22 26 18 11 4 6

(3-5)主 要商品 小売 価 格
1 0 3 5 1 0 1

1

2 7 10 9 8 0 5 1 22 26 16 8 6 2

(3-6)家 計 0 2 1 0 1 0 0

1

0 1 4 2 3 0 0 4 21 27 19' 11 5 7

(3-7)教 育(教 育制 度 ・学校 数,教 師数 ・生 徒数 ・文 盲率) 0 0 1 1 0 0 0

.

0 2 4 3 2 0 0

`

4 19 29 16 16 5 7
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A
E

B C
調 査 項 目(国 内 情 報)(カ ツ コ内は例示事 項)

a b C d e f 9

I

a b C d e f 9

.

a b C d e f 9

4

行
政
機
関
・

そ
の
他
関
係
機
関

(4-1)元 首 ・閣 僚 名 とそ の 党 派

`

0
.

2 1 0 0 1 1

1

0 3 6 3 2 1 1

1

4 15 22 15 13 3 5

(4-2)議 会(議 長 ・副議長 名 ・議員数 とそ の党派 別 内訳) 0
.

0 0 0 0 0 1

.

0 3 4 3 2 2 1 4 17 23 15 12 3 5

(4-3)政 党(支 持率 ・主 要役 員)
O

I

2 0 0 0 0 0 0 1 3 4 2 2 2 4
.

18 26 15 13 3 5

(4-4)経 済官庁(所 在 ・主要 役職 名) 0 4 1 2 0 1 0 o 1 8 4 3 1 3 4 18 25 14 14 3 4

(4-5)経 済団 体(所 在 ・特色 ・役 員名)
.

0 3 2 1 0 0 0

1

0 3 11 6 2 1 2

1

4 21 20 15 15 4 6

(4-6)労 働 組 合(所 在 ・特色 ・役員 ・組 合 員数)
.

0 1 0 1 1 0 0 0 4 4 2 2 0 0

.

4 17 25 17 14 5 7

(4-7)重 要人物 の経歴

.

0 1 0 0 0 0 0 0 4 5 2 2 1 1 4 16 25 16 14 4 7

(4-8)主 要 新 聞 ・雑 誌

.

1 3 1 1 0 0 2 0 2 13 4 3 2 1

1

3 18 19 16 15 3 5

(4-9)研 究所 ・経済 学者 ・経 済研 究者 0 1 0 0 0 0 0 0 3 5 5 2 0 1

1

4 17 26 15 15 5 7

5

企

業

経

営

環

境
事

情

(5-1)外 資導入制 度 1 1 11 2 4 4 2 1 10 14 5 4 1 5 2 14

1

25 13 11 0 1

(5-2)資 金 調達事 情
1

0
.

5 10 1 4 2 4 1 10 14 6 3 1 4

1

3
1

13 19 12 12 2 1

(5-3)主 要企 業平 均財 務比率 0 4 6 1 1 1 1

,

1 7 13 7 4 0 4 3 15 20 13 15 4 3

(5-4)税 制
1

1
.

8 10 2 4 2 3

.

1
.

8 14 5 4 1 4 2 16 24 16 11 2 2

(5-5)労 働 事 情 0
.

.7 6 5 2 1 0 1 8 11 4 6 2 4 3 17 27 13 11 2 3

(5-6)物 価 水 準 1 5 6 4 4 0 2

1

1 9 11 6 6 3 5 2 16 28 16 10 2 2

(5-7)主 要金融機 関
I

l 3 4 0 1 0 0

1

0 5 11 6 6 1 5 3 15 22 15 11 4 3

(5-8)交 通 ・港 湾 事 情
.

1 6 9 0 1 0 2 O

I

4 7 5 4 2 3 3 16 27 17 14 3 3

(5-9)建 設の 電 力事 情
0 4 6 0 1 1 0 0 5 6 4 3 1 3 4 15 26 15 14 3 4

6.

業

種
別

事

情
(

鉱勧

工 し

業'

な小
ら売

び り

に業
)

(6-1)企 業 数 ・労 働 者 数 0 0 2 0 1 0 1 0 2 6 3 2 0 1 3 21 32 18 18 5 6

(6-2)生 産 現 況 と見通 し
1

0
1

1 3 0 1 0 1

.

0 4 9 5 5 0 4 3 20 26 17 14 5 3

(6-3)設 備 投 資(投 資額 ・主 要新規 投 資) 1 2 7 2 2 0 4

1

1 9 16 6 8 1 3 1 17 18 15 11 4 1

(6-4)輸 出額(主 要 相手 国別) 0 2 7 2 1 1 4 0 7 11 8 7 0 2 3 20 25 14 13 4 2

(6-5)輸 入額(〃) 0 2 2 0 3 0 1

.

O
I

5 13 7 7 1 2 3 17 23 13 11 4 5

(6-6)主 要業界 団体(所 在 ・特 色 ・役員) 0 4 9 4 3 0 5 0 7 16 9 4 3 2 1 21 22 15 13 2 1

(6-7)主 要 企業(社 長 名 ・資本 金 ・売上 高 ・主 要 製品) 0 1 6 1 3 0 3

.

0 6 11 6 5 1 1 3 19 26 15 12 3 3

(6-8)主 要企業平 均財務 比率 0 2 1 0 1 1 3

1

0 5 12 4 5 1 3 2 16 28 16 14、 3 1

(6-9)外 国 企 業進 出状 況(関 係外 資 名 。外 資比率 ・主要 製品)
1

2 2 9 2 5 2 4

1

2 7 9 6 3 2 4 1 20 28 16 12 1 1

(6-10)企 業 の 新 設 ・合 併 ・倒 産 の 実 態
.

3 4 12 6 5 2 6

1

3

1

12 21 6 9 2 3 2 15 18 18 8 1 1

(6-11)新 製 品 ・新 技 術
.

2 14 21 7 9 2 3 2 10 14 8 9 0 5 1 12 18 15 5 4 1

(注)A非 常 噸 要 で・ 常時手 敢 馴 して鎚 た い ので 淀 期 的自 動的
。供 給 して 欲 しい もの で ある.し たが つて

ある程 度 の 出 費 ちなつて もやむ を得 ない とい う情 報で あ る と思 う
。

B取 捌 きや業 務 上 大 きな鵠 が あるの で
,供 給 機 関が早 く,安 く供 給 して くれ るな らば常時 入手 して 経

たい と思 う。

c業 務 上参 考Kltる の で・妥 当 端 金 で あれば
,必 要 の都 度入手 した い情報だ と思 う。

a原 材 料

b繊 繊'化 学 品

c機 械 類

d雑 貨 類

e原 材料,繊 維 雑 貨

f原 材料,繊 維 ・化 学 品,機 械

g原 材料,機 械 類,雑 貨
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4.6取 引 相 手 地 域 と 情 報 需 要

企 業の 取 引相 手市 場 に よつ て,そ れ ぞ れ の市 場 地 域 の 特性 が あ る ため に ピ企 業の情 報 需 要

は 多少 変 化 をみ せ るはず であ る。本 節 で は,復 数市 場 を 相手 とす る企業 に重 点を置 か ず 股,

特定 市 場 の み と取 引 きを行 なっ てい る企業 同志 の情 報 需要 の 分析 を 中心 と したい 。何 故 な ら

ば,取 引 相 手地 場1」に情報需 要をみる場 合,複 数地 域 市場 の企 業を と りあげ る と,個 々 の市 場

に対 す る情 報需 要 の分析 をあ い ま い にす る場 合 が 多い と考 え られ るか らで あ る。 これは4,4

お よび4.5の 場 合 とか な り異 なっ た点 であ る と考 え られ る。

したが つ て,特 定地域 のみ と取 引 を行 なっ て い る企 業は きわ め て少 な く,ま た,そ れ ら企

業の 回 答数 はさらに少 ないわけ だが,あ えて これ ら企 業 の情 報 需要 に重点 を置 いて 分析 した。

ア ン ケー ト回 答企 業 の主 要 取扱 地 域 の 回答 数 はつ ぎの とお りで あ る。

取 扱 地 域 回答数(社)

a米 国,カ ナ ダ,オ セ ア ニ プ 24

b西 欧 2

cア ジ ア 3

d共 産圏 16

e中 近東,ア フ リカ,中 南米 7

4.6.1各 取 引 市 場 の特 徴

(1)米 国,カ ナ ダ,オ セ ア ニア

各 情 報類 の なかで,需 要度 が 相対 的 に 高い の は,一 般 経済 事 情,一 般 貿 易 事 情,業 種

別事 業 で あ り,企 業経 営環 境 事 情,行 政 機 関.そ の 他 の 関係 機 関,国 民生 活 へ の需 要 度

は比 較 的低 い 。

個 別 の情 報 につい ては,一 般 経済 事 情 では景 気状 況,一 般 貿 易 事情 で は 輸 入 制 限,

輸 入 見通 し,国 民 生 活 で は主 要 商品小 売価 格,行 政 機 関 ・その他 機 関で は経 済 団体,経

済 官 庁 ・企 業 経 営 環境 事 情 では 物 価 水 準,税 制,業 種 別 事 情 では新 技術,新 製 品 に対 す

る需要 が高 い。

(2)西 欧

回答 企業 数は2社 で あ り,こ れ を もつ て 西欧 市場 取 引業 界 の一 般 的 特徴 とす る のは,

かkり ため らいを 感 ず るか,あ えて そ の特 徴をみ る とA印 を 付 して い るのは,一 般 貿 易 事

情 の な かで 輸 入 制 限,輸 出入 見 通 し,商 事慣 習 と関 連法 規 に各1社 あ る だけ で,B印 を

付 して い るの も全 情報 の な かで,6項 目だけ 惚 と どまつ てい る。
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(3)ア ジ ア

回 答 数 は3社 だけ であ り,全 項 目を通 じて1社 が,C印 を付 し,2社 がほ とん どの項 目に

つ きブ ラ ンク とい う特 徴が み ら れ る。例 外 と して,国 際 収支 と主 要輸 出入 商 品お よびそ の対

象国 に1社 がA印 を マー ク して い る。

(4)共 産 圏

共 産 圏市 場 取 引業 界が,高 い需要変を示 してい る情 報類 ま,業 種 別事 情,企 業 経営 環境 事 情,

行 政 機 関 ・そ の 他機 関 であ り,一 般 貿易 事 情,`般 経済 事 情に対す る需要度 はB・C印 が 多

く,A印 の数は相鋤 に少ない 。 国 民 生活 で はA印 は な い が,B印 が他地 域 に 比べ 多い の が特

徴で あ る。

企 業経 営環境 事情,業 種 別 事情 と もに需要 度 が他 の どの地 域 よ り も高いが,そ の 内容 を概

観す ると次 の とお りで あ る。

企業 経 営環 境 事情 で は,税 制,交 通 ・港湾 事 業,労 働 事 情,企 業 者 ・労 働 者数 を は じめ 全

般 に高 い需 要 を 示 して い る。

そ の理 由 と して,ま ず,基 本 的 には これ ら 諸国 が,情 報流 出 π関 し他 の先 進国 ほ どオー プ

ンで な く,外 部 に情 報を 発表 してい な いた め,全 般 的事 情が わか りに くく,し た がつ て 取 引

とは 直 接 関係 は ない に して も,こ れ らに関す る基本 的事 情 を十 分 わ きま えた上 で 取 引 きを行

ない た い とい う考 え が反 映 して い る もの とみ られ る。

業 種 別事 情 で は,や は り新技 術 ・新 製 品へ の需 要 度が 最 も高 く,次 いで 設 備 投資状 況,企

業 の 新 設 ・合併 ・倒 産の 順 にな つて い る。

行 政 機関 ・そ の他 機関 で は,経 済 官 庁 ・経 済 団体'重 要人物の経歴 などに対 す る需要 度が 高

いo

(5)中 近東,ア フ リカ,中 南米

企業 経 営環境 事 情 に対す る需 要 度 が比較 的 高 く,共 産 圏 市場 取 引業 界 に次 いで い る。

以 上,各 地 域市 場 ご とにそ の需 要す る情 報類 をみ て きたが,西 欧,ア ジア と もア ン ケー ト回

答者 が少 い た め,こ れ だけ で結論 付 け るの は 多少 危 険 と考 え られ る。 そ こで,以 下 これ ら地 域

市 場 を 含む 複 数地 域 市場 を取 引相 手 とす る業 界 の需 要 情 報 もみ る こ と とす るが,上 記の個 別 地

域 市場 の特 徴が こ こに も十 分 に反 映 されて い る こ とが わ か る。

4.6.2米 国,カ ナダ,オ セアニアお よ び他 の市 場 との取 引を あ わせ 行 なって い る場 合 の 情報 需 要

わが 国 の主 要取 引 市場 で あ る米 国,カ ナ ダ,オ セ ア ニ ア とは,ほ とん どの企 業が 取 引 を行 な

って い る もの と考 え られ るが,こ の市場 とと もに他 の 市場 との取 引 もあ わせ行 なっ てい る企 業

を 比較 し,そ こか ら新 しい 需 要情 報を 分析 す る こ とに し よ う。

,
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(1)ab市 場 とad市 場 の比較

米 国市場 お・よび西 欧 市場 との取 引 が主 であ る企 業 と米 国市 場 お よび共 産圏 市場 との取

引が主 で あ る企 業 との 比較 であ る。

adの 企 業 がabの 企 業 よ り回答が少ない のであ るが,A印 の 回答 の数 は ,一 般 経 済 事

情 ・国 民生 活 ・業種 別 事情 にお い て,ad企 業 がab企 業 を上 回って い る。 ま た企 業 経

営環 境 事 情 では 回答数 の わ りに はad企 業 がab企 業 に比 べ 需要 度 が高 い 。

以 上 にみ られ るご と ぐ,共 産圏 市場 との 取引 を 主 とす る企業 の 特徴 が この な か に も十 分

うか が わ れ る。

(2)abc,abd,acd市 場 の比 較

米 国市場 を共通 とし なが ら も,こ れ に(i)西欧 ・ア ジア,(ji洒 欧 ・共産 圏,制 ア ジア.

共 産圏 との取 引を主 とす る企 業 の比 較で あ る。

換 言 すれば,(j)は,わ が 国の主 要取 引地 域 との 取 引を主 としてい る企 業,㈹ は,先 進 国

な らび に共産 圏 との 取 引 を主 として い る企業,(iib4・S,西 欧 との取引 は少 ないが ,他 の二 大

取引 相手 地 域 との取 引 を主 と してい る企業 であ る。

①abcとabdの 比 較

一般 経 済 事情
,一 般 貿易 事 情 で,abdのA印 の数 がabcに 比較 して きわ め て 多

レ㌔

ま た行政 機 関 ・そ の他 関係 機関 につい て はabdに は,A印 とす るの が3社 あ るの に

対 し,abcに は1社 もない。

企業 経 営 環境 事情 で,ば じめてA印 の数 は,abcがabdを 上 回 るの で あ るが,こ れ,

は やは りア ジ ア市 場 の特 徴を あ らわ してい る もの といえ よ う。 この 例 外を 除 いて,す

べ て の 場 合 にabcの 場 合の ほ うが ブラ ン クが 多 く ,情 報需 要 度はabdの 方 が圧倒

的 に 高 い。

②abcとacdの 比 較

① の場 合 と同様の 現 象 が生 じ.企 業経 営環 境事 情 にお いて もA印 の 数 はacdの ほ

うがか な り多 い の は ア ジア市場 が含 まれて い るか ら当然 とい え よ う。

③abdとacdの 比 較

この両 者 間 には,際 立つた 差異 はあ まりみ られない 。例 外 的 に ,企 業 経 営 環 境事 情 で

A印 の数 は ・acdが 圧 倒 的 に 多い 。①,② と 同 じ よ うにア ジ ア市場 が含 まれ てい るか

らで あ ろ う。

ブ ランク の数 はacd市 場 の ほ うが 多 く,こ れ は,ア ジア市 場 に関 す る情 報が 全般

に 入手 しやす く.西 欧 市 場 の それ が比 較 的困難 な点 から くる こ とで あ ろ う
。 した がっ
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て多少 の バ ラツ キは あ るが,情 報 需 要 度は,abd市 場 を主 とす る企 業 の方 がacdに 比

べ て 高い傾 向 が み られ る。

な お,最 後 に取 引相 手 市場 別 に企業 の個 々の情 報 に対 す る必 要 度をみ た ものが表4.6で

あ る。



表4.6取 引 相手市 場 と個別情 報需要 一93-～-94一

調 査 項 目(国 別情 報)(カ ッコ内は例 示事項)
A

.

B C

a b C d e f 9 h i j k・ 必 a b C d e f 9 h i j k ノ a b C d e f 9 h i j k β

L

－

般

経

済

事

情

(1-1)人 口(総 人 口 ・就 業 人 口 ・所 得 階 層 別 人 口!
`

2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

1

2 , 0 0 0 1 2 1 3 2 3 5 2

■

7 1 1 10 1 13 13 0 14 9 15 15

(1-2)国 民総生 産(総 支 出の内訳,産 業部 門別 内訳)
虜

3 0 0 0 0 0 0 0 1 3 1 0

.

3 0 0 0 1 4 3 3 4 3 8 3 7 1 1 10 2 12 12 1 11 8 12 14

(1-3)経 済成 長率(過 去 の成 長率,今 後1年 間の成長 見通 し) 3 0 0 1 0 0 1 0 3 5 3 1

.

3 0 0 3 1 9 5 3 5 3 1 7

1

7 1 1 8 2 8 9 2 10 7 8 9

(1-4)工 業生産 高(業 種別付加価 値構 成比)
s

3 0 0 0 0 1 2 0 3 4 4 2

.

3 0 0 1 1 6 5 3 5 2 5 6 6 1 1 9 1 11 10 0 10 10 13 10

(1-5)国 民所得(1人 当 り国民 所得)
1

3 0 0 0 0 0 1 0 1 2 2 0

1

3 0 0 1 1 5 4 3 5 3 9 3

.

5 1 1 8 0 12 11 0 9 8 10 14

(1-6)貿 易 額(輸 出入 額 ・主 要商品輸 出入額) 3 0 0 0 1 2 2 1 4 4 6 3

1

3 0 0 2 1 7 7 3 6 3 1 7 6 1 1 8 2 14 7 2 8 10 8 9

(1-7)生 産(鉱 工 業生 産指数 ・農 業生産 指数)
.

3 0 0 0 0 0 1 0 4 3 5 1 3 0 0 2 1 5 6 3 3 3 4 3 3 1 1 7 1 13 10 0 9 9 14 12

(1-8)国 家予算(予 算 額 ・財政方 針)

1

3 0 0 1 1 0 0 0 2 1 0 0

.

3 0 0 2 0 2 7 3 4 4 6 4

.

4 1 1 8 1 12 8 0 10 9 15 13

(1-9)国 際 収 支(収 支 内 訳 ・外 貨 準 備 ・為替 レー ト)

.

3 0 1 1 1 1 0 1 6 3 7 0

1

3 0 0 2 0 5 7 2 3 5 5 10

.

6 1 1 8 3 12 11 1 7 8 10 9

(1-10)景 気 状況(過 去 の動向 と現況 ・将 来の見 通 し)
.

4 0 0 1 1 3 3 1, 6 6 9 4 4 0 0 5 2 8 11 4 7 4 8 9

1

8 1 1 6 0 13 6 3 4 5 8 9

2

一

般

貿

易

事

情

(2-1)主 要輸 出入 商品 お よび その対 象国 2 0 1 1 1 3 2 1 6 3 9 2 2 0 0 2 2 11 7 3 5 2 9 6 7 0 1 5 3 10 6 2 6 10 6 9

(2-2)対 日主要輸 出入 商品
,

2 0 0 1 0 3 2 0 5 4 8 2

`

2 1 O 2 2 8 7 3 6 2 7 7

1

7 1 1 5 4 12 5 3 5 10 9 9

(2-3)主 要 貿易関係 団 体 ・会社(主 要商工会議所 ・主要生産 諸団体 ・主 要大手 商社)

`

2 0 0 2 0 2 0 0 2 1 4 1 2 0 0 1 2 6 5 4 6 5 7 7

1

5 1 1 6 1 12 11 1 8 8 10 12

(2-4)主 要 対 日取 引 き企 業 2 0 0 1 0 1 0 0 3 0 4 1

,

2 1 0 2 2 10 7 2 7 5 7 7

.

5 0 1 5 0 11 7 2 5 10 13 9

(2-5)当 該 国 との取 引 きで主要 な第3国 企業 2 0 0 0 2 2 2 0 3 1 2 0

.

2 0 0 3 1 6 6 2 8 4 6 6 5 1 1 6 1 2 6 2 7 9 15 11

(2-6)輸 出 入 手 続 3 0 0 2 1 4 1 0 5 6 6 3

`

3 0 0 3 1 3 6 3 7 3 8 8 9 1 1 4 0 12 7 2 5 7 9 10

(2-7)入 札制度 ならび に最新の主要入 札結果 2 0 0 3 1 2 8 0 6 8 2 2 2 0 0 1 0 5 3 1 2 2 8 5

1

5 1 1 7 0 7 4 1 ll 6 12 10

(2-8)貿 易 金 融

1

2 0 0 1 0 1 1 0 3 3 3 2

.

2 0 0 3 1 5 4 3 5 6 9 7 5 1 1 4 1 9 9 0 9 5 9 10

(2-9)輸 入 制限(措 置の 内容 と運動 の実態) 4 1 0 3 1 4 5 1 7 9 10 4 4 0 0 2 0 10 8 3 5 3 7 15 8 0 1 4 1 9 3 3 9 4 7 4

(2-10)輸 出 入 見 通 し 4 1 0 1 1 4 3 1 5 5 6 4 4 0 0 3 0 9 5 3 7 5 9 8 6 0 1 5 3 7 8 1 5 3 10 7

(2-ll)取 引 きに関 連す る生活 慣習(祝 祭 日 ・営業時間) 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 2 0 2 0 0 3 0 2 4 3 6 2 5 4 7 1 1 6 1 2 13 2 11 12 15 14

(2-12)商 事慣 習 と関 連法規
1

2 1 0 1 0 2 1 0 2 5 5 2 2 0 0 4 0 5 5 2 9 1 6 7 6 0 1 7 2 10 12 4 8 8 13 12

　

a

国

民

生

活　

(3-1)住 宅 事情(住 宅 の需給 事情 ・家賃) O
I

0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 1 1 1 1 2 2 3 1 7 1 1 8 0 13 ll 2 13 12 19 13

(3-2)主 要 耐久 消費財 普及状 況 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 4 0 0 0 0 2 0 3 6 1 4 4 2 0 10 1 1 6 1 13 5 2 10 9 16 13

(3-3)福 祉厚生(公 共 サー ビスの 普及事情 ・医療 事情)
1

0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3 0 1 1 2 2 0 8 1 1 10 1 12 10 2 14 ll 18 13

(3-4)主 要 サ ニ ビス 料 金(電 気 ・水 道 ・ガ ス ・交 通 ・通 信) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 2 1 1 1 4 4 2 8 1 1 8 1 ll 12 2 14 9 16 11

(3-5)主 要 商品小 売価 格 1 0 0 0 0 1 2 0 1 1 5 2 1 0 0 2 2 8 6 2 6 6 4 5 ll 1 1 7 0 11 8 1 11 8 15 12

(3-6)家 言十 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 0 1 1 4 4 1 9 1 1 6 1 13 12 3 15 9 15 12

(3-7)教 育(教 育制度 ・学校 数,教 師 数 ・生徒 数 ・文盲 率) 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0
'0

0 0 1 3 0 2 1 2 2 1 8 1 1 7 0 13 11 1 15 10 19 12
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調 査 項 目(国 別 情報)(カ ソコ内は例示事 項)
A B C

a b C d e f 9 h i j k 必 a b C d e f 9 h i j k 必 a b C d e f 9 h i 」 k 必

4

行

政
機

関
・

そ
の
他
関
係
機
関

(4-1)元 首 ・閣 僚 名 とそ の党 派 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 1 2 2 1 1 3 5 1 4
1

1 1 4 0 9 10 1 12 9 」5 12

(4-2)議 会(議 長 ・副議 長名 ・議 員数 とその党派別 内訳) 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2 2 1 2 3 3 0 4
1

1 1 5 0 9 10 1 11 9 16 13

(4-3)政 党(支 持 率 ・主 要 役 員) 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 2 2 4 0 5 1 1 5' 0 10 10 2 12 9 17 13

(4-4)経 済官 庁(所 在 ・主 要役職 名) 1 0 0 2 0 1 1 0 1 2 0 0 1 0 0 0 1 3 2 1 2 1 7 2 6 1 1 5 1 10 11 1 13 12 14 12

(4-5)経 済 団 体(所 在 ・特 色 ・役 員 名) 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 1 0 1 0 0 2 2 4 2 1 3 3 8 1 5 1 1 5 0 9 12 1 13 9 14 14

(4-6)労 働 組 合(所 在 ・特 色 ・役 員 ・組 合 員 数) 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0

1

0 0 0 1 1 3 1 1 1 2 3 0

1

7 1 1 6 0 9 10 1 14 9 17 13

(4-7)重 要 人 物 の 経歴 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

1

0
1

0 0 2 0 2 2 0 2 2 5 0 5
1

1 1 5 1 9 11 2 13 11 16 14

(4-8)主 要 新 聞 ・雑 誌
、 1 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 1 1 6 3 0 5 2 8 3 7 1 1 4 2 9 10 2 10 10 14 13

(4-9)研 究所 ・経済 学者 ・経 済研 究者 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 ・2 1 4 1 5 1 1 6 1 10 13 2 13 11 18 14

5 ,

企

業

経

営

環
境

事

情

(5-1)外 資 導 入 制 度 0 0 0 3 0 1 0 2 2 4 12 3 O
I

0 0 2 1 5 8 1 8 7 2 8 7 0 1 4 0 9 11 1 8 5 11 6

(5-2)資 金 調 達 事 情 0 0 0 2 0 2 1 1 2 3 9 4 0 0 0 2 1 5 8 2 7 7 3 5 7 0 1 5 0 8 9 0 10 4 10 8

(5-3)主 要企業 平均 財務比率 1 0 0 1 1 2 1 1 2 2 4 1 1 0 0 1 1 5 4 2 5 6 6 6 9 1 1 6 1 8 11 0 8 6 12 9

(5-4)税 制 1 0 0 4 1 1 2 2 1 4 8 4 1 0 0 2 1 5 5 1 8 5 5 4 9 1 1 5 0 10 13 1 8 6 9 11

(5-5)労 働 事 情 0 0 0 3 0 1 1 2 1 5 7 2 0 0 0 1 2 4 3 1 7 5 4 5 11 1 1 6 1 8 12 0 10 5 11 8

(5-6)物 価 水 準 1 0 0 3 0 1 1 2 1 2 6 1 1 0 0 3 0 6 6 2 6 6 8 6 9 1 1 5 2 12 11 1 13 8 9 8

(5-7)ゴ 三要 金 員虫機 関 1 0 0 1 0 0 0 1 0 2 4 1 1 0 0 0 1 5 3 2 6 3 4 5 5 1 1 7 0 10 12 0 10 9 13 9

(5-8)交 通 ・港 湾 事 情 1 0 0 2 1 1 1 1 1 5 3 2 1 0 0 2 0 4 2 2 5 2 5 3 8 1 1 8 0 10 12 1 12 ]1 13 ll

(5-9)建 設 の 電 力 事 情 0 0 0 2 1 0 0 1 0 4 3 1 0 0
・0

0 0 3 2 2 2 2 5 3 6 1 1 7 0 11 13 0 14 10 13 10

6.

業

種
別

事
情
(

鋤 ≡1」

工 し

業'

な小

ら禿

び り

に業

)

(6-1)企 業 数 ・労 働 者 数 4 0 0 2 0 2 0 3 3 1 4 1 4 0 0 2 0 6 6 1 2 7 5 7 8 1 1 6 2 13 9 0 13 6 14 7

(6-Z)生 産 現 況 と 見通 し 3 0 0 2 1 3 4 2 6 5 4 4 3 0 0 3 2 10 6 2 3 7 9 5 7 1 1 6 3 9 8 1 10 4 13 5

(6-3)設 備 投資(投 資額 ・主 要新 規投 資) 3 0 0 3 2 1 2 2 5 6 3 2 3 0 0 3 0 6 6 1 4 5 6 7 4 1 1 3 3 7 6 1 9 4 13 5

(6-4)輸 出額(主 要 相手国別) 3 0 0 2 1 1 4 2 6 2 6 3 3 0 0 3 1 11 6 1 5 8 6 5 8 1 1 3 O 】0 4 0 7 5 12 9

(6-5)輸 入 額(〃) 3 0 0 2 1 1 2 3 6 3 7 4 3 0 0 2 1 13 7 1 6 7 6 7 7 1 1 3 0 9 6 1 8 5 12 6

(6-6)主 要 業 界 団 体(所 在 ・特 色 ・役 員) 2 0 0 2 1 1 0 1 2 1 3 1 2 0 0 1 1 5 4 2 4 6 3 8 9 1 1 8 2 13 13 1 13 9 16 8

(6-7)主 要 企 業(社 長 名 ・資 本 金 ・売 上 高 ・主 要製 品) 2 0 0 2 0 2 3 1 5 5 5 4 2 1 0 4 2 7 8 1 6 5 5 8 10 0 1 4 3 ll 5 2 7 6 15 7

(6-8)主 要企業 平均 財務比率 1 0 0 1 1 1 2 1 3 5 4 3 1 1 0 1 0 7 6 1 5 5 6 5 5 0 1 7 2 8 6 0 9 5 ll 7

(6-9)外 国 企業進 出状況(関 係外資名 ・外資比率 ・主要 製品) 1 0 0 1 1 2 3 2 5 6 10 2 1 1 0 4 1 10 5 0 6 6 6 9 10 0 1 4 0 10 10 0 8 5 8 6

(6-10)企 業 の 新 設 ・合 併 ・倒 産 の 実 態 1 0 0 2 1 1 1 1 3 1 6 3 1 1 0 5 0 8 7 1 6 8 3 5 8 0 1 3 2 9 6 1 8 5 13 7

(6-11)新 製 品 ・新 技 術 6 0 0 4 1 5 6 2 8 10 9 5 6 0 0 2 1 11 6 4 5 2 5 10 7 1 1 5 2 8 7 2 7 7 10 4

囲A非 常に重要で,食 時手 元に 準備 してk－きたい ので,自 動的 に供 給 して欲 しい ものであ る。

したがつ てあ る程度 の 出費 となつて もやむを得 ない とい う情報であ ると思 う。

B取 り引 きや業 務上,大 きな影響 力があ るので,供 給機 関が早 く,安 く供 給 して くれ るなら

ば常時入手 してお きたい情報 だ と思 う。

C業 務上 参考 になるので,妥 当な料 金 であ れば,必 要の都 度入 手 した い情報だ と思 う。

a

b

C

d

e

f

ア メ リカ,カ ナ タ㍉ オ セ ア ニ ア

西 欧

ア ジ ア

共 産 圏

中 南 米,中 近 東,ア フ リカ

ア メ リカ,カ ナ ダ,オ セ ア ニ ア,西 欧

9

h

i

j

k

ノ

ア メ リ カ,カ ナ ダ,オ セ ア ニ ア,共 産圏

ア メ リカ,カ ナ ダ,オ セ ア ニ ア,西 欧,ア ジア

ア メ リカ,カ ナ ダ,オ セ ア ニ ア,西 欧,共 産 圏

ア メ リカ,カ ナ ダ,オ セ ア ニ ア,ア ジ ア,共 産 圏

ア メ リカ,カ ナ ダ,オ セ ア ニ ア,西 欧,ア ジア,共 産 圏

ア メ リカ,カ ナ ダ,オ セ ア ニ ア,西 欧,ア ジア,共 産 圏,

中 南 米,中 近 東,ア フ リカ
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4.7海 外 関 係 事 業 に 対 す る 評 価 と 海 外 情 報 に 対 す る 需 要

海 外 関係事 業 に対 す る企業 の評 価,い い かえ る と海 外 関係 事 業 を今 後 積極 的 に 伸ば して い

きたい と考 え て い る企業 とそ うで ない 企 業 とで,海 外情 報 に対 す る需 要 の度 合い は ,ど の よ

うに違 うのか,と い うこ とを検 討す るの が本 節 の ね らい で ある。

国 際 化時 代 に入 っ て,今 後海 外 関係事 業の ウエ イ トを 増や した い とか,海 外 関係 の事 業量

を 伸ば した い と考 え てい る企業 数 は 多 く,し か も,こ れ らの企 業 の海 外 情報 に対 す る需 要 度

も高い 。

ω 海 外 関係事 業 の ウエイ トを拡 大 したい と答 え た もの

海 外関 係 事業 の ウエイ トを拡 大 したい と考 え て い る企業 が 海 外情報 に対 して 如 何 な る需

要 を持 っ て い るか を示 したの が 表4.7の ω 欄 で ある。 また,海 外 関係事 業 の ウエ イ ト拡 大

と並 行 して商 品 も,地 域 も拡 大 した い と答 え た企 業 が,海 外 情報 に対 して 如何 な る需 要 を

持 っ てい る かを 示 した の が表4.7の(ABC)欄 で ある。

こ の両 者 は,そ れ ぞれ 別 個 に取 扱 うよ りも,む しろ同 じ範ちゅ うに属 す る企 業 として取扱 う

べ きで ある。 この両 者 を あわ せ る と
,海 外情 報 に対 して,積 極 的 に必 要 で ある と答 え た も

のの 大半 を 占め て いる。 しか も,比 較 的 関心 が うす い項 目で あ る「 国民 生 活」
,「 行 政 機

関 ・そ の他 関・係機 関 」に 対 す る 関心度 もか な り高 い。

しか しなが ら,両 者 を 同一 に 取扱 うといつ て も,海 外 情報 の 項 目によつ て ,か な り大 き

な相違 点 が み られ る。

た とえ ば,A印 を 付 した ものの なか で,一 般 経 済事 情
,「 般貿 易事 情,国 民 生活,企 業

経 営 環 境事 情,業 種 別事 情 に関 す る情報 に対 す る態度 は変 らないが,行 政機 関 ・その 他 関

係 機 関 につ い て の情 報 に対 しては,前 者 は 強 い需 要 を示 してい るが,後 者 の場 合 は む しろ
ノ

需 要度 は低 い。 また,C印 の情 報 に つい て も,・後者 は一般 貿 易事 情 にっ い て,前 者 ほ ど大

き な関心 を示 して い ない。 他方,「 業 種別 事 情 」につ いての 関 心は 強い とい うこ とが で き

る。

(2)商 品 を拡 大 した い と答 え た もの

輸 出商 品の 多様 化・ 高度 化 を図 る こ とに よつ て海外 関係事 業 を 伸ば して い きた い と答 え

た 企 業 と,海 外情 報 との関 連 を示 した のが 表4 .7の ⑱ 欄で ある。 商 品を拡 げ る こ とに よつ

て 海外 関係 事 業 を 伸ば してい きた い と考 え てい るため ,当 然 の こ となが ら,業 種別 事 情 に

関 す る情 報 に対 す る関心度 が最 も高 い。

また,商 品輸 出 と密 接 な 関係 の あ る情報 で ある国際収 支,景 気状 況,主 要 輸 出入商 品お

よび その 対 象 国 ・対 日主 要 輸 出入 商 品 につ い て も,他 の項 目よ り強い 関心 度 を 示 して い る。
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(3)海 外 関係事 業 の地 域 を拡 大 したい と答 え た もの

海外 関 係事業 の地 域 を拡 大 したい と答 えた ものは,商 品 の拡 大の 場合 と同 様 に,業 種 別

事 情 に対 して強 い 関心 を示 して い るカ㍉ これ と同 じよ うな ウエ イ トで 一般貿 易事 情 に対 し
孝

て も関心 度 が高 い点 が大 きな特 徴 といえ る。 これ らの 関係 を表 に して示 せば,表4.7の ◎

欄 の とお りで あ る。

(4)今 後 の海 外 関係 事 情 は,内 外 情勢 に応 じて 対処 したい と答 えた もの

商 品 あるい は 地域 を拡 大 したい と答え た 企業,い いか えれ ば,海 外 関係事 業 を拡 大 して

い く方 向 で考 え て い る企業 よ りも,内 外 の 情勢 に応 じて 対 処 した い と答 え た企 業 の方が 海

外情報 に強い 関心 を示 してい る点 は注 目され る。

業 種 別事 情 につ いては ②,(3)で 検 討 した企 業 と同様 の 関心 度 を示 してい るが,そ のほ か

陥 一般経爾 情・搬 貿易事情㊤ 撒 管理麟 敵 ついての繍 閲 する蹴 度が高

く,こ れ らの情 報 に対 して は対価 を支払 っ て も常 時入 手 してお きた い と考 え てい る点 は 注

目され る。 この 関係 を表 示 すれ ば表4.7の ⑭ 欄 の とお りで あ る。



表4.7海 外 関係 事業 に対す る評価 と個別情報 需要
～-100一

'

調 査 項 目(国 別 情報)(カ ツコ内 は例 示 事項)

1

A B C
.

合計 ω 鋤 (B) (BC) (◎ (功 ㈲
1

合計 (A) 鍋 〕)(B) (BC) (C) (D) (B) 合計 ω (ABC) (B) (BC) (◎ ⑪ (E)

L

－

般

経

済

事

情

仁1-1)人 口(総 人 口 ・就 業人 口 ・所 得 階層 別 人 口) 5 2 2 0 0 0 0 1 23 10 3 i 2 1 0 2 137 56 23 8 2 5 1 19

(1占2)国 民総 生 産(総 支 出 の 内訳,産 業 部門 別 内訳) 9 4 3 0 0 0 0 1

1

38 18 5 1 2 1 0 4 125、 17 20 8 2 8 1 17

(1-3)経 済成 長率(過 去 の成 長 率,今 後1年 間 の 成長 見通 し)

,

22 10 5 1 0 0 0 3

1

64 28 10 3 2 3 1 5 97 47 13 5 2 5 0 14

(1-4)工 業生 産 高(業 種 別付 加 価 値構 成比)

.

22 13 6 0 0 0 0 3

.

48 17 6 1 2 3 1 6 117 42 45 18 8 7 0 14

(1-5)国 民 所 得(1人 当 り国 民 所得) 11 6 3 0 0 0 0 1

.

42 22 5 2 2 2 1 4

1

114 42 20 6 2 5 0 16

(1-6)貿 易額(輸 出入 額 ・主要 商 品輸 出入 額)

.

30 17 6 0 0 1 0 3

1

64 25 11 3 2 3 1 7 106 44 14 7 4 6 0 12

(1-7)生 産(鉱 工業 生 産 指数 ・農 業 生産 指 数)

.

19
'10

6 0 0 0 0 2 41 17 6 2 2 4 0 3

1

ユ16 43 18 6 3 6 1 16

(1-8)国 家予 算(予 算 額 ・財 政 方針)

1

11 6 1 0 0 0 0 3

1

42 21 5 1 1 3 0 4

1

114 48 20 8 3 3 1 13

(1-9)国 際収 支(収 支 内訳 ・外 貨準 備 ・為 替 レー ト)

.

32 13 6 2 1 1 0 3

1

53 22 10 2 2 2 0 6

I

l10 51 13 7 3. 5 1 16

(1-10)景 気状 況(過 去 の動 向 と現況 ・将来 の 見通 し) 50 21 9 2 1 2 1 6

1

79 37 12 4 5 2 0 7

1

91 37 11 3 3 7 1 14

一

2.

一

般

貿

易

事

情

一・

(2-1)主 要 輸 出入 商品 お よびそ の対 象 国 56 18 5 2 2 3 0 2 65 30 8 3 2 1 1 6

1

95 38 14 6 4 6 0 13

(2-2)対 日主 要 輸 出入 商 品 33 13 5 2 2 2 0 2 60 31 8 1 1 3 1 5 102 45 15 7 4 4 0 14

(2-3)主 要 貿 易 関係 団体 ・会 社(主 要 商工 会 議所 ・主 要生 産諸 団 体 ・主 要 大手 商社 18 11 3 0 0 1 0 0 58 24 7 1 3 2 0 7

1

105 45 17 7 3 4 1 16

(2-4)主 要 対 日取 引 き企 業 16 8 3 0 0 1 0 0 62 30 8 2 3 2 1 6

1

100
1

42 14 8 1 6 0 14

(2-5)当 該国 との 取引 きで主 要 な第3国 企 業 17 10 2 0 0 1 0 1 53 21 8 2 3 2 1 5 107 45 19 8 1 6 0 15

(2-6)輸 出 入 手 続 41 16・ 6 0 3 1 0 5 59 26 11 3 1 4 1 7

1

89 40 14 5 1 3 0 10

(2-7)入 札制 度 な らび に最新 の主要 入 札結 果 38 15 9 0 1 4 0 3 38 22 3 1 1 0 0 5 95 36 15 8 2 4 1 13

(2-8)貿 易 金 融 22 7 2 0 2 2 0 1 60 29 12 2 0 2 0 8

1

89 36 14 7 2 4 1 11

(2-9)輸 入 制 限(措 置 の内容 と運 動 の 実態) 60 21 12 1 2 5 1 8 69 36 8 3 4 3 0 5

1

85 40 12 5 1 1 1 10

(2-10)輸 出 入 見 通 し 41 16 6 O 2 4 1 5 68 29 12 3 3 2 0 7 84 38 12 6 0 3 0 10

(2-ll)取 引 き に関連 す る 生活 慣 習(祝 祭 日 ・営業 時 間) 8 3 2 1 0 0 0 0 38 15 5 1 1 2 0 6

1

131 58 19 8 3 5 1 17

(2-12)商 事慣 習 と関 連法 規 28 9 5 0 1 0 0 6 53 25 8 3 3 3 0 2

1

117 53 18 7 1 5 1 17

3

国

民

生

活

・

(3-1)住 宅 事 情(住 宅 の需 給 事情 ・家賃) 5 0 2 0 0 1 0 2 20 6 6 1 2 1 0 1 131 58 18 7 2 3 1 17

(3-2)主 要 耐 久 消 費財 普 及状 況 11 8 2 0 0 0 0 0 28 16 4 0 2 2 0 0

1

126

.

49 20 9 2 3 1 19

(3-3)福 祉 厚生(公 共 サ ー ビス の 普及 事情 ・医療 事 情) 3 1 0 0 0 0 0 1 10 5 2 1 2 0 0 0 138 59 22 7 2 4 1 18

(3-4)主 要 サ ー ビス 料 金(電 気 ・水 道 ・ガ ス ・交 通 ・通 信) 4 1 1 0 0 0 0 1 25 13 3 1 2 o 0 3

1

124

.

50 20 7 2 4 1 17

(3-5)主 要 商 品 小 売価 格 18 7 3 1 0 0 0 4 54 25 10 2 2 4 0 7 116 51 16 6 2 1 1 14

(3-6)家 計 4 3 1 0 0 0 0 0 16 7 4 1 2 0 0 1

.

130 52 19 7 3 4 1 19

(3-7)教 育(教 育制 度 ・学 校 数 ・教 師数 ・生 徒数 ・文盲 率) 2 0 1 0 0 0 0 1 15 7 4 0 2 1 0 1

■

133 56 21 9 2 3 1 16





一101-・v-102一

調 査 項 目(国 別 青報)(カ ツコ内は 例 示 事項)

A B C
●

合計 ω 鵬 (B) (政 〕〕 ゆ) (D) (E) 合計 ω 込K) (B) (BC) (C) Φ) (D 合計 ω ばBO (B) (BC) (C) (D) (E)

4

行
政
機
関

・

そ
の

他
関
係
機
関

(4-1)元 首 ・閣 僚 名 とそ の党 派 5 3 0 0 0 0 0 0 25 11 5 0 1 1 0 3 107 14 16 8 3 3 1 14

(4-2)議 会(議 長 ・副 議 長 名 ・議員 数 とそ の党 派別 内訳)

.

3 3 0 0 0 0 0 0 21 9 3 0 1 1 0 3 110 43 18 7 3 3 1 14

(4-3)政 党(支 持 率 ・主要 役 員)

1

2 2 0 0 0 0 0 0 18 8 2 0 1 0 0 2 115 46 20 7 3 4 1 14

(4-4)経 済 官庁(所 在 ・主要 役 職 名)

.

11 8 0 0 0 0 0 1 31 13 6 0 1 1 0 3 114 46 17 7 3 4 1 16

(4-5)経 済 団 体(所 在 ・特 色 ・役 員 名)・

1

9 6 2 0 0 0 0 0 36 15 7 0 1 2 0 4 115 44 19 8 3 4 1 16

(4-6)労 働 組 合(所 在 ・特 色 ・役 員 ・組合 員数)

.

6 4 0 0 0 0 0 0 15 8 1 1 2 0 0 2 ll9 47 22 6 2 4 1 16

(4-7)重 要 人 物 の経 歴

1

2 2 0 0 0 0 0 0 20 11 3 0 1 0 0 1 121 48 20 8 3 4 1 17

(4-8)主 要 新 聞 ・雑 誌 8 6 1 0 0 0 0 0 35 18 10 0 1 0 0 1 115 43 15 8 3 5 1 18

(4-9)研 究 所 ・経 済 学 者 ・経 済 研 究者

.

3 3 0 0 0 0 0 0 20 8 3 1 1 0 0 0 125 51 21 6 3 4 1 18

5

企
業
経
営
環
境
事
情

(5-1)外 資導入 制 度 37 19 6 0 2 1 0 4 57 22 13 0 2 2 0 7 98 43 12 9 2 3 1 11

(5-2)資 金 調 達 事 情 32 16 5 1 2 0 0 3 53 20 10 0 2 3 0 8 94 43 14 8 1 2 1 10

(5-3)主 要 企 業 平 均財 務比率 18 11 2 0 1 0 0 1 45 19 10 .0 2 3 0 4 109 46 16 7 1 2 1 17

(5-4)税 制 37 17 7 0 2 1 0 5 51 25 10 2 2 2 0 1 105 47 13 8 1 2 1 18

(5-5)労 働 事 情 28 13 3 0 2 1 0 4 51 23 10 0 1 2 1 4 109 51 15 7 1 4 0 14

(5-6)物 価 水 準 24 13 3 0 1 0 0 4

1

59 24 13 2 3 2 0 4 114 53 12 7 2 3 1 16

(5-7)主 要 金 融機 関 11 6 1 0 1 0 0 1

1

44 20 8 0 2 1 0 6 104 47 16 8 1 4 1 12

(5-8)交 通 ・港 湾 事 情 23 11 5 0 1 1 0 2 39 15 9 1 1 2 1 4

.

Il6 54 13 7 2 3 0 15

(5-9)建 設 の 電力 事情 13 6 2 0 1 1 0 2 31 14 5 1 1 1 0 4 114 49 18 7 2 4 1 13

6.

業

種

別
事

情

(

鉱卸

工 し

業'

な 小

ら売

び り

に 業
)

一

(6-1)企 業数 ・労働 者 数 23 11 4 1 1 1 0 2

1

49 19 8 2 2 2 0 4 114 47 17 5 2 5 1 17

(6-2)生 活 現況 と見通 し 41 17 9 2 2 3 0 4

1

72 33 12 1 2 2 1 4 97 39 12 6 3 4 0 17

(6-3)設 備投 資(投 資額 ・主 要 新規 投資) 34 14 6 1 3 2 0 4

1

54 26 10 2 0 3 1 2

`

89 39 10 5 1 4 0 14

(6-4)輸 出 額(主 要 相 手 国 別) 37 16 6 3 2 2 0 3

1

60 27 11 1 2 3 1 5 90 36 15 6 1 3 0 12

(6-5)輸 入 額(〃) 42 18 7 2 2 1 0 4

1

72 29 14 3 2 4 1 6 86 41 12 6 1 2 0 10

(6-6)主 要 業 界 団 体(所 在 ・特 色 ・役員) 18 12 1 1 0 0 0 1 50 12 13 3 3 2 0 6

`

120 57 15 7 2 5 1 18

(6-7)主 要 企 業(社 長 名 ・資本 金 ・売上 高 ・主 要 製 品) 36 19 6 1 2 1 0 2

1

61 22 12 2 2 3 0 9 100 47 12 6 1 4 1 14

(6-8)主 要 企 業平 均 財務 比率 26 12 5 0 1 1 0 2

1

46 15 10 3 1 4 0 6

1

94 44 ll 4 2 2 1 13

(6-9)外 国 企業 進 出 状 況(関 係 外資名 ・外 資比率 ・主 要 製品) 42 19 6 1 2 3 0 4

1

68 26 17 2 2 3 0 7

1

93 42 8 8 0 3 1 16

(6-10)企 業 の新 設 ・合併 ・倒 産 の実 態 26 13 4 0 2 1 0 2

,

61 19 14 3 2 3 1 9 87 40 11 4 0 4 0 10

(6-11)新 製 品 ・新 技 術 71 29 14 2 3 3 0 9

1

69
`

31 13 4 2 3 1 7

1

85
　

39 7 5 0 5 0 10

(注)A:非 常 に重要 で,常 時 手 元 に準 備 してお きた いの で,定 期 的,自 動 的 に供 給 して欲 しい も のであ る。 したが つ て

あ る程 度 の 出費 とな つて もや む を得 ない とい う情 報 であ る と思 う。

Bl取 り引 きや 業 務 上,大 きな 影 響 力が あ る ので,供 給機 関が 早 く,安 く供 給 して くれ るな らば 常 時入 手 して お き

た い情 報 だ と思 う。

C:業 務 上 参 考 に な るの で,妥 当 な 料金 で あれ ば,必 要 の都 度 入 手 した い情 報 だ と思 う。

(A):海 外 の ウエ イ ト,ま たは 事 業 量 を さ らに伸 ば した い。

(B):商 品 を拡 げ た い。

(C):地 域 を拡 げ たい 。

ω:こ のま ま で よい。

(E):内 外の 状勢 に応 じて 対処 した い。



コ
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5個 別情報の需要分析

5.1ま え が き

わ れ わ れ はす でに2.3va.ts.LAて,企 業 の 国 際 経 済 情 報 に対 する認 識 や外 部 の情 報 供給

機 関 利 用 に 関 す る 態 度 を,ま た4に お い ては、 種 々の取 引形 態 か らみた 情報 需 要 を各 面 か

ら分析 して 来た。 ア ンケー ト第 皿部 の個 別 情報 につ い て も,ア ン ケー ト第1部teよ び第n部 と

の 関連 に おい て各所 で触 れ て来 たが,本 章 にお い ては,さ らに進 ん で,個 別 情報 に対 す る企 業

の 需 要度 自体を 比較 分析 す る こ とに よつ て,海 外 情 報 に対す る企 業 の認 識、 要請 を よ り明確 に

し,情 報 の 種類 ごと に,如 何 なる供 給方 法 が適 してい るか とい う点 にま で触 れ てみ よ う。

本 章 にお い ては,ま ず5.2に おい て概 論 的 に58の 個別 情 報 を,① 一 般経 済事 情,② 一 般

貿 易事 情,③ 国 民生 活,④ 行 政機 関 ・そ の他関係機 関,⑤ 企 業経 営環 境事 情,⑥ 業 種 別 事 情の6

つ の グ ル ー プに 分け,グ ルー プ相互 間の需 要 度 の比 較検 討 を行 なっ た。

次 い で,グ ルー プ内 の個 別情 報 に対 す る需 要 度の 分析 を行 ない,需 要の強 弱 の原 因 を検 討 し

た。

最 後 に5.3にk-LAて,L)上 の分析 から個別情報 を性 格別に,一 ・一般 情 報 か特 殊 情報 か,

生 の 情報 か,分 析 加工 あ るいは 判断 を加 え た情 報 か等 一6つ の類型に分類 し,そ れ ぞ れの 情

報 の特 殊 性 を探 ると と もに,そ の現 実 の需 要 曲線 と理論 的 需要 曲線 とのか い離 要 因の 分析 を通

じて,こ の かい離 を 埋 め るた め の手 段 一 情 報 の種 類 ご とに如 何 在 る供 給方 法 が と られ るべ き

か を検 討 した。

ただ,情 報 供給 に関 する分析 には,個 別 情報 ご とに,現 在 の供 給体 制 が ど うなつ て い るか どい

う点 の分 析 の 裏打 ちが必 要 で ある が,こ の点 は 他 日にゆず ら ざる を得 なか っ た。

また,今 回 の ア ンケー ト調査 の対 象が商 社,製 造 業 建 設業,コ ンサル タ ン トな ど,直 接 的

に海外 取 引 を行 なっ てい る企 業 が 多 く,そ れ だ け に海外 情 報 に関 しては ある程 度 専 門的 知識 を

有 してい る こと,資 本 金1億 円LJ上 の大 企業 が 主体 に立っ てい る とと,今 後盛 ん に な る と思 わ

れる 資本 取引 を行 なっ てい る企 業 が 少 な い こと,個 別 情報 の需 要 度 は,こ れ ら情 報が 国別 に,

か つ,少 な くと も四半期 毎 に有 料 で供 給 され る とい う前提 で回答 されてい ること等 は,分 析結

果 を判断 す る際 に 留意 すべ き点 であ る と思 われ る。

5・2情 報 の 需 要 分 析

5.2.1個 別 音報 需 要 の総 括的 分 析

(1)こ こでは,ア ンケー ト第 皿部 の① ～⑥ の多項 目,.すなわち一般 経 済事 情,一 般 貿 易事 情,国

民 生活,行 政機関 ・その他 関係機 関,企 業経 営環 境事 情 お よび業種 別 事情 に関 する情報を、それぞ
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れグループとしてとらえ・これに対して企業力法 れほどの謬 を持ってぽ 殖 只 みたい・

調i査の対 象 と 左つ た企 業の取 引 別 比率 は,調 査 対 象が 製造業 お よび商社 が主 体 であ るた め,

商 品取 引 が48.2%と 過 半 数 を 占め,以 下技 術 取 引25.3%,プ ラン ト取 引13.8%,サ ー ビ

ス 取 引6.6%,資 本 取 引2.4%と なつて お り,商 品取 引 と技術 取 引 の比率 が高 くなつ てい る。

技 術 取 引 の比 率が 高 いのは,「 技術 取引 」が 単 に パ テ ン ト,ノ ウ 。ハ ウの取 引 とい う意味 に

解 さ れ てい るの で な く,機 械類 の 取 引 も技 術 取 引 と同一 視 され てい る部分 もあ るた め と考 え ら

れ る。

(2)図5.1は,ア ンケ ー ト欝 血部 の① ～ ⑥ の各 項 目 につ い て,A,B,C印(A,B,C

の内 容 につ い ては,ア ンケー ト回答集 計 結果 表 参 照)お よびA,B,c印 を総 合 した もの を グ

ラフに描 いた もの であ る。
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ま た,図5.2は,横 軸 の プ ラス(Z)方向 を'A,縦 軸 の プ ラス の 方向 をB,横 軸 の マ イ ナスの

方向 をC・ 縦 軸 の マ イナス の方 向をDと し,原 点 か ら 等 距 離 の'所 にA,.B,C印 お よびD

(回 答 の うちA,B,Cの いずれ か不 明 の もの お よび無 記 入の 計)の 百分 比 の全 平均 値 を と り,

① ～⑥ の各項 目 のそ れぞ れに て?いてA,B,C,Dの 百 分 比の 平 均値 を結 ん だ もの で ある。

図5・2グ ル ープ別情報 の需要 度
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図5.1お よび 図5.2に よれ ば,第 皿部の ①～ ⑥ の海外 情報 は,表5・1の とお り,3つ

の グル ー プに 分け る こ とが で きる。

表5.1グ ルー プ別 情 報の 需 要 度

1

② 一般貿易事情
需 要 が かな りあ る もの

⑥ 業種別事情

① 一般経済事情
需要が比較的あるもの

⑤ 企業経営環境事情

③ 国民生活

需 要 が 低 い も の
行政機関 ・その他④
関係機関

図5.3.1～5,3.4は,図5.1を さ ら に業 種 別 に細 分 して,商 社,製 造 業 建 設 業

お よび コン サ ル タ ン ト別 に,グ ラ フ を 画 い た もの で あ る。
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これ らの 図か ら取 引主 体別 に海 外情 報 の 需 要 度を グ ルー プに分 け る と表5 .2の とお りと

な る。

表52取 引主体別情報の需要度

＼ 商 社 製 造 業 建 設 業 コ ン サ ル タ ン ト

需 要が

か な り

あ る も

の

② 一般貿易事

情

② 一般貿易事

情

⑥ 業種別事情

② 「般貿易事

情

⑤ 企業経営環

境事情

⑥ 業種別事情

② 一般貿易事

情

⑤ 企業経営環

境事情

⑥ 業種別事情

需要が

比較的

あるも

の

① 一般経済事

情

⑤ 企業経営環

境事情

⑥ 業種別事情

① 一般経済事

情

⑤ 企業経営環

境事情

① 一般経済事

情

① 一般経済事

情

需要が

低い も

の

③ 国民生活

④ 行政機関.

その付関係機関

③ 国民生活

④ 行政機関 ・

その他関係機関

③ 国民生活

④ 行政機関 ・

その他関係機関

③ 国民生活

④ 行政機関 ・

その他関係機関

(3)(2)の 分析 結 果 に基 づ き,ア ンケー ト第皿 部 の ①～⑥ の 各項 につ い て,需 要 の 多い ものか ら

順 に簡 単 に コメ ン トしてみ よ う。

(イ)需 要が 最 も多いの は,一 般 貿 易 事情 お よび 業種別 事情 であ る。

① 一般 貿 易事 情

す べ ての 業種 にわ たつ て需 要が 強 いが,商 社 の需 要 が一番 強 い。 商社 は,本 項 の情 報 に

つい ては何 らか の方 法 でか な りの程 度 ま で収 集 して いる と思 わ れ るが,に もか か わ らず 需

要が 強 いの は,商 社 に とつ て本項 の情 報が 如 何 に重 要 であ るか を示す と と もに,万 遍 無 く,

情 報 を収 集 す る ことがか な り困難 で あ る こ とを示 す もの であろ う。

本 項 を 構成 してい る情 報は,い ず れ も貿 易 取引 をは じめとす る海外 取 引 を行 な うに 際 し
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て不 可 欠 左 もの ば か りであ る。

本 項 の 中 では,輸 入 制限,輸 出入 見通 し,輸 出入 手続,入 札 制度,主 要輸 出入 商 品 左 ど

に 対 する需 要が強 い。

これ を取 引別 にみ る と,近 年 にお け る技 術取 引 の増 大 を背景 と して,技 術取 引 を行 なっ

ている 企 業が,輸 出入 手続 につ い てか 在 り強 い需 要 を有 してお り,ま た当然 の ことなが ら

ブ ラ.ン ト取 引を 行 なっ ている企業 力～ 入札 制 度 な らび に 最新 の入 札結 果 につ い て,商 品取 引

を行 なっ ている企業力㍉輸 入 制限,輸 出入見 通 しにつ い て強 い関 心を 示 してい る。

本項 は どち らか といえ ばス ピー ドは 要求 され るが,入 手 が容 易 な もの が 多 く,ま た加工,

分 析 す る 必 要 が 比較 的少 な い もの もあ るが・ 特 に需 要の 多 い輸入 制限・ 輸 出入 見通 しに

つ いては,が な りの既 存情 報 の蓄積 が あつた うえで これを'加 工 分析 して得 られ る もの であ

り,高 度 の判 断 を必 要とす る情 報 で あ る。 需 要者 側 と して も,こ れ らの情報 は企 業経 営 に

密接 に結 び つい ているの弍 か 左 り質の 高 い情報 を期 待 してい る と考 え られ,需 要の 強 さ も

これ を反映 してい るの であろ う。 、

企 業 としては 常時,相 手 国の 最新 の 貿 易事 情 を把 握 してお くこ とが きわ め て大切 であ り,

そ 鳴 味 で 本項 は 要領 よ く整理 され,か つ,迅 速 に 供 給 され る な らば,常 に手 元 に置 い て

お く価 値 の ある情 報 であ る と考 え られ る。・

② 業 種 別事 情

商 社 の需 要 が若 干 低 いほかは いずれの 業種 と も需 要 が きわ め て高 い。 これ は, .製造 業 左

どに とつ て,海 外.の業種 別の詳 しい実態 が あ ま り把 握 され てい な い ことを示 してい る。商 社

の需 要が 比 較的 低 い のは,そ の性 格 か ら して,業 種 別 の詳 しい事 情を さほ ど必 要 と しな い

た めで あろ う。

本 項 に含 ま れ てい る情報 は,輸 出先 国お よび競 争 国 の業 界 の実 態 を詳 し く教 え て くれ る

もの であ り,ま た企 業経 営環 境 事 情 と あわせ て企 業 が 海外 へ 進 出す る場合 に も必 要 とな る

もの で あ る。

本項の中では 新 製 品 ・新 技術,外 国企 業進 出状況,輸 入額1生 産 現 況 と見通 しな どに対

す る需 要が強 ㍍ な か で も新製 品 ・新 技 術 に対 す る需 要が とび抜 け てい る。

これ は新 製品 ・新 技術 に関す る情報 の 確 保が企 業 間競争 に打 ち勝つ たあの きわ め て太 き

宏要 因 であ る こ とに よる もの であろ う。 しか し,こ れ らは,い ずれ も企 業の 高 度の秘 密 に

属す る もの であ る こ とお よび本情 報 の処 理 の た めに は,き わ め て高 度の 専 門的 知識 を有 す

る人材 を要す る こと等 を考 えれ ば,企 業 間 競争 が ま す ます激 化 してい る今 日,そ の 確保 は

一 層む ず か し くな りつつ あ る と考 え られ る。 しか し本 情 報 は,入 手 が困難 では あ るが,一

旦 確 保 して しまえぱ ▲特 定 の需 要者 に対 し,き わ め て高 価 に販売 で きる性 格 の もの で ある。
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今 後 のわ が 国 あ輸 出は,激 烈 な先 進 国 間 め競 争 と同時 に 発展 途上諸 国 か らの追上 げの 強

化 と い う二 つの困 難 に直面 してお り,こ れが 対 策の ために相 手 国お よび競 争 国 の産 業 の 実

態 を的確 に把握 し,.こ れ た基 づ くきめの細 か い対 策 を講 ず る ことが 要請 され てい る ところ

か ら,本 項 は,海 外 情 報の なか で も最 も重 要な もの の一 つ で ある と考 え られ る。

←)つ ぎに需 要 が比 較的 あ る もの は,二 般経 済 事情 お よび企 業 経営環 境事 情 である。'

① 一 般 経 済事 情

一 般経 済 事情 に つい ては
,す べ ての業 種 が あ る程 度の需 要 が ある と してい る。 一 般 貿易

事情が 実 際 の取 引 に あたつ て必 要左の に対 し.本 項 に含 まれ てい る情 報 は,取 引の 見通 し

を立 て るに あ たっ ての 材料 と在 る もめ であ ると考 え られ る。 馳'"

本項 の 中 では,景 気状 況,国 際収 支,貿 易額,経 済 成長 率 な どに対 す る需要が 高 いが,

これ もこ うした見方 を裏 づ け る もの であ ろ う。 左 か で も,景 気 状 況 に対 す る需 要が きわ め

て高 いのは:(イ)の一般 貿 易事情 と同 じ理 由に 基づ くもの である と'考え られ る。

本 項 の うち,人 口,『国民総 生 産;国 民 所得 な どは,相 手 国 の マーゲ ッテ イ〃 調 査 を行 な

う上 で必 要 で ある と考 え られ るが,予 想 に反 し,需 要 が比 較的 少 な いの は,必 らず しも最

新時 点 の数 字 を 必要 と し左 い こと,お よび一 般報 道 機 関,政 府 機 関等 に よつ て十 分 す ぎる

ほ ど情報 が 供給 され て いるか ら であ ろ う。'

っ ぎにこれを取引 別 にみ る と,商 品取 引 を行 な っ てい る企 業 お よび商 品取 引 と と もに技 術,

プ ラ ン ト,資 本,サ ー ビス 取 引な どをあわ せ て行 なっ て い る(以 下 「総 合取 引 」とい う。)

企 業ほ ど本項 に 対 す る需 要が 強 く,他方 資本 ブラン ド,サ ー ビス 取 引の み を行 な っ てい

る企 業の本 項 に対 す る需 要は低 い。 これは 前者 の 業 務 内容 が きわめ て多岐 にわ たつ てい る

の で,各 市場 に 対 す る多 角的 左貿 易戦 略 を樹立 す る ことが 必 要 である の に対 し,後 者 のそ

れ は きわ め て専 門 化 されてい るため,企 業 経 営上 本項 の 必 要性 が薄 い た め であ る と考 え られ

る。

② 企 業経 営環 境 事情

建 設 業お よび コンサ ル タ ン トが きわ め て強 い需 要 を有 しているのは 両者 が 海外 で直接 事

業 を行 在 うことか ら して 当然 であろ う。 これに 対 し,商 社 お よび製造 業 の需 要 は若干 低 く

な つ てい る。

本項 の 情 報 で需 要が強 い のは,外 資導 入 制度,税 制,資 金調 達 事情,労 働事情 左 どで あ

り,か な りの 企 業 が既 に海 外 進 出 してい るか,ま たは その 意 図 を持つ'てい ると とを 推定 さ

せ る。

企 業 を 経営 す る ととは,た だ で さえ 大変 な の に,ま して,言 語,風 俗,』習慣 な どの異 な

る外 国 でのそ れ は,よ り大 幅 な 困難が つ きま幽と う。 海 外 投 資'の失 敗 例 を み て も事 前 調
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査 の 不 備 を あ げ て い る もの が か な り あ り,投 資 前 調 査 の 重 要 性 が 痛 感 さ れ て い

る。

本 項 目のな か で,主 要金 融機 関 に対 す る需 要が 低 いの は,本 情 報が 入 手 しやす い もの で

ある うえ に要 求 すれ ば簡 単 に提 供 さ れ るか らであろ う。 取引 別 にみる と,.さ す が に資本 取

引を行 な っ てい る企 業が 強 い 関心 を有 しているが,こ の ほか 総合 取引 を 行 在 っ てい る企 業,

商 品取 引,技 術取 引 を行 な っ てい る企 業 も高 い関心 を有 してい る。

わが 国経 済 の大 型 化が進 み,外 延的 拡 大が 行 在わ れ るに つれ て,本 項 の 情 報 に対す る需

要は,今 後,ま す ます 強 くな る ことが予 想 され る。

◎ 最 後 に需 要が最 も低 い ものは,す べ ての 業種 を通 じ,国 民 生活 お よび行 政 機 関 ・その 他

関係機 関 に関す る情 報 である。

① 国 民 生 活

本 項 に含 ま れ て い る 情 報 は,海 外 で 生 活 す る場 合 に は 必 要 不 可 欠 な もの で ある

カ㍉ 予 想 に 反 し,需 要 は
.きわ め て 低 い 。 こ れ は 海 外 進 出等 が 軌 動 に 乗 っ て か ら必

要 と な る もの で あ りそ れ ま で は,参 考 程 度 で 良 い と考 え られ て い る た め で あ ろ

う。

本 項 では,主 要商 品 小 売 り価 格,主 要耐 久 消費 財普 及 状況 につ い て,商 社 が ある程 度の

需 要を有 してい るが,こ れは 家 電製 品,そ の 他商 品売 込み の た めの マー ケッテ ィング ・デー

タと して必 要 な ため であ ろ う。

② 行 政機 関 ・そ の他 関係 機 関

本 項 に含 まれ てい る情報 は,直 接海 外取 引 とは関 係 の 左い もの であ り元 む しろ国際 経済

交 流の 要素 が 強 い と考 え られ る。

しかしながら,発 展 途上 国 に おい ては経 済 外的 要 因が 事業の 遂 行 に とつ て必 要 とな る場 合

もある こと,先 進 国 に おい て も輸 入 制 限の 回避 な どの ため各 種 の 働 きかけ を必要 とす る場

合 が あ る こと,共 産 圏諸 国 との取 引 に おい ては,政 府機 関 を相 手 にせ ね ば 左 らぬ と とな ど

か ら,相 対的 にみ た需 要は 低 いが,そ れ な りの 重 要性 を有 してい る とみ て よか ろ う。 また

新 聞,雑 誌 は広告 媒 体 と して欠 かせ ない もの である。

本項 の情報 で需 要の 強 い の が 経 済 官 庁,経 済 団体,主 要 新聞 ・雑 誌 な ど となつ てい る

の も,こ の よ うな理 由に基 づ く もの で あろ う。

(4)LJ上 海 外 情報 を グルー ピン グ し,こ れ に対 す る企 業の需 要 度の 分 析 を行 ない,そ れが

① 一 般貿 易 事情,業 種別 事 情

② 一般 経 済 事情,企 業 経営環 境 事 情

③ 国民 生活,行 政機 関 ・そ の他 関係 機 関
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の 順 であ り,ま た取 引別 には,商 品取 引 を行 なっ てい る企業 は一 般 貿易 事情.一 般経済 事 情 に

対す る需 要 が強 く,技 術,プ ラ ン ト,サ ー ビス,資 本 取 引 のみ を行 力っ てい る企 業は 業種 別 事

情,企 業経 営 環境 事 情 に対 す る需 要 が強 く,ま た総合 取 引 を行 な ってい る企 業 の欲 す る情 報 は

両者 を包 含 してい る とい う結果 を 得 た。

この分 析過 程 で判 明 した ことは,企 業 は 自 己 の 力 で収 集 困 難 な,か つ企 業 経営 に密着 した

海 外 情報 を強 く求 め てお り,比 較 的 入手 しや す い情 報 に対 す る需 要度は低 い こと,ま た企 業 が

求 め てい る情 報 の 中に は,新 たに 情報 源を開 発せ ねば な らな い もの も少 左 くない こと な ど・であ

る。

今 後,わ が 国 経済 と世界経 済 の結 び付 きが より深 まるに つれ,各 取 引 もよ り一層 国 際性 を強

め る もの と予 想 され るが,商 品取 引(特 に 輸 出)に つ い ては,海 外 需要 へ の適 応 を一 層 強 め る

ことが 要請 され て お り,業 種別 事 情 情報 の重 要性は ます ます高 まる もの と思 われ る。

ま た,今 後 プラ ン ト取 引,資 本 取 引(海 外 投 資)な ど従 来 の個別企 業 の域 を脱 し,数 種 の企

業,産 業 の機 能 が組 み合 わされ て相手 国 へ進 出す る形 態が 多 くなる と予 想 さ れ,こ う した 傾向

を反映 して,企 業経 営環 境 事情 情 報 に 対す る需 要が 強 ま る であろ う。

5.2.2個 別情 報 需要 の個別 分 析

5.2.1で は アンクニ ト第 皿1部の ①～ ⑥ までの項 目を グル ー プと して検討 したが,こ こ では さ らに

そ の左か の 個別 の情 報 につい て分析 してみ よ う。

① 一般 経済 事 情

一 般経 済 事情 に対 す る需要 度 は
,,ア ンケート回答 集計 結果 表 に も示 され てい るが、 この項 目の

(1-1)～(1-10)ま での平均 をとると 「A最 重要必要情報」 と考えている ものが5.9%,「B重 要必要

情 報 」と考 え てい る もの が14.4%,「C必 要情 報 」と考 え てい る ものが33.7%,「D無 記

入 」が43。4%と な つ てい る。 今,こ れ を横軸 の プ ラス円 の方 向 にAの%を.縦 軸 の プ ラス(円

の方 向 にBの%を,横 軸 の マ イ ナスOの 方 向 にCの%を,縦 軸 の マ イナス←)の方 向 にDの%を

平均 の太 線 の部 分 を 中心 と して示 す と次図5.4.1の よ うに な る。



図5,4,1

C

ノ、

個別情報需要( 一 般経 済事情) 重
要

B

必
要
情
報

2璃

1go

5.8

144

(、-10)

(1一

6φ (1一 ⑨

4)

一6)

((-2)( 一5)

、

必要情報
' 27%

1-1)

＼

(1-8)

＼ 59

最重要必要情報＼

、

41%
7

1% 9%15傷

=
3%

(1-1)

'

人口(総 人 口,就 業 人口,所 得階層別人 口)

ミ
434

(1-2)

(1-3)

国民総生産(総 支出の内訳,産 業部門別内訳)

経済成長率(過 去の成長率.今 後1年 間の成長見通し)

49% ↓1-4) 工菜生産高(業 種別付加価値構成比)

(1-5) 国民所得(1人 当り国民所得)

(1-6) 貿易額(輸 出人頽.主 要商品輸出入額)

(1-7} 〉 ξt…産(鉱 ⊥菜生産指数・農業生産指数)

(1-8} 国家.r算(予 算額,財 政方針)

(1-9) 国際収支(収 支内訳.外 貨準備.為 替レー ト)

(】-10) 景気状況 〔過去の動向と現況,将 来の見通し)

無
記
人

、
!

D

A

ー

戸

戸
O
ー



一117一

図5・4'1は 一般 経 済 事情の 平均 需 要 度に 対 す る各項 目の 「バ ラツキ 」を示 した もの で あ

るが,こ れ でみ る と,A,B,Cに つい ての各 項 目の バ ラ ソキは大 きいがDに 対す る パ ラ ソキ

は(1-10)の 景気 状況 を除 い ては平均 値 に 近 い。 この こ とは,一 般経 済事 情 に対 す る需 要

度 は ほぼ 等 しい ことを示 しているが.バ ラ ツキの大 きい項 目につ い て分析 してみ るとつ きの ことが

考 え られ る。

(d)景 気 状 況(1-10)

A,Bの ウ エ イ トが高 いが,こ れ は 「景気 」とい う迅 速性 と見通 しとい う判断 的 要素 が 重

な り合っ たた め で あろ う。 と くにA+B+0の ウエ イ トが3分 の2LJ上 の ものが.景 気 状 況

輸 入 制限 新技 術 の3つ あ るが,後 二 者 は調査 対 象上 の 問題 もあ り,特 定 的 デー タ と考 え ら

れ るのに 対 し,景 気 状 況 は一般 的 デー タに もか かわ らず,高 い ウエ イ トを示 してい るの は,

判断 見通 し的性 格 が付 加 され て い るため であろ う。

(注)特 定的 デー タ,一 般 的 デー タに つ い ては5.2参 照

C,)貿 易額(1-5),国 際収 支(1-6)

A・B・Cの ウエ イ トが 高 いの は・調査対 象上
,比 較 的 特 定 デ」タの性 質 を持 つ もの であ る

からであ り'「 貿 易額 」が 「国際 収支 」 より も,よ り需 要力肪 るの も,商 品別 とい う観点 か らで

あ ろ う。

←う 人 口(1-1)

人 口は、 一 般 経 済 事情 の うち では 最 も需 要の 低 い項 目であ るに もかか わ らず,Cの ウエ イ

トがF番 高い のは;:経 済 取 引の 場 合,最 も前提 的 要 件 とftる 要素 が あるか らで あろ う。

② 一般 貿 易 事情

① の一 般 経済 事情 と同様 な方法 で一般 貿 易 事情 につ い ての需 要 度の バ ラツキを図 示 す る と図

5 .4.2の よ うに な る。

一 般 貿 易 事 情に対 す る平均 需 要度 は つ ぎの とお りで あ る
。

A最 重要必要情報と考えているもの 8.6%

B重 要必 要 〃 16.8%

c必 要 〃 29.6%

D無 記 入 41.8%
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図5.4.2を み る と,一 般 貿 易事 情 に つい てはAを 除 い ては あま リパ ラ ッキがみ られ ない。

これ は,調 査対 象 者 に商 社が か な りの割 合 で含 まれ てい るた め であろ う。 事i烏 前掲 の 図5.

3.1に よれ ば,商 社 は ①～ ⑥ の 項 目の うち,一 般 貿易 事情 に つ いて高 い関心 を 示 してい る こ

とが わか る。

(d)輸 入 制 限(2-9)

Aの ウエ イ トが 極 端 に 高 い が,こ れは 前述 の理 由の ほか に,元 来 あ らか じめ情 報 と して

収 集 でき老い もの も含 め て 必要 と してい る と も考 え られる。

す 左わ ち,輸 入 制限 の 内 容 につ い ては,ケ ー ス ・パ イ ・ケースで相手国側 で判 断 を す る もの

が あ り,一 般的 にあ らか じめ 甲乙 を つけ る とい う性 格 の もの でな い もの も含 まれ てい る。

この種 の 情報 は,例 え ば法 律 の解 釈 の よ うに 法律 の専 門家 に よる判 断 を必 要 とす る うえ,

さ らに個別 的 事例 につ い ての専 門家 も必 要 とす るた め,一 般 的に入 手 困難 とな るの であ ろ う。

←)貿 易 金融(2-8)

A,B,Cの ウエ イ トが低いが,こ れは,調 査 対象 者 に金融 業が含 まれ てい なか つ た こと と,

金融 につ い ての特 定情 報 は,一 般 的 機関 に依 存 す る よ り も銀行 等の 専 門機 関 に依 存 した方 が

よ り効果 的 で ある とい う判 断 が働 い た もの と思 われ る。

O取 引 に 関す る生 活慣 習(2-11)

(1-1)の 入 口 と同様 左項 目 であるが.Dの 無 記 入 が② の一－ma貿易 事情 の 中 で も比較 的

大 きいのは,人 口 とは異 な り経 済取 引 に伴 う前 提 的要件 とい うよりも',む しろ付随 的性 格 の も

の であ るか らで あろ う。

③ 国 民 生 活

① と同様 な方 法 で国民 生活 につ い ての 需要 度 の バ ラツキ を図示 するど.図5.4.3の よ うに

な る。

国民生活に対する平均需要度はっぎのとお りである。

A最 重要必要情報と考えているもの 1.6%

B重 要必 要 〃 6.9%

0必 要 〃 38.4%

D無 記 入 50.7%
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図5.4.3を み る と,C,Dで は バ ラソキが 余 りみ られ 左 いの に反 し,A.Bで は バ ラツ

キが み られ る。 これはA+Bの 需 要 度は 各項 目がほ ぼ 等 しい ことを示 してい る。

④ 主 要商 品 小 売価格C3r5)

国民 生活 は,全 体 と して も比較 的需 要の ウエ イ トが 低 い項 目であるが,こ の 小売 価格 だ け

は 高い。 小 売 価格 を除 い て③ の 国民生 活 に対 す る需 要 度 を平 均 する とA1%,B4%,C

39%と な る。

これ は,小 売 価 格 が小売 対 象者 に対 して比較 的関 心 の あ る 項 目 であ る こ とに よる もの と

思 わ れ るが・ この程 度 も① の平 均 をやや オー バ ー す る程 度の もの で あ る にす ぎ な い(勿 論

② の一 般貿 易事 情 に対 す る平均 需 要度 以下 であ る。)。

←)教 育(3-7)

教育 の需 要 ウエイ トが低いのは,調 査対 象 者 に よる要 因の ほ か,比 較 的必 要 とす る と きは,

現在 の もの(最 新の もの で左 くて も良 い)を 使 用 す る ことが 可 能 であるか らであろ う。

④ 行 政 機関 ・そ の他 関係機 関

行 政 機 関 ・そ の他 関係機 関に つ い ての需 要度 の バ ラ ツキを図示すると,図5.4・4の よ う

にな る。

本情 報 に 対 す る平 均 需 要度 は,つ ぎの とお りであ る。

A最 重要必要情報 と考えているもの 1.o%

D重 要 必 要 〃 7.o%

c必 要 〃 34.4%

D無 記 入 55.0%
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図5.4.4に よる と,Aお よびBの バ ラ ツキが か な り大 きい が,こ れ は,本 項 目に含 まれ

る情 報 が・政治 行政情報や経済 情報 であつ ても海外取引 と直接 には関係 の薄い,い わば 経済 周辺 情 報

であつ て,ア ンケー ト調 査 の対 象 である商 社,製 造 業 等 の関 心 が 全般的 に きわ め て低 い ため,

相対 的 に 需要 が あの程度認め られる情報 が,'大 き な偏差 と して出 て来 てい るため であ る。

ω 経 済 官庁(5-4),経 済団 体(5-5)

④ の行政 機 関 ごその他 関係 機 関 に属す る情報 につ い ては,各 項 目を通 じて 無記入 の 比率が

50～60%と 半tWLJ上 に達 してお り,一 般 的 に 関心が 薄 い が,経 済 官庁,経 済 団体 お よび

次項 の 新 聞 ・雑 誌 に つい ては,A+Bの 比率 が12%(④ の平均7%')と,④ の情報 のkか では

比較 的 高い 関心 が示 され てい る。

経済 官庁,経 済団 体 の所 在 ・特 色 ・主 要 役職員 名 等 に 関す る 情報 は,後 者 の方 が 情報 収集

の 困難 性 が若 干 高 い と思 わ れ るが,関 心 度 の差 と しては あ らわ れ てい ない。

い ず れにせ よ,本 情 報 は一 般 的 データとして.そ の基本 的 な 内 容 は一 般 的 な情報 源 に期 待 で

きるに もか かわ らず あ る程 度需 要が 高い のは,こ れらに関する 最 新 で しか も正 確 な情 報 の整 理

と官 庁 ・団 体 な り,そ の 役 職員 の特 色 一 例 えば どの団体 の 誰 に働 きか けれ ば よいか

等 の 情 報供 給 を企 業が 期 待 してい るか らであ る と思 われ る。

(n)主 要新 聞.・雑 誌(5-8)

一 般 的 デー タ であ り左が ら
,か 左 りの需 要 度が あ るの は,海 外 の新 聞 ・雑 誌 は,海 外 取 引

に 関す る最 も基 礎 的 左情 報 源 であ るか らであ り,ま た,企 業 が,広 告媒 体 と しての利 用 を考

慮 してい るか ら であろ う。

◎ 政 党(5-3)

A+Bの 比率 は5%に す ぎず,企 業 の関 心 は極 め て低 いが,こ れ は本 情報が 一般 的 に利 用

で きる情報 源 か ら得 られ る こと,海 外 取引 とは 直接 的関 係が な い ことに よる もの であろ う。

元首,閣 僚 名,議 員 等 に対 す る関 心度 につ い て も同 じこ とが いえ る。

←)重 要人 物 の 経 歴

基 礎 的 な情 報 と して重 要 で ある と思わ れ るが,関 心 度 が低 い の は,利 用 され る局面 が 限定

され る こ と,一 般 的情 報 源 か ら入手 で きる こと に ある と思わ れ る。

⑤ 企 業経 営環 境 事情

企 業 経営 環 境 事情 につ い ての 需 要度 のバ ラツキ を図示す ると,図5.4.5の よ うに な る。
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本情 報 に対 す る平 均需 要 度 は,つ ぎの とお りであ る。

A最 重要必要情報と考えているもの 7.0%

B重 要 必要 〃 14.0%

c必 要 〃 32.0%

D無 記 入 44.4%

図5.4.5個 別情 報需要(企 英 経贈 環境事情)
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⑤ の企 業経 営環 境 事情 に属 す る情 報 は,貿 易取 引 の場 合 だけ でな く.技 術 輸 出 あるい は 海 外

投 資 や資本,技 術 等が一 体 となつ た企業 の海 外 進 出の場 合 に と くに必 要 とされ る情 報 であ り,

海 外進 出が次第 に盛ん に 在 りつ つ あ る ことを背 景 と して,全 般 的 に企業 の本 情報 に対 す る需 要

度 は か な り高 い もの に 左っ てい るが,図5.4.5に よる とAお よびBに つ い ては,項 目に よ

つ てか 在 りの バ ラ ツキ(A3～11%.B9～17% ,A十B12～28%)が み られ る。

(イ)外 資導入 制度(5-1)・ 資金調 達 事情(5-2),税 制(5-4),労 働 事 情(5-

5)

A+Bの 比 率 は,23～28%と か 在 り高 い需 要 度が 示 され ているが,こ れは これ らが い

ず れ も企 業経 営環 境事 情 と して,最 も基 礎 的,共 通的 な もの であ り,海 外 進 出に 当たっ て必

須 の情 報 で あ る こと,情 報 の 性格 として も,詳細 左デー タに基 づ く専 門家 に よる分 析,加 工 が

必要であ り,多分 に判断 的 要素 を 要す る情 報 で あ る ことに よる もの であ ろ う。

上 記 の なか では,外 資導 入 制度,税 制 等制 度 的 左 もの に対 す る需要が よ り強 い が,こ れ は,

これ ら制 度が 海 外 進 出に 当たっ ての基 礎 的条 件 と在 るに もかか わ らず,一 般 的 には,そ の 全

体 系 を正 確 に と らえる ことが困 難 であ る こと,反 面,資 金 調達 事情 は取 引先 金融 機 関 とい う

専 門家 に よる情 報供 給が あ る程 度期 待 で きるか らで あろ う。

(ロ)交 通 港 湾 事情(5-8),建 設 の電 力 事情(5-9)

これ らも企 業経 営環 境 事情 と して重 要 な情 報 であ る と思わ れ るが.(イ)の グ ルて プに比 べ て

需 要 度が かkり 低 い(A+Bは,そ れぞれ17,11%)のd,こ れらが企業 経営環 境 事 情 と しては,や

や 特殊 左情 報 であ り,港 湾 事 情につ い ては,取 引 海運 業者 か らの 情報入 手 が 可能 であ る こ と,

建設 の電 力事情 に つ い ては,そ の利 用者 が建 設 業,コ ンサル タン ト等特 定 分野 に 限 られ る こ

と等'による もの であろ う。

8主 要企業 平 均財 務 比率(5-3),主 要金融 機 関(5-7),

⑤ の情 報 の なか では,若干異質 の,海 外取 引 に際 して間接的,参 考 的 情報 であ るた め,需 要が

低 いの で あろ う。

⑥ 業 種 別 事 情

業種 別事 情に つ い ての 需 要度 の バ ラツ キを図示 する と,図5 .4.6の よ うに なる。

本 情 報 に対す る平均 需 要度 は;つ ぎの とお りで あ る。

A最 重要必要情報と考えているもの 10.3%

B重 要 必 要 〃 17.6%

G必 要 〃 350%

D無 記 入 40.5%
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本 情 報 に対 す る需 要 度は,他 の海 外情報に比 較 して最 も高 く,企 業 にお い て一般 的 な経済,貿

易 情報 に比べち 業種別 の きめ 細 か い情 報が 確 保 できて いな い ことを示 してい る。 .

図4.4.6に み る如 く,A.B,C,Dと もか な りの パ ラ ソキを示 してい るが,と くに新

製 品 ・新技術 に対 す る需 要が とび抜 け て大 きい。

④ 新製 品 ・新 技術(6-11)

Aが21%,A+Bで は41%で 業種 別事 情の 左か だけ でkく ,全 低 別情報 を 通 じて最 大

の需 要が 示 され てい る。

これ は,こ れ らが企 業 の 最高 度 の秘 密 に属 す る情 報 で あ り,こ れ を入 手 す る こ とは企 業 間

競 争 に勝 ち抜 くため の最 大 の ポ イン トであ る こ と,そ れ だ け にそ の確 保 の 困難 性 が高 く.こ

の 種情 報 に対す る期待 が大 きい こと を示 してい る。

(n)生 産現 況 と見 通 し(6-2),輸 出額(6-4),輸 入 額(6-5),外 国企 業進 出状

況(6-9)

これ らは,A,Bが 業種 別 事 情平 均 よ り大 きい情 報 であ る。 相手 国 の業 種 別 の生 息 輸 出

入 状況 外 国企 業 進 出状況 は,貿 易 取 引 の場 合 にお い て も,一 般経 済,貿 易 事情 と な らん で

必 要 とされ る情 報 である ことは い うまで もないが,⑤ の情 報 とと もに,よ り強 く企 業経 営 環

境 事情情 報 と しての性 格 を持 っ てお り,⑤ の情 報 よ り も需 要 度が高 い のは,対 外 投 資.海 外

進 出の意思 決 定 の ポ イン トは,当 該 業種 に関す る海 外 の生 産,輸 出入状 況 や 外 国企 業 の進 出

状 況 である ご とに よる もの と思 われ る6

ぐう 企 業数 ・労 働者数(6-1),主 要業 界団 体(6-6),主 要企 業平 均財 務 比 率(6-

8)

これ らは業 種 別事 情の 左 か で比較 的需 要 度が 低 い情報 である が,と れ は,こ れ らが業 種 別

では あつ て も海 外 取 引に 当 た り,参 考 的 性格 の もの にす ぎな いか ら であろ う。

5.5需 要 の あ る 情 報 と し て の 要 素

5.3.1情 報 の理 論的 需要 度

(1)わ れ われ の 生活 は,あ る意 味 では,過 去 におけ る情 報 の集積 に基づ き、 新 だiに伝 達 され た

情報 を分析 し,判 断 して行 動方 式 を 決 め るとい つ て も過 言 では な い。

最近は,経 済の大型化,国 際 化 あ るいは 情報 化 の進 展 に と もない,一 面 では広 い情報 を必 要 と

す る よ うに なつ たが ・他 面,深 く,か つ 専 門 的 な 情 報 を も必 要 とす る時代 に なつ て きてい る。

今 回の アングート調査 結 果 を考 え る場 合 に おい て も,こ の経 済 社会 の 激 動期 に お い て一 体 企

業 が どの様 な性 格 の国 際 経済 情 報 を 必要 と してい るか を分析 す る こ とは,今 後 の 情報 需 要 の方

向を示 す と同時 に,ひ い ては わ が 国経 済 の行 動決 定 方式 を示 す一 例 と もなる であ ろ う。
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以下,本 節 では ナ ンケ ー ト調査 結果 を もとに して需 要の あ る情報 と しての 要 素は何 であ るか

を分析 し,今 後如 何 なる 情報 を供 給 する こ とが 望 ま しいか を示 した い。

(2)「 情 報 」は あ る人 に とつ ては 需 要が あつ て も,他 の人 に とつ ては需 要が な い とか,す べ て

の 人に 需 要 があ る とか い うよ うに種 々の もの が 考え られ るが,一 般 的 に いつ て需 要 のあ る情報

にはつ ぎの よ うな要 件 が 必要 であ ろ う。

① 情報 を有 してい る ことに意 義 が あ る とい う観 点か ら,情 報の 内容 を把握 してい る 者が,

現 に少数 しか い ない こ と(例 えば,い わ ゆ る,あ る部 内 に おけ る機 密情 報 は部 外者 に とつ て

も需 要が あ るか ら機 密 に して お くの で あ り,競 争 原理 の機 能 す る社 会 では,競 争の 度合 いに

応 じて需 要度 が決 ま るであ ろ う。)

② 情報 の内容 に 最 新 性が あ る こ と

③ 内 容 自身が正 確 であ り,斉 合 的 である ～二と

(3)(/)上 記三 条 件 を考 慮 して,Laま 一一般 的 に考 え られ る海 外情 報 に っい そ情 報 収集 老側(供 給

者 側)の 立 場 か ら考 え て区分 してみ る。

禎ず 種 々ある海 外 情 報は,収 集可 能 な もの と,収 集 不 能 の もの(例 え ば国 家の 機密 情報)

とに分 け られ る。

ま た収集 可 能 な情 報は,一 般 的 知識 を有 している者 が 海外 に派遣 され て収 集 する ことが で

きる 情報(一 般 デー タ)と 特 定の 技術 者 ある いは 特 定 分 野 に興味 の ある者 等(例 え ば弁 護

士,エ コノ ミス ト,経 営学士,技 術士,医 師,貿 易 業者)で 左い と収 集 で きな い情 報(特 定

デ ー タ)と に分 け られ る。

つ ぎに一般 デ ータ,特 定 デー タの各 々は,① 外国 政 府,公 的 機 関の 公表 した もの,ま たは外 国 出

版 社 の 出版す る百科 辞典 の項 を和 訳 す れ ばで き る種 類 の 情 報(生 デー タ),② 生 デー タを

分 析 も し くは 加工 しない と で き左い 情報,海 外 にお げ る民 間団 体 等 につ い て調査 しない と

で きな い情報(分 析 加 工 デー タ),③ 生 デー タ,分 析 ・加 工 デー タに基 づ い て判断 能 力を有

す る者 が判断 し左 い と できな い情報(判 断 デ ー タ)と に分 け られ る'図5・5参 照)。
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働 つ ぎに(イわ よ うに,あ る デー タを 分類 して,そ の需 要度 を考え て みる と,つ ぎの よ うな理

由か ら,一 般 的 に考 え られ る理 論的 な潜 在 需 要 曲線(理 論的 潜在 需 要 曲線)と 今回 の調 査対

象 か ら考 え られ る理 論的 な潜 在 需 要 曲線 とは 逆 の需 要 度を示す こ とが考 え られ る で あろ う

(図5・5参 照)。

① 海 外情 報の 需 要 は.一般的 にはわが 国 民 全員 に ある もの であ るが,そ の うち,出 版 物 等

に よつ て知識 を集 積 した者 に とつ ては,そ の情 報 は不 要の もの に 近い。

例 え ば,わ が国 の新 聞に よつ て報道 され た情 報 は,情 報 と しての 価 値 は 殆 ん ど 無 に等

し くな る。 もちろん.新 聞 情報 を,例 えば米 国 経 済 の動 きとい う観 点 か ら分析 し,整 理 し

た場 合 は別 であ るが,し か しなが ら生 の一 般 デー タ で も,新 聞 社 が報道 す る以前 であ るな

らば,新 聞社,国 民の需 要 とな つ て表 われ る もの であ る(な ぜ な ら,新 聞社 が 報道 す る

の は,そ の情 報 を国民 が欲 している と考 え るか らである か ら。)。1し たが つ て,一 般 的に

は,一 般 デー タが 特定 デー タよ り も需 要が 多い と考 え るのが妥 当 であろ う。 ま た,各 デー

タの 中 では,生 デー タの方 が 情報 者 の 需 要 に とつ ては よ り共 通 の 基盤 が あ るか ら需 要が あ

る であ ろ う。 よ つて,理 論 的潜 在 需 要 曲線 は図5.5の ①の よ うに な るで あろ う。

② 調 査対 象上 の理論 的潜 在 需 要 曲線(図5.5の ②)は,今 回の調 査 が商社,製 造業 等

の 法人 を中心 に して行 なわ れ た ことに 注 目 して考 え た もの であ る。

調査 対 象が 特定 的 である とい うことか ら⑳一般的デー タよ り特定 デー タの方 に需 要 が あ る

の は 当然 であ ろ う。 しか し,特 定 デー タの み で商売 が 成立 する もの では な い こ とは一 般 的

に 明 らか であ り,一 般 デ ー タに も需 要 が あ る ことが 予 想 され る。

つ ぎに,特 定 の法 人 を対 象とした ことは,調 査対 象 者 自身一定 の知 識の 集積 者 であ る こと

を考 え る と,生 デー タ より も分 析 ・加 工 デ ー タ,分 析 ・加工 デ ー タ よ り も判 断 デー タに需

要が 多 い こ とが 想像 され る。 この 「知 識 の集 積 者の 存 在 」は,情 報 需 要の 内容 を検討 す る

段 階 に おい て考 慮 しなけ れ ば左 らな い こ と であ り,例 え ば,小 学校 の教 科 書的 情報 は,小

学 生 に つ いては 需 要が あっ て も,情 報 の集 積 者 にとつ ては 無意 味 なの で あ る。 教科 書 的情

報 が デー タ ・ス トックと し て一 つ の役 割 を果 す 場合 には,若 干 の需 要が あ る であろ うが,

理 論 上 需要 が あつ て も,教 科 書 か ら 自分 で作 成 し うるの で あるか ら実 際上 の需 要 となる こ

とは疑 問 であ る。

以 上 に より,理 論的潜在 曲線 と調査 対 象上 の 理 論 的 潜 在 需 要 曲線 とは 逆 の関 係 に なつ

てい る ことが考 え られ るの であ る。
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5.3.2情 報 の現 実 の需要 度

(1)5.3.1で 考 え られ た海外 情 報 の分 類 に応 じて,今 回の 調査 項 目 を分類 してみ る。(元

来,調 査 」プ前 に との よ うな分 類 を考えて調査 した訳では ないので,きわめて 乱暴 なや り方で あ るが,

情報 の収集 の困難 性 とい う観 点 か ら需 要度 を考 えて み る ことは,今 後 の 情 報 供 給 に とつ て 意

義 が あ る もの と思 われ る。)

(イ)基 本 的 に はつ ぎの よ う左考 え方 で整 理す る。

(a)一 般 デ ー タ

① 一 般経 済 事情

③ 国民 生活

④ 行 政機 関 ・その他 関係 機 関

(b)特 定 デ ー タ

② 一般 貿易 事情

⑤ 企業 経 営環 境 事情

⑥ 業種 別事情

⑨ 生 デー タ,分 析加 工 デー タ,判 断 デー タの区 分 は(a),(b)に 応 じて表5.3の よ うに考

え る。
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表5.3生 分析 ・加工,判 断 デー タの 区分基 準

(a)一 般 デ ー タ (∋ 特 定 デ ー タ

① 生 デー 数字,住 所録 人名,企 業名等客観的尺 客観的尺度で表わされることはC)と同様

タ 度 で表 わ され る もの であつ て,資 料 自身わ である鳶 比較的特定団体にとつては基礎

れ わ れの 身近 にあ り,し か も一 般 の 国民 が 的なもの と思われるもの(① ①と共通する

関 心 を もつ もの 場合 が 多 い)'

(例 人口,財 政方針) (例 主要輸出入商品,物価水準.営業時間)

⑪ 分 析 ・ (D客 観的尺度で表わされる ものであつて (i)客 観的尺度であつても①から派生的に

加 工 デ ー も,資料 自身分 析,加 工 をす る必 要が ある 生 じて くる性格 の もの

'

タ か,ま たは必 らず し も 国民 一 般 が 関心 が あ Gi)… … … 事 情 … … … 状 況 … … … 手 続

るとは い え ない もの((b)① と共 通す る場 ・・…… 制 度 と必 らず しも客 観 的尺 度 で表 わ

合が多い) せ ない もの

(例 業種別付加価値構成比,小 売価格)

(iD… … 事情 … … 状 況 と必 らず しも客 観

的尺度で表わせないもの

⑪ 判断デ 判断的要素が加わるもの 左に同 じ

一 夕 (例 景気見通し) (例 輸 出入 見通 し,新 製 品 ・新 技 術)

向 具 体 的 には,調 査項 目は表5・4の よ うに 分 類 できる。
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表5・4一 般1特 定,生 タ分 析.加 工,判 断 デー タ区 分表

調 査 項 目(国 別情報)(カ ッコ内は例示事項)

(a)一 般 デ ー タ (b)特 定 デー タ

生
分析
加工 判断 生

分析
加工

判断

①

一

般

経

済

事

情

(1-1)人 口(総 人 口 ・就業 人 口 ・所 得 階層 別 人 口) ○

(1-2)国 民 総生 産(総 支 出の 内訳 ・産 業部 門別 内 訳) ○

(・一 ・)管 嘩 率(過 去の願 事・報1鞠 鍼 観 通 ○

(1-4)工 業生産高(業 種別付加値値構成比) ○

(1-5)国 民 所 得(1人 当 り国民 所得) ○

(1-6)貿 易 額(輸 出入 額 ・主 要 商 品輸 出入額) ○

(1-7)生 産(鉱 工業生産指数 ・農業生産指数) ○

(1-8)国 家 予算(予 算 額 ・財政 方針) ○

(1-9)国 際 収支(収 支 内訳 ・外貨 準備 ・為 替 レー ト) ○

(1-10)景 気状 況(過 去 の動 向 と現況 ・将来 の見通 し) ○

②

一

般

貿

易

事

情

(2-1)主 要 輸 出入商 品 お よび そ の対象 国 ○

(2-2)対 日主要 輸 出入 商品 ○

(・一 ・)議 離 圏 笑錫 暮～主覇 王会謝 ●主甦 ○

(2-4)主 要対 日取 引 き企 業 ○

(2-5)当 該 国 との取 引 きで主 要な第3国 企 業 ○

(2-6)輸 出入 手続 ○

(2-7)入 札制度ならびに最新の主要入札結果 ○

(2-8)貿 易 金融 ○

(2-9)輸 入 制限(措 置 の 内容 と運 動 の実態) ○

(2-10)輸 出入 見通 し ○

(2-11)取 引 きに 関連 す る生 活 慣習(祝 祭 日 ・営業 時 間)
・ ○

.

(2-12)商 事 慣 習 と関連 法 規 ○ 、 ○

↓
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調 査 項 目(国 別情報)(カ ッコ内は例示事項)

(a)一 般 デ ー タ (b)特 定デー タ

生
分析
加工

判断 生 分析
加工

判断

③

国

民

生

活

(3-1)住 宅 事情(住 宅の 需給 事 情) ○ ♂

(3-2)主 要耐久消費財普及状況 ○

(3-3)福 祉 厚 生(公 共 サー ビス の普及 事 情 ・医 療事 情) ○

(3-4)主 要 サー ビス料 金(電 気 ・水 道 ・カ ス ・交 通 ・通 信) ○

(3-5)主 要商 品小売価 格 ○

(3-6)家 計 ○

(3-7)教 育(教 育 制 度 ・教 師数 ・生 徒 数 ・文 盲率) ○

④

行
政
機
関
・

そ
の
他
関
係
機
関

(4-1)元 首 ・閣僚 名 とそ の党 派 ○

(4-2)議 会(議 長 。副議 長 名 ・議 員数 とそ の党 派 別 内訳) ○

(4-3)政 党(支 持 率.主 要役員) ○

(4-4)経 済官 庁(所 在 ・主 要役 職 名) ○

(4-5)経 済 団体(所 在 ・特 色 ・役 員 名) ○

(4-6)労 働 組合(所 在 ・特 色 ・役 員 ・組 合 員数) ○

(4-7)重 要 人物 の経 歴 ○

(4-8)主 要 新 聞 ・雑誌 ○

(4-9)研 究 所 ・経済 学 者 ・経済 研 究者 ○

⑤
企

業

経

営

環

境

事

情

(5-1)外 資 導入 制度 ○

(5-2)資 金 調達 事 情 ○

(5-3)主 要企業平均財務比率 ○

(5-4)税 制 ○

(5-5)労 働 事 情 ○

(5-6)物 価 水準 ○
.

(5-7)主 要金融 機 関 ○
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調 査 項 目(国 別情報)(カ ソコ内は例示事項)

(a)一 般 デ ー タ (b)特 定 デー タ

生 分析
加工 判断 生 分析

加工
判断

(5-8)交 通 ・港 湾事 情 ○

(5-9)建 設 の電 力事 情 ○

③

業
種
別
事
情
(

鉱
工

業
な
ら
び
に
制

し
、

小
売
り

業
)

(6-1)企 業数 ・労働 者数 ○

(6-2)生 産 現 況 と見 通 し ○

(6-3)設 備 投 資(投 資額 ・主 要 新規 投資) ○

(6-4)輸 出額(主 要 相手 国別) ○

(6-5)輸 入 額(〃) ○

(6-6)主 要業 界 団体(所 在 ・特色 ・役員) ○

(6-7)主 要企 業(社 長名 ・資 本金 ・売上 高 ・主 要 製 品) ○

(6-8)主 要 企 業平 均 財務 比率 ○

(・一 ・・鰐 企業進出興 関係外翫,順 比率 ●主要製 ○

(6-10)企 業 の 新設 ・合 併 ・倒産 の 実 態 ○

(6-11)新 製 品 ・新 技術 ○
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(2)上 記 分類 に応 じた調 査結 果 の 分析

仔)一 般的 需 要度 の 分 析

今,一 般 デ ー タの生 デ ー タ,分 析 ・加工 デー タ,判 断 デ ー タ,特 定 デー タの生 デー タ,

分 析 ・加 工 デ ー タ,判 断 デー タを それ ぞれatb,c,d,e,fと して,表5.3に 従

っ て,需 要 の重 要度(A最 重 要必 要 情 報,B重 要 必 要情 報,C必 要情 報,D無 記 入)に 応

じて集 計 し,全 体 に対 す る平 均 構成 比 を示 す と,表5.5の よ うに なる。'

表5.5性 格別情報の需要度

A% B% C% A+B+o% D%

a 2.6 8.9 36.2 47.7 52.3

b 3.6 10.1 36.9 50.6 49.4

C 10.9 21.7 28.6 61.2 38.8

d 7.8 17.4 31.5 56.7 43.3

θ 9.1 15.8 30.6 55.5 44.5

f 15.5 2L2 27.0 63.7 36.3

これ を図示 す る と図5.6の よ うに 在 りfの 項 目の需 要度が 高 い ことが判 る。

さ らに,A,B,Cに そ れぞ れ3,2,1の ウエ イ トを乗 じてグ ラフを描 くと図5.6の

点 線 部 分 とftり ここで も同様 にfの 項 目の需 要 度が 高い ことがわか る。
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←)一 般 的需 要 鹿 海 外 情報 に対 す る考え 方 お よび海外 施 設 の有無 の関 係

つぎにア ンケー ト第 皿部 の 各項 目でA,B,Cと 回 答 した者 の うち,ア ンケー トngll部 の1

で海外 情報 を 不可 欠 と考 え てい るに もか かわ らず,ア ンケー ト第1部 の6で 海 外施 設 の欄 の

無記 入 であつ た者 を 調 べ てみ る と表5.6の よ うに 在る。

表5・6個 別情報に対 し需要を示した者の情報必要度と供給手段

調 査 項 目(国 別情報)(カ ッコ内は例示事項)

田

回答者

nの1

(A)
回 答者

1の6

有 無

①

一

般

経

済

事

情

(1-1)人 口(総 人 口 ・就 業入 口 ・所得 階層 別 人 口)
165 117 112 5

(1-2)国 民総生産(総 支出の内訳 ・産業部門別内訳) 172 121 115 6

(← ・)轡 成長率(過 去の成長率 吟 後1年 間の成長見通 183 129 122 7

(1-4)工 業生産高(業 種別付加価値構成比) 179 124 118 6

(1-5)国 民所 得(1人 当 り国 民 所得)
167 117 111 6

(1-6)貿 易額(輸 出 入額 ・主 要商 品輸 出入 額)
200 138 128 10

(1-7)生 産(鉱 工業生産指数 ・農業生産指数) 176 127 117 10

(1-8)国 家 予算(予 算 額 ・財政 方 針)
167 124 118 6

(1-9)国 際 収 支(収 支 内訳 ・外貨 準備 為替 レー ト)
195 140 132 8

(1-10)景 気状 況(過 去 の動 向 と現況 ・将来 の見 通 し)
220 145 133 12

②

一

般

貿

易

事

情

(2-1)主 要 輸 出入商 品お よびそ の対 象 国
196 137 125 12

(2二2)対 日主要輸 出入商品 195 136 127 9

(2-3)撒 耀 璽 隻手籠 ～接 商工会瓢 主要生 181 124 119 5
、

(2-4)主 要対 日取 引 き企 業
178 129 121 8

(2-5)当 該 国 との取 引 きで主 要 な 第3国 企 業
177

'128
119 9

(2-6)輸 出入手 続
189 133 125 8

(2-7)入 札制度ならびに最新の主要入札結果 171
9124

119 5

(2-8)貿 易金融
171 126 121 5

(2-9)輸 入 制 限(措 置の 内容 と運動 の実 態) 214 153 143 10
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調 査 項 目(国 別情報)(カ ッコ内は例示事項)
皿

回答者

nの1

(A)
回答者

1の6

有 無

(2-10)輸 出入 見通 し 193 135 127 8

(2-11)取 り引 きに 関連 す る生 活 慣 習(祝 祭 日 ・営 業時 間) 177 126 120 6

(2-12)商 事慣 習 と関連 法規 198 137 132 5

③

国

民

生

活

(3-1)住 宅 事 情(住 宅 の 需給 事 情 ・家賃) 156 111 106 5

(3-2)主 要耐久消費財普及状況 165 121 113 8

(3-3)福 祉 厚 生(公 共 サ ー ビス の普 及 事情 ・医療 事情) 151 110 104 6

(3-4)主 要サ ー ビス料 金(電 気 ・水 道 ・カス ・交 通 。通信) 153 114 108 6

(3-5)主 要商 品 小売 価格 188 134 124 10

(3-6)家 計 150 111 106 5

(3-7)教 育(教 育 制 度 ・学 校 数 ・教 師数 ・生徒 数 ・文 盲率) 150 112 107 5

④

行
政
機
関
・

そ
の

他
関
係
機
関

(4-1) ,元首 。閣僚 名 とそ の党 派
137 104 99 5

(4-2)議 会(議 長 ・副 議長 名 ・議 員数 とそ の党 派 別内訳) 137 100 95 5

(4-3)政 党(支 持 率 ・主 要 役員) 135 103 97 6

(4-4)経 済 官庁(所 在 ・主 要役 職 名) 156 113 106 7

(4-5)経 済 団 体(所 在 ・特 色 ◆役 員名) 160 115 112 3

(4-6)労 働 組 合(所 在 ・特 色 ・役 員 ・組合 員数) 140
'102

100 2

(4-7)重 要人 物の経 歴 143 106 103 3

(4-8)主 要 新 聞g雑 誌 158 115 108 7

(4-9)研 究 所 ・経済 学 者 。経 済 研 究者 148 107 100 7

⑤

企

業
経

(5-1)外 資 導入 制 限 192 143 135 8

(5-2)資 金調 達 事 情 179 133 126 7

(5-3)主 要企 業 平均 財 務 比率 172 127 119 8

(5-4)税 制 193 139 130 9
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調 査 項 目(国 別情報)(カ ツコ内は例示事項)
皿

回答者

皿の1

(A)

回答者

1の6

有 無

常

環

境

事

情

(5-5)労 働 事情 188 138 129 9

(5-・'6)物 価 水 準 197 139 129 10

(5-7)主 要金 融機 関 159 118 111 7

(5-8)交 通 ・港 湾 事 情 178 130 124 6

(5-9)建 設 の電 力事 情 158 116 111 5

⑥

業
種
別
事
情
(

鉱
工
業
な
ら
び
に
卸
し
・

小
売
り
業
)

(6-1)企 業数 ・労 働 者数 186 130 123 7

(6-2)生 産現 況 と見通 し 210 147 134 13

(β一3)設 備投資(投 資額 ・主要新規投資) 177 131 124 7

(6-4)輸 出額(主 要 相手 国別) 187 138 127 11

(6-5)輸 入額(〃) 200 145 134 11

(6-6)主 要業 界 団 体(所 在 ・特 色 ・役 員) 188 131
、 125 6

(6-7)主 要企 業(社 長 名 ・資 本 金 ・売上 高 ・主 要製 品) 192 140 132 8

(6-8)主 要企 業 平均 財 務 比率 166 123 117 6

(・一 ・)2円 鱗 進出状況(関 係外資名'外 資比率'主 要製 197 147 136 11

(6-10)企 業の 新 設 ・合 併 ・倒 産の 実 態 174 124 118 6

(6-11)新 製 品 ・新技 術 225 151 140 11

(注)(1)田 欄 は ア ンケー ト第m部 の 調査 項 目でAsB,Cの いず れか に 記入 した老 の数

(2)nの1(A)欄 は 皿 欄の うち,ア ンケ ー ト第n部 の1で 情報 を 不可 欠 と考 えている者 の 数

(3)1の6欄 はllの1(A)欄 の うち,ア ン ケー ト第1部 の6で 現 に何 らか の海外 施設 を 有 し

てい る かい な いか の数
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この 表 に従 い(イ)と同様 にa,b,c ,d,θ,fに ついて,IHの 項 目 でA,B,Cと 答 えた 老

で海 外情 報 を不 可 欠 と考 え てい る者 の うち海 外施 設 を有 してい る者 の全体 に 占め る割合 を調 べ

る と,表5.7の よ うに なる。

表5.7性 格別情報需要度と海外施設との関係

A

④ ◎ ㊦

皿の項 でA,Bま たはCと 答 ④ の うち,Hの1で 海 外 情 報 ◎ の うち1の6で 海 外 施 設 を

えた老の平均 を不可欠と答えた者の平均 有してい左い者の平均

()内 は 全体329社 に 占め, ()内 は全 体329社 に 占め ()内 は 全体329社 に 占め

る比率 る比率 る比率

〔 〕内 は¢の 各項 目を100 〔 〕内は④ の各 項 目を100

としたときの◎の各項目が占め としたときの◎の各項 目が占め

る割 合' る割合
a 156.9社

(47.7%)'

117.8社

%%(
35,8)〔75〕

6.1社

%'%(
1.84)〔3,86〕

b 166.6 118.8 6.2

(50.6) (36.1)〔71.7〕 (1.89)〔3.75〕

C 201.5 137.0 9.5'

(61.2) (41.6)〔68.0〕
,

(2.89)〔4.71〕

d '186
.6 132.9 8.5

(56.7) (40.4)〔71.2〕 (2・6)〔4・59〕 ,

e 182.7 132.4 7.2

(55.5) (40.2)〔72.6〕 (2.2)〔3.96〕

f 209.3 144.3 10.6

(63.7) (43.9')〔68.9〕 (3,24)〔5.10〕

囲 表5.5よ り と る。 囲④に対する◎の充足度(〔 〕 ㈲④に対する㊦の充足度(〔 〕

内の数 字)はa→fに 行 くに 内 の数字)はa→fに 行 くに

従 い下 っ てい る。 従 い上 っ てい る。

業務上海外情報を不可欠と考 海外供給施設を持っていな く

え てい る者,す でに専 門的 分 て情報を不可欠と考えている

野についての情報は確保 して 者 は,特 定データに 関心 があ る

い るの で一 般 デ ー タに 関心 が

あるの であろ う。

の で あ ろ う。
:

表5.7を グ ラフ に 画 く と 図5.7の と お り と な る6
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図5.7性 格別情報需要度 と海外施設 との関係

8。%

70

60

50

40

30

20

10

a b C d e

◎

⑦

◎

f

㊦



一143一

囲 ④は 表5.7の ④ の()内 の数 字

◎ は表5.7の ◎ の()内 の数 字

◎ は表5.7の ◎ の()内 の 数字 を10倍 した もの

◎
⇔ は ㊧ で表5・7◎ 欄 の 〔 〕内の 数 字

6
㊧は6で 表5・7◎ 胸 〔 〕南 数字を・・倍 したもの

←う 海外 情報 の需 要 度 と利 用度

つぎにllの7,海 外 情報 に対する考 え方 のなかで,海 外 情 報供 給 機 関がで きたときに利用すると答えた

者 のmの 項 目に対す る需 要度 を表 す と次表5.7の よ うに なる。
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表5.7 供給機関を利用 しようと答えた者の個別情報に対する需要度

調 査 項 目(国 別情報)(カ ッコ内は例示事項)

最 重 要A

皿7A n7B n7A十B 皿A計

①

一

般

経

済

事

情

(1-1)人 口(総 人 口 ・就 業 人 口 ・所 得 階層 別 人 口) 3 1 4 5

(1-2)国 民総生産(総 支出の内訳 ・産業部門別内訳) 5 2 7 9

(1-3)経 済成長率(過 去の成長率 ・今後1年 間の成長見通 し) 9 6 15 22

(1-4)工 業生産高(業 種別付加価値構成比) 10 6 16 22

(1-5)国 民所 得(1人 当 り国民所 得)
6 3 9 11

(1-6)貿 易 額(輸 出入 額 ・主 要商 品輸 出入額) 11 9 20 30

(1-7)生 産(鉱 工業生産指数 ・農業生産指数) 9 6 15 19

(1-8)国 家 予算(予 算額 ・財 政 方 針) 4 1 5 11

(1-9)国 際収 支(収 支 内訳 ・外 貨 準備 ・為 替 レー ト) 11 10 21 32

(1-10)景 気状 況(過 去 の動 向 と現 況 ・将 来 の見通 し) 19 14 33 50

②

一

般

貿

易

事

情

(2-1)主 要輸 出入商 品お よびそ の対 象 国 14 10 24 36

(2-2)対 日主要輸 出入 商 品 13 10 23 33

ぼ ・)謙 譲 鵯 詩 社(主要商工会議所'主要生産諸 9 5 14 18

(2-4)主 要 対 日取 引 き企 業 9 3 12 16

(2-5)当 該 国 との 取 引 きで主 要 左第3国 企 業 10 1 11 17

(2-6)輸 出入手 続 き 17 15 32 41

(2-7)入 札制度ならびに最新の主要入札結果 16 13 29 38

(2-8)貿 易 金融 10 5 15 22

(2-9)輸 入 制 限(措 置の 内 容 と 運動 の実 態) 24 21 45 60

(2-10)輸 出入 見通 し 15 14 29 41

(2-11)取 引 き に関連 す る生 活 慣 習(祝 祭 日 ・営 業 時間) 4 3 7 8

(2-12)商 事 慣習 と関 連 法規 11 8 19 28
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重要必要B 必 要C 無 記 入D

n7A n7B 17A十B 皿B計 皿7'A 皿7B n7A十B 皿o計 n7A H7B n7A十B 皿D計

10 8 18 23 31 45 76 137 30
. 36 66 163

15 12 27 38 28 39 67 125 26 37 63 156

20 25 45 64 20 27 47 97 25 32 57 145

15 19 34 48 27 34 61 117 22 31 53 141

14 14 28 42 26 36 62 114 28 37 65 160

22 23 45 64 26 22 48 106 15
■

36 51 126

16 15 31 41 24 33 57
.

116 25 36 61 152

15 14 29 42 21 39 60 114 34 36 70 162

18 17 35 53 23 32 55 110 22 31 53 13b

22 25 47 79 15 16 31 91 18 35 53 106

24 20 44 65 20 25 45 95 16 35 51 130

26 16 42 60 17 32 49 102 18 32 50 131

22 16 38
.

58 19 33 52 105 24 36 60 147

22

.

18 40 62 20 31 51 100 23 38 61 149

20 16 36 53 21 37 58 107 23 36 59 151

17 16 33 59 2C 24 44 89 20 35 55 135

6 14 30 38 24 25 49 95 28 38 66 157

21 22 43 60 28 27 55 89 15 36 51 15'6

17 23 40 69 12 19 31 85 21 27 48 112

19 26 45 68 19 15 34 84 21 35 56 131

17 8 25 38 28 42 70 131 25 37 62 150

17 14 31 53 24 38 62 117 22 30 52 129

o
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調 査 項 目(国 別情報)(カ ソコ内は例示事項)
最 重 要A

n7A 皿7B 皿7A十B 田A計

③

国

民

生

活

(3-1)住 宅 事情(住 宅 の需 給事 情 ・家賃) 1 21 22 5

(3-2)主 要耐久消費財普及状況 8 1 9 11

(3-3)福 祖 享生(公 共 サ ー ビス の普 及事 情 ・医療 事 情) 0 3 3 3

(3-4)主 要サ ー ビス 料金(電 気 ・水 道 ・カス ・交通 ・通信) 3 1 4 4

(3-5)主 要商 品!」涜 価 格 10 2 12 18

(3-6)家 計 2 2 4 4

(3-7)教 育(教 育制 度 ・学 校数 ・教 師数 ・生徒数 。文 盲率) 1 0 1 2

④

行
政
機
関
・

そ
の
他
の
関
係
機
関

(4-1)元 首 ・閣 僚名 とそ の党 派 3 0 3 5

(4-2)議 会(議 長 ・副 議 長名 ・議 員 数 とそ の党 派別 内訳) 2 0 2 3

(4-3)政 党(支 持率 ・主 要役 員) 1 0 1 2

(4-4)経 済 官庁(所 在 ・主 要役 職 名) 5 0 5 11

(4-5)経 済 団体(所 在 ・特 色 ・役 員 名) 6 0 6 9

(4-6)労 働 組合(所 在 ・特 色 ・役 員 ・組 合員 数) 1 2 3 6

(4-7)重 要 人物 の 経歴 2 0 2 2

(4-8)主 要新 聞 ・雑誌 2 2 4 8

(4-9)研 究所 ・経 済学 者 ・経 済研 究 者 3 0 3 3

⑤

企
業
経
営
環
境
事
情

(5-1)外 資 導入 制度 12 14 26 37

(5-2)資 金調 達事 情 14 10 24 32

(5-3)主 要 企業 平均 財 務 比率
10 5 15 18

A

(5-4)税 制 14 12 26 37

(5-5)労 働 事1青 10 7 17 28

(5-6)物 価 水 準 11 4 15 24

(5-7)主 要金融 機 関 4 3 7 11

o
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重要必要B 必 要C 無 記 入D

n7A n7B 皿7A十B 皿B計 H7A H7B H7A十B 皿lc計 ∬7A 皿7B n7A十B 田D計

6 7 13 20
.

36 40 76 131 31 41 72 173

11 6 17 28 30 42 72 126 25 41 66 163

6 3 9 10 36 42 78 138 32 42 74 178

11 7 18 25 27 39 66 124 33 43 76 176

18 19 37 54 27 36 63 116 19 33 52 137

8 4 12 16 33 40 73 130 31 44 75 179

7 4 11 15 34 46 80 133 32 40 72 178

8 8 16 25 26 48 74 107 37 34 71 192

6 7 13 21 30 34 64 110 36 49 δ5 195

7 2 9 18 30 20 50 115 36 68 104 194

13 10 23 31 25 37 62 114 31 43 74 173

15 12 27 36 25 39 64 115 28 39 67 168

5 3 8 15 26 40 66 119 42 45 87 189

8 4 12 20 27 44 71 121 37 42 79 186

19 6 25 35 18 45 63 115 35 37 72 169

7
.

7 14 20 33 43 76 125 31 40 71 18b

16 13 29 57 16 32 48 98 30 31 61 135

20 11 31 53 17 32 59 94 23 37 60 149

21 14 35 45 22 36 58 109 21 35 56 157

23 11 34 51 17 36 63 105 20' 31 51 134

23 16 39 51 20 36 56 109 21 31 52 140

24 21 45 59 19 35 54 114 20 30 50 130.

17 13 30

:

44 25 34 59 104 28 40 68 169
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調 査 項 目(国 別情報)(カ ッコ内は例示事項)
最 重 要A

07A H7B n7A十B 皿A計

(5-8)交 通 ・港 湾 事 情 8 7 15 23

(5-9)建 設 の 電 力事 情 5 5 10 13

⑥

業
種
別
事
情
(

鉱
工
業
左
ら
び
に
卸
し
.

小
売
り
業
)

(6-1)企 業 数 ・労 働渚 数 10 5 15 23

(6-2)生 産 現 況 と見 通 し 16 11 27 41

(6-3)設 備 投 資(投 資額 ・主 要新 規 投資) 14 8 22 34

(6-4)輸 出額(主 要相 手 国別)
r

13 7 20 37

'
(6一 の 輸入額(〃) 15 11 26 42

(6-6)主 要 業 界団 体(所 在 ・特色 ・役員) 8 4 12 18

(6-7)主 要 企業(社 長 名 ・資本金 ・売 上高 ・主要製 品) 13 9 22 36

(6-8)主 要企業平均財務比率 11 7 18 26

(6-9)外 国企業進出状況(関 係外資名 ・外資比率 ・主要製品) 19 11 30 42

(6-10)企 業 の 新 設 ・合 併 ・倒産の 実 態 13 6 19 26

(6-11)新 製 品 ・新 技術 24 23 47 71

(注)(1)最 重 要A,重 要必要B,必 要C,無 記入Dは,ア ンク'一 ト調 査 皿 でA非 常に重 要

参 考D無 記入 を 示 して い る。

(2)∬7A,皿7Bは ア ンケー ト調査 皿の7で 情報 供給 機 関を 大 い に利 用 しよ うと思 う老,

(3)fi7A+Bはli7A+ll7Bを 示 す。
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重要必 要B 必 要C 無 記 入D

n7A 皿7B n7A十B 皿B計 ∬7A n7B 皿7A十B 皿c計 皿7A n7B n7A十B 皿D計

13 14 27 39 26 35 61 116 27 34 61 150

、

8 11 19 31 29 33 62 114 32 41 73 171

19 14 33 49 25 36 61 114 20 35 65 142

22 25 47 72 16 28 44 97 20 26 46 118

20 20 40 54 16 25 41 89 24 37 61 151

20 20 40 60 16 32 48 90 25 31 56 139

26 24 50 72 17 29 46 86 16 26 42 126

13 16 29 50 30 38 68 120 23 32 55 140

20 19 39 61 19 30 49 100 22 32 54 130

18 14 32 46 18 31 49 94 27 38 65 163

20 11 31 68 19 26 45 87 16 42 58 125

20 17 37 61 16 29 45 87 25 38 63 154

18 22 40

1

69 17 23 40 85 15 22 37 101

`

B取 引きや業務上太きft影響があるので供給機関が早 く安く供給 してくれる左らば

利用しようと思う者を示す。

c業 務上
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前 述 と同 様 にa,b,c,d,θ,fに 応 じて,需 要 度A,B,C'O全 体 に 占 める 比率 で

表 わす と表5.8の よ うに在 る。

表5.8性 格 別 情報 需 要度 と情 報供 給 機 関 利用 の 関係

④ ◎ ◎

∬の7でA「 大 い に利 用」

と答 えた 者の うち 皿 でA,

Bま たはOと 答 え た者 の

平 均

nの7でB「 で き るだけ

利 用 」と答 え た者 の うち

皿 でA,Bま た はCと 答

え た老 の平 均

Hの7でAま た はBと 答 え た者の うち

nlでA,Bま たはCと 答 え た者の 平均

A B C A B C A B C A十B十C

a
3.9

(L2)
1L4
(3.5)

27.3
(8.3)

1.8

(o.5)

8.8

(2{)
38.7

(11.8)

'5.7

(1,7)
20.2
(6.2)

66.0
(20.1)

91.9

(28.0)

b
5.6

(1.7)
12.1

(3.7)

28.8
(8.8)

2.9

(・ ・9)

11.0

(3.3)
37.1

(1L3)
8.5

(2.6)
23.1

(7.o)
65.9

(20.1)

97.5

(29.7)

C
14.0

(4.3)
21.0
(6.4)

17.5

(53)

10.0

(3.o)

25.0

(7.6)

2L5

(6.5)
24.0
(7.3)

46.0

(14.0)
39.0

(11.8)

109.0

(33。1)

d 10.5

(3.2)
21.5
(6.5)

20.5
(6.2)

6.4

(1.9)
17.2

(5.2)
32.6

(9.9)
16.9

(5.1)
38.7

(11.7)
53.1

(16.1)
108.7
(329)

θ
12.6

(3.8)
17.4

(53)

20.8
(6.3)

8.8
(2.7)

15.2
(4.6)

31.1

(9.5)
21.4
(6.5)

32.6

(9.9)

51.9

(15.8)
105.g
(32.2)

f
183
(5.6)

19.7
(6.o)

17.3

(5.3)

16.0

(4.9)
24.3
(7.4)

22.0
(69)

34.3
(10.5)

44.0
(13.4)

39.3
(12.2)

117.6

(36.1)

囲()は 全体329社 に占める比率

◎欄は④欄と◎欄を加えたもの

これ を図 に示 す と図5・8の よ う口 る・



一151一

図5.8性 格 別情報需要度 と情報供給機 関利用 の関係
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(注)⑦ は 皿の7で 「大M棚 」 と答えた者の うち皿でA・B・Cと 答えた者の比率

◎ は 皿の7で 「利用」 〃

◎ は ⑦ ・ ◎
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5.3.3調 査 対象 上 の理 論的 潜 在需要 曲 線 と調 査 対象 上 の現 実の 需要 曲線

(1)さ て,5.3.1で は,一 般 的 な理 論的 潜在 需 要 曲線 と調 査対 象上 の それ と では逆 の 関係

が み られ る こ とを想 定 し,調 査 対 象上 の そ れはaか らfに い くに従 い,需 要 度が 高 まる こ とが

想 定 さ れた。.,..』 、._.

(2)今 回の 調査 結果 は5・3・2に 述べ られ た とお りで あるが,こ れ らを 図 に示す と図5・9と

5・10の よ うにな り,理 論 上 の 曲線 とは若干 のか い離 が み られ るものの,わ れわ れ の想 定 し

たaか らfに い くに 従 い,需 要 度が 高 ま るとい う想 定は 正 しかっ た もの と思 わ れ る。

図59現 実 の需要 曲線対象図
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④ は 皿に おけ るA+B+Cの 全 体 に 占 め る割 合

◎ は④ にA×3、B×2、C×1の ウエ イ トを 付 した もの

◎ は④ の 内fiの1で 情報 を不可 欠 と答 えた 者

◎ は0の 内1の6で 海 外施 設 を有 してい ない 者 の比率 を10倍 に した もの

◎ は 皿の7で 情 報供 給 機 関 を利用 す る と答 えた 者 で 皿のA、Bま た はCに 記入 し た 者
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20

10

現 実 の需 要 曲線 をス ライ ドさせ た図

.1:

＼i/2,・g

abcdef

注 本 図 は図5.9の ④ の⑤ に◎ 、6、 ㊤ 、 ⑤の⑤ を 合 わせ て ス ライ ドさせ た もの 二

(3)理 論 上 の 需 要 曲線 と現 実の 各需 要 曲線 とのか い離 要因

図5・10よ り,一 般 的 にaか らfに し(くに従 い,需 要 が高 ま る ことが想定 され るの で,今 ,

図5.10の ④ 曲線 の ⑥ 点 と⑤点 とを結 ん だ 直線,ま た は その勾 配 を理論 上の 需 要 曲線 とす る

と,現 実の 需要 曲線 ④,◎ ◎,a㊧ との 間に は,図5.11め よ うに か い離 がみ られ るが
,

この かい 離 要因 は つ ぎの 理 由 に よる もの と思 われ る。
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図5.11 現実 の需要 曲線 と理論上 の需要 曲線
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(注)㊦ ～⑦ は理論上 の需要 曲線

斜 線部分は需 要が あ ると見込 まれ る部分
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α)現 在 す でに海外 に情 報 供給 施設 を有 してお り,情 報 は供 給 され てい るの で あえ て新 た に

需 要 する 必要の な い場 合

一 般 デ ー タの 分析 ・加工 デ ー タや 特定 デー タの 生 デー タ
,分 析 ・加 工 デ_タ は 常 に供 給 さ

れ てむ り,し か も期待 され るデー タが供 給 機関 を 通ず る より海 外 の供 給施 設 にケー ス バ イ ケ

ー ス で依 頼 した方 が便 利 で ある とい う点か ら
,理 論 曲線 よ り現実 の需 要 曲線 は下 回 るのであろ う。

㈲ 海 外 に施 設 を有 してい て も一 般 デー タに つ い て的 確 に判 断 で きる人 を派 遣 してい 互い場

合

一般 デ ー タの 判断 デー タ
,特 定 デー タの判 断 デー タ に対 す る現 実の需 要 曲線 は理 論 曲線 を

上 回っ てい るパ これ は現 実 の情 報 供給者 が特 定の技 術 的 要素 を 有 してい ない た め であ ろ う。

ま た一 般 デー タの判 断 デ ー タが と くに かい離 してい る ことは
,一 般的 事項 に つ い ての専 門

家が 現実 に余 りい ない とい うこと も反 映 して いるの であろ う。

8情 報 を デー タ ・ス トック ど し て考 え る場 合

一般 デー タの生データに対 し
,比 較的需要があるのは,デ ータ ・ス トックの役 割 りに対する認識が従 来

各企業 とも欠けていたため,情 報 の普遍 化に伴い,そ の必要性を痛感 しているこ とによる とも思われる。

(4)今 後の 情報供 給 ・内 容

現 実 の需 要 曲線 と理 論上 の それ との か い離 は,供 給 不足 か 需 要過 大 か を 示 してい る もの で あ

るが,前 述 のか い離 要 因を踏 ま えつ つ,今 後,情 報供 給機 関が 情 報を供 給 す る に 際 して 留意 す

べ き点は つ ぎの諸 点 で あろ う。

① 一般 的 左デー タで生 のデ ー タは,デ ー タ ・ス トソク と しての 意義 が あるの で一 般 に公 開

して販 売す る こと が望 ま しい。 この場 合,必 らず し も供 給 の時 間 的条 件 を考 慮 す る必 要が あ

ま りな い とい う点 に着 目す る必 要が あ る(例 えば入 口等の情報を匹伴期 ペースで供給 して も全 て

需要が あるわけ では ない。)。

② 一 般 的な デー タ で判断 を要 するものは・一 般的 専 門家 が いな い こと と相 まっ て需 要度 が 高

い の で・ 個 別 的に ケー ス を決 め て公 開 す る ことが肝 要 であ る。 特 定 的 左 デー タ で判 断 を 要 す

る もの も同様 であ るが,特 定 の専 門 家 を各 企 業が 有 してい る場 合が あ る点 に留 意す る必 要が

ある。

③ 分 析 ・加 工 デー タは供 給 時期 とも関連す るが,四 半 期 ペース の供 給 では余 り珍 重 さ れ ない

であ ろ う。 む しろ,世 界の 新 聞に つ い てテ ー マ毎 にス ク ラ ソプ ・ブックを 作 っ て供 給す る こ

との方が,時 期的満足を 与 え る点 か ら=考え て有利 であろ う。

④ 業種 別 には 海 外 と現 に 関 係 を有 している企業 よ りも・今 後世 界的 な発展 を 遂 げ よ うと し

てい る製 造 業の 方面 に需 要 が あ り,業 態別 にみ て も世 界的 な 発展 の余裕 の あ る大企 業 に需 要

が ある であ ろ う。
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5.4む す び

(1)以 上 われ われ は,今 回の ア ンケ ー ト調査 結 果 の分析 を通 じて,国 際 経 済情報 に 対L企 業

は如 何 な る認 識 を持 っ てい るか,こ の認 識 は,企 業 の属 す る業種 や 規模 に よつ て どの 様 に異 な

っ て いるか,企 業 の情報 供給 機 関 の利 用態 度は ど うか
,具 体 的 に如何 在 る種 類 の情報 を企業 は

必要 と しているか,ま た この需 要は企 業 の取 引形 態 の差異 に よつ て どの様 に変 わって くるか,企 業

の情 報需 要に対 して如何 なる供 給方 法 が と られ るべ きか等 を 明 らか に して きた。 そ の結果 を
,

こsに 再 論 す る と とは避 け るが,要 約 すれ ばつ ぎの とお り にな る だろ う。

0企 業の海外醐 の筋 性に対す・認蹴 全般的に・・つて高い・槻 模別にみると大企

業ほど関心が強い。また業種別には,商 社よりも製造業,コ ンサルタントなどの方が関心が

高い。

また海外情報を外部の供給機関に依存 しようとする意識はか在り強いとみられるカ～ その

有料利用については,慎 重左回答が多い左ど企業の今後の情報対策には,明 確左方針が確立

していない。

一 砂 搬 的ぬ 巧 鑓 の需簸 の高購 外情繊+賜 輔 撲 翻 輔 ・ど海外

取 引 に密着 し,か つ,自 力 で収 集 困難 左情 報 で あ り,国 民 生 活 や行 政機 関 等海外 取 引 に当た

っての参考 情報に対す る関心 は 低 い。 また情 報 の性格 別 には,一 般 的 左 情報 よ りも特殊 情報,

生 情 報 よ り も加 工 ・分析 あ る いは判 断 要素 が加 わ っ た情 報 に対 す る需 要度 が高 い。

しか しなが ら,現 実 には 一般 的 情報 の生 デ ー タ,判 断 デー タにわ れ われ の想定 以上 に需 要

が あつ た こ とは 留意 さ れ るべ き で ある。

(2)前 に も述 べ た が,ア ン ケー ト調査 の結果 は,わ れ わ れ が調査 前 に持 っ てい たイ メー ジとほ

ぼ 合致 して いた.とい うこ とが でき る。 ただ,調 査 結 果の 分析 を通 じ,と ぐに感 じられ た点 は,

企 業の 情 報 に対 す る認 識 な り需 要 な りについ て,「 発展 段 階 説 」ない し「成 熟 度曲線 」とで も

い うべ き もの が考 え られ るの では なか ろ うか とい うこと で ある。

われ わ れは,通 常,全 体 の業 務 に占 め る海外 関係 業 務 の ウ.エ.イトが高 い企 業ほ、ど海外 情報 に

対 す る関 心 も強 く,ま た 需要 も大 きい と考え勝 ち であ り,そ の意 味 では 製造 業や コンサ ル タン

ト左 ど より も,海 外 取 引 を本 務 とす る商 社の 方 が海 外 情報 の 重 要性 に対 す る認識 は高 い と考 え

てい たが,今 回 の ア ンケ ー ト調査 では製 造業 な どの 方 がむ しろ関心 が強 い とい う結果 に 左っ て

い る。

そ の 原 因 は λ に も 述 べ られ て い るが,要 す る に情報 に対 す る認 識 ない し需要 につ い ては,

第一 に,情 報 に対 す る関心 は きわ めて低 く,直 接 業 務 に 関係 す る情報 だけ を取 引 相手 か ら得

て済 ませ る。 した が つ て,.そ の 情報 需 要 は外 部 に対 し,明 確 左形 であ らわれ ない段 階(幼 稚 期)

第二 に,業 務 の必 要 上 あ るいは産 業 社会 の情 報 化の 進展 な どか ら,情 報 に対 す る関心 は大 い
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に高まったのであるが,企 業内部における情報収集体制が未整備のため,外 部に対する情報需

要が爆発的にあらわれる段階(成 長期)。 この段階では,各 種の情報についての評価が必 らず

しも明確になつておらず,情 報と名のつ くものは全て欲 しいとい う形となり,ま た情報対策面

でも実体より意識の方が先走り勝ちである。

第三に,企 業内部の情報収集 ・処理体制も確立され,各 樹 吉報の重要度に関する評価 も整理

されて,効 率的情報対策の観点から,一 般的 ・基礎的情報は外部の情報供給機関に依存 し,こ

れ以外の情報を自力調達する方向に向 う段階(成 熟期)。 この様な段階では,情 報が企業活動

の「米の飯 」に左っているため,情 報に対する関心は第二段階にあるものよりも,外 部に対 し,

一見低い形であらわれる(実 際は
,第 二段階のものより認識度は高いのであるが)。

このような情報の認識に関する発展段階は,海 外関係業務のウエイトや企業の成長,ま た規模

の拡大にも相応 じていると思われ,強 いて類型的に分ければ 現 在のわが国の中小企業は第一

段階に,大 規模の製造業やコンサルタントは第二段階に,大 規模商社は第三の段階にあるとみ

てよいであろう。

海外情報に限らず,わ が国企業の情報に対する認識度の現状は全般的にみて第二段階にある

と考えらち 情報の重要性に対する関心は高 くあらわれてはいるが,こ れが外部に対する現実

の情報需要につながるか否かに若干疑問があることは今回のアンケー ト調査結果からもうかが

われるところである。

く

今後の情報供給を検討するに当たっては,企 業の情報に対する認識の発展段階を十分考慮 」

これに応 じた体制を整備することが肝要であると考える。

(3)本 調査の最初の目標属 企業における海外情報の実態を需要と供給の両側面から明らかに

することであつたが,調 査の過程が意外に手間どつたため,ア ンケー ト調査とその結果の分析

にとどまり,ヒ ヤリング調査 供給に関する調査にまで及ばなかつたのは,甚 だ残念であつた。

ただアンケー ト調査の結果は,コ ンピュータの力を借 りて,で きうるかきりの諸側面から分

析 し,問 題の所在を浮彫にしえたと思 う。今後さらに本調査の中で明らかにされた問題点 をき

め細かに追究すれば,海 外情報に対する企業の認識の実態が具体的に把握できると思われるの

で,こ の点を今後の調査に期待 したい。



¶



禁 無 断 転 載

昭 和44年 月 発 行

財 団法 人 日 本 情 報 処 理 開 発 セ ン タ ー

東 京都港 区 芝公 園21号 地1番5

機 械 振 興 会 館 内

TEL(434)8211(代 表)

有 限会 社 州 社

東京 都港 区芝 公 園5号 地12番 地

TEL(433)1481(代 表)

43-ROO7





'

(

ト
ー
1
.
.「

～

ー

ー
～

ー
」

＼
＼

一

◆

－

r－A

 

－

人

一一.一一

}

▼

一〒一'　

一

'

'

●

,

'

一　A

 

－

1
.

ノ

↓

.
|

ド

ー

ー

一
　

ー

し
●



ノ

∨

吟

、

,

'

、 /

■/

)(

＼
r

'

|

＼
、

、

⊂ ・

'

、

・ 止 .呼

'「

〆

」

〆

1'
、

へ

) ア 」

`

〉
「

＼
工

)'

⊂
、 ～

へ

」 べ

r
、 (

L}.
＼

一

一 へ

＼ ＼

、

ノ

(

「

「/ 「こ
》

/

「、

一

「

〆
'

r℃'

'∫
.ノ

(

ノ
.,「、'≠

・

'
・×

∠ く
t＼

、 1

ノ

人

)

ひ

」

L

－「 『 ←
、 /

'＼

r「 '

へ

、

、
)/

、

〉.

r

・

/
、

P!

＼

＼


